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序章 技術領域におけるアウトソーシング研究の基本視角

1. 現状への課題認識

アウトソーシングをどのように捉え、どう対処するかは、日本企業にとって今や最重要

課題の一つとなっている。この課題に対して、本研究は、委託元企業の競争力の視点から

捉え直し、その役割と課題を明らかにし、提言を行う。そのことにより、技術領域におけ

るアウトソーシング論という新たな研究・政策のジャンルを切り拓くとともに、日本企業

の戦略的なグローバル経営に新たな示唆を与えることができればと考えている。 

「モノづくり」に強みを持つといわれてきた日本の競争力であるが、近年とくに電子・

電気関連製品において輸出競争力に顕著な翳りが見え始めている。そのような状況のもと、

現在の中国を含む東南アジア市場の消費拡大、国際競争の激化、ディジタル化・システム

化などに代表される技術の急激な変化、消費者嗜好の多様化などに対応していくためには、

時間軸が非常に重要な要素となっている。自社のコア分野であっても、製品企画・開発・

設計から生産までの全てを内製化したのでは、開発速度など時間競争で負けてしまうとい

ったリスクが高まっている。

そのような中、企業における内外資源の組み合わせとその活用が重要な要素となってき

ている。なかでも、外部の専門企業への委託を通して外部資源を活用するアウトソーシン

グは、時間競争での生き残りに非常に有効な手段となる。つまり、限られた経営資源で、

スピード感を持って最適解を探索・決断・実行していく有効策として、アウトソーシング

の活用とそのあり方が問われているのである。

とくに、製品設計・開発、生産技術などの技術領域の業務は、「モノづくり」の競争力に

直接かかわり、その主要部分を構成している。本研究は、そこに照準をあて、調査・分析

を行い、アウトソーシング利用企業の競争力向上に資するアウトソーシングとはどのよう

なものか、その課題は何かを明確にし、提言をおこなうものである。

日本ではこれまで多くの企業が、基本的には、社内外の業務を垂直統合し、自社を中心

に効率運営することで、外部環境の変化に対応し競争優位を確保しようと努めてきた。

また、社外資源を活用するアウトソーシングは、IS（Information System：情報システ

ム）など、ある特定の業務領域や、業務の中でも特別な知識や経験を必要としない下位工

程の委託、また業務変動対応を目的とした委託など、限定的な委託が多くみられた。

しかし、市場のグローバル化や、資源保護・地球環境保護の重視、ディジタル化に代表

される技術変革などにより、世界の産業構造は大きく変化してきている。いずれの変化要

因も、その変化の内容と程度は、大変革といえるものであり、また複数の変化の要因が、

ほぼ同時期に出現していることに、構造的変化の特徴があるといえる。

従来の企業経営の延長線上の組織構成・製品開発思想・技術体系などでは、この変化に
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対応し企業競争力を確保していくことが困難になってきている。この変化は、企業に対し

て内外資源の組み合わせや役割などの根本的な見直しを迫っている。外部資源の活用方法

の１つであるアウトソーシングの役割・価値も、根底から問われるに至っている。

具体的な例をあげると、先進国市場においては「スマートフォーン」に代表されるよう

に、市場調査に基づく消費者ニーズの掘り起こしからの商品開発にとどまらず、むしろ企

業自らによる魅力的な消費者ニーズの創造が求められている。企業にとって、「なにをつく

るか」が重要になってきているのである。「どうつくるか」に重点をおいた日本の「モノづ

くり」、従来の開発思想・体制が、限界を迎えている。今や、「なにを」「どうつくるか」の

両方にまたがるバランスのとれた「モノづくり」開発体制へと時代は変わりつつある。

なお、「モノづくり」という語句は、現在においては１つの語句として慣用的に使われて

いるが、本来は「もの」と「つくり」の 2 つの語句から構成されている。したがって、「な

にを」「どうつくるか」が問われているということは、それぞれの語句が持つ意味がそれぞ

れに問われる、という本来の姿とも考えられる。

いっぽう、東南アジアなどの発展途上国市場では、家電での韓国サムソン電子や LG 電

子の成功にみられるように、先進国市場の製品を基本として、発展途上国市場向けには、

各国の経済・自然環境・嗜好などにきめ細かく適合・改良した製品の、開発・設計・製造・

販売が必要となっている（吉川、2011,2012）。
つまり、経営戦略のうえでは、先進国市場を狙いとした創造的な製品の開発と、発展途

上の各国向け製品の開発・製造・販売という、二つの大きな戦略の併行同時展開が必要と

なる。ここに、製品開発のための必用な経営資源が急増し、内外の経営資源の有効活用が

大きな経営課題となってきている。

詳細な説明は省くが、競争力確保のためには、この製品開発への対応と同じ図式が、他

の産業構造変化要因である資源保護・技術変革などの経営課題にもあてはまる。

具体的には、資源保護では、製品はもちろんのこと、工場での省電力化などの省エネル

ギー技術の開発が必須である。また、技術変革のディジタル化では、各製品の電子・ソフ

ト制御システム活用による、高性能化・高精度化・超小型軽量化などの変革が待ったなし

の競争課題である。

以上のように、いずれの変化要因も、多くの企業にとっては未経験の未知の領域の課題

である。それらは、今後の継続的な競争力確保のためには、自らの知識・情報・経営資源

として自社資源に取り込んでいく必要のある、コア領域の経営課題でもある。

したがって、この変化は、企業に対して内外資源の組み合わせや役割などの根本的な見

直しを迫り、また外部資源の活用方法の１つであるアウトソーシングの役割・価値の見直

しを迫っているのである。

この視点から、特に輸出立国日本を支え続けてきた製造業、いわゆる「モノづくり」産

業のアウトソーシングに注目する。とりわけ、その本丸に位置する製品設計・開発、生産

技術などの技術領域の業務に照準をあて、調査・分析を行い、アウトソーシング利用企業
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の競争力向上に資するアウトソーシングとはどのようなものか、その課題は何かを明確に

し、提言していきたい。

また、本研究においてはアウトソーシングの基本概念から始めて、技術領域アウトソー

シングの定義づけ、その現状・特徴・課題などを考察していく。さらに、設計工学に基づ

く設計プロセス、設計知識などの視点からの分析・考察を加えることで、より体系的かつ

本質的に迫る。

2. アウトソーシングの一般的解釈および定義とその変化 

2.1. アウトソーシングの語源と一般的理解 

 近年においては、アウトソーシングという言葉も広く一般的に使われるようになってき

た。そして、さまざまな形でアウトソーシングに関わる人も増加傾向にある。しかし、そ

の一方でアウトソーシングという言葉が勝手に独り歩きしており、ケースそれぞれについ

て定義されている場合が多く、一義的にアウトソーシングは定義されていない。

そこで、研究の問題意識をふまえて、本研究を行うにあたり、アウトソーシングの概念

から考察をすすめていく。さらに、本研究が目的としている製品設計・開発などを主体に

した技術領域におけるアウトソーシングの概念の捉え方を考察していく。そして、その概

念に基づき、アウトソーシングの先行研究について対象領域を広げて調査・分析・整理を

行っていく。

アウトソーシングは、その語源を探ると、もともと Out + Sourcing から生まれたこの

言葉は、企業内リソースの「外部資源化」と日本語訳されていた、そしてこれが広義の意

味でのアウトソーシングである（アウトソーシング協議会、2001）。
さらに、この「外部資源化」に対して 2 通りの解釈がされている。１つは「自社の資源

を外部化するという意味でのアウトソーシング」である。もう１つは「外部の資源を活用

するという意味でのアウトソーシング」という解釈である（アウトソーシング協議会、

2001）。
現在、一般的に社会で使われている定義は、基本的にこれらをさまざまな形で派生させ

たものである。しかし、もともとの定義が大雑把であるため、解釈によって無限大の定義

ができるといっても過言ではない。

また、アウトソーシングの対象は、IS に限らず総務、人事、設計・開発、製造など経営

機能であれば、どのような機能も対象になる。また古くから行われてきている。

2.2. アウトソーシングの定義とその変化

1990 年代に入って、アウトソーシングという言葉は、IS(情報システム）と結びつけて

脚光を浴びるようになる。IS が先鞭をつけたアウトソーシングという言葉は、続いて他の
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分野でも用いられるようになっていった（島田、1992）。
IS のアウトソーシングは、1960 年代の大型コンピュータ導入初期での、売り手主体に

よるビジネススタイルに始まる。1990 年代以降は、コンピュータを自社導入し、利用経験

のある企業がアウトソーシングする形となり、ビジネススタイルも「標準化モデル」から

企業競争力強化のための「個別対応モデル」へと変化していった。

 さらに 1990 年代後半から 2000 年前後にかけては、米国での ATT と IBM のアウトソ

ーシング契約や、日本でのマツダと日本 IBM とのアウトソーシング契約に見られるよう

に、契約規模の大きさと、新規産業の創出に近い狙いをもった投資行為もみられるように

なっていった。

 つまり、IS のアウトソーシングにおいては、アウトソーシングの持つ意味が時代ととも

に大きく変化してきた。そして、その変化に合わせて、さまざまなアウトソ－シングの定

義が、国内外で、日本 IBM、野村総合研究所など多くの研究者・研究機関から提案されて

いる（アウトソーシング協議会、2001）。
たとえば初期においては、アウトソーシングとは「IS 機能の一部または全部を選択的に

第三パーティの請負人に移転すること」（Apte,U.M. 1991）。また、「ユーザー企業の基幹

業務の全部もしくは一部の業務を一括して委託するサービスであり、システム運用の包括

的責任がベンダ側にある。そして、比較的長期間（5 年以上）の契約に基づくもので、ユ

ーザーとベンダ相互の信頼関係をベースとしていることと、顧客企業の情報処理会社でな

いこと」（野村総合研究所、1992）など。

さらに、成長期では「委託業務を実行する会社が、当該業務の遂行について一定の専門

的知識、ノウハウに基づき、一定の範囲を持った業務として請負い、一定の判断、加工、

オリジナリティなどによる価値をつけて、そのサービスを提供することである」（村上、大

石ほか、1996）など。

2.3. サービス分野と提供形態

さらに、アウトソーシングの概念を掘り下げるために、現在のアウトソーシングをその

提供されているサービス分野と提供形態からの分析がおこなわれている（アウトソーシン

グ協議会、2001）。それによれば、サービス分野では①情報処理・ソフトウェア関連、②

専門サービス（法律・会計・税務）、③各種コンサルティング、④商品企画、から⑫行政サ

ービスの代行、まで 12 分野が定義されている。

また、提供形態別では、①人材派遣1による補助業務、②業務の運営のみを受託する代行

業務、③業務の企画、設計を受託するコンサルティング2業務、④業務の企画、設計から運

営までを受託する業務、の 4 つを広義のアウトソーシングの形態と定義されている。そし

1 人材派遣：業務支援目的の人的サポートであり、自ら業務の運営や設計を行うことはなく、業務遂行や

管理は全てユーザー企業が責任を持つ。（アウトソーシング協議会、2001）
2 コンサルティング：業務の設計や企画はするが運営は行わない。（アウトソーシング協議会、2001）
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て、広義のアウトソーシングの定義としては一般的にこの 4 つの形態とされ、また狭義の

アウトソーシングあるいは戦略的アウトソーシングと呼ばれるのは④だけ、と見るのが一

般的である（アウトソーシング協議会、2001）。

[花田モデル]：このような状況を踏まえて、類似概念と比較する形でアウトソーシングを

定義したものとして、慶應大学の花田光世教授が提案したものが良く知られており、花田

モデルと呼ばれている（図序―１参照）。

 図序―1  アウトソーシングの定義

出典：慶應義塾大学花田光世教授「花田モデル」をふまえ、筆者作成

花田モデルでは、業務の企画・設計と業務の運営を、それぞれ、内部で行うか、外部に

任せるか、により分類されており、今まで論じてきた広義と狭義のアウトソーシングに関

する類似概念が的確に分類されているといえる。サービス分野と提供形態の広がった IS
に代表される領域では、この分類が適しているとみられる。

しかし、「モノづくり」に関わる技術領域への、この「花田モデル」の適用はふさわしく

ないと筆者は考える。その理由は、次の 2 つにある。

(1)「花田モデル」での「アウトソーシング」は技術領域では存在しない、また今後も実

行されない、と考えられる。

「モノづくり」に関わる技術領域は、各企業の「コア・コンピタンス領域」である。し

たがって、競争力の根源である「業務の企画」領域を「外部に任せる」ことを意味する「ア

ウトソーシング」は論理的に該当しないからである。

(2)「人材派遣」は、技術領域では外部資源活用に該当しない。

「人材派遣」は、業務遂行・管理の全てをユーザー企業が責任を持つ業務提供形態であ

る。つまり、人材を派遣する派遣元は結果責任を一切持たない形態だからである。技術領

域の業務は、IS など他の業務と比較して暗黙知の割合が高く、マニュアル化や標準化は難

しく、進んでいない。それゆえ、結果責任を伴わない人材派遣は、人材の派遣を受けた派

遣先の管理業務の大幅な増大を伴い、外部資源活用には値しないからである。

さらに、人材派遣には業務遂行の結果責任が伴わないということは、派遣元企業は「長

期的な人材育成を実行しない、必要性が低い」ことを意味している。したがって、上位工

程を含んだ広い領域でのいわゆる狭義の意味でのアウトソーシング（戦略的アウトソーシ

ング）への展開、すなわち委託先企業の競争力へ貢献する外部資源活用の流れに繋がらな
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いと考えられるからである。

3. 技術領域におけるアウトソーシングの捉え方 

 以上、アウトソーシングの概念について広義、狭義の考え方とその層別のモデル、そし

て技術領域への適用の妥当性について述べてきた。しかし、ここで取り上げた以外にも多

くの異なる定義が用いられているのが実情である。このように異なる定義が用いられるの

は、アウトソーシングの実態が多くの次元を持っており、またその実態は業務・業種や業

務提携形態などで異なり、そのために各定義が次元の違う対象に焦点を当てていることに

起因していると考えられるからである（島田、1992）。そこで、改めて技術領域に絞り込

んで、技術領域におけるアウトソーシングについて考察を加えたい。

3.1. 技術の捉え方 

まず、本研究での主題である「技術」とは何かを始めに述べる。技術とは何か、設計・

生産・労働・技能などといかに関係するか、などをめぐっては多くの議論がある。しかし、

ここでは技術領域におけるアウトソーシングの対象範囲を絞り込むことに目的があるため、

技術論には踏み込まない。以上のことより、本論においては「技術とは、何かをつくり出

し享受する手段や方法あるいはその体系である」（十名、2012）として、考察をすすめて

いく。

これまで述べてきたように、アウトソーシングの主流を成している IS（情報システム）

の基盤技術である「情報技術」も、「モノづくり」を主体とした機械技術や電子技術などの

多くも、同じ「技術」の範疇である。しかし、前節において述べてきたように、本研究の

テーマであるアウトソーシングの歴史や先行研究の視点からは、情報技術におけるアウト

ソーシングと、他の技術におけるアウトソーシングには大きな違いが存在しており、明確

に層別しての考察が必要と考えられる。

また、先に述べた、製品に組み込まれたソフト制御システムにおいての基盤技術も同じ

「情報技術」であるが、設計思想や設計プロセスの点からは「モノづくり」技術の領域と

しての捉え方が適している。したがって、技術の領域を「情報技術」と「モノづくり」技

術で分類する層別の考え方は、技術におけるアウトソーシングの分類方法としては適して

いないと考える。

さらに、どの視点からの層別が適切であるかの考察が必要である。そして、前節で述べ

たように、サービス分野別、提供形態別の分類が定義され、調査されており、多くの場合

には適切な方法であると考えられる。

3.2. IS と技術の層別 ―サービス分野別の視点―
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前節で述べたように、一般的なアウトトソーシングの層別方法としては、サービス分野

別と提供形態別の 2 つの方法が知られている。しかし 2.3.「サービス分野と提供形態」

で述べたように、提供形態別の層別方法は技術への適用には問題点が多い。これより、技

術におけるアウトソーシングの層別方法としては、サービス分野別がより適していると考

えられる。

以上のことをふまえて、サービス分野別の分類として、すでに報告されているアウトソ

ーシング協議会発行の「サービス産業競争力強化調査研究」における「アウトソーシング

のサービス分野」に検討を加える。次にその分類の主要部分を抜粋・記載する。 

[アウトソーシングサービスが提供されている業界・業種]（アウトソーシング協議会、2001) 

1. 情報処理・ソフトウェア関連

  システムの設計開発・コンサルティング・システムインテグレイション・保守、メイ

ンテナンス、ソフトウェアの設計・開発・コンサルティング、ERP などの業務パッケ

ージなどの導入

2. 専門サービス

3. 各種コンサルティング

4. 商品企画

  商品・製品開発の企画・設計、デザインなど

5. 広告宣伝関係

6. 福利厚生・バックオフィス関連

7. 人材関連

8. 各種専門技術

  映像・放送、検査、環境測定、調査など

9. 生産工程（一部受託等を含む）

10. 建物管理、セキュリティ関連

11. 物流関連｛配送、在庫管理等｝

12. 行政サービスの代行

 上記のサービス分野別の分類内容に対して、先に検討して定めた「ISと技術を層別する」

の視点から検証をおこなった結果、次のことが明らかである。

IS は、上記のアウトソーシング協議会の分類 1.「情報処理・ソフトウェア関連」にピタ

リと該当している。しかし、本研究の対象とする「モノづくり」における設計・開発、生

産技術などを主体とした技術は、上記アウトソーシング協議会の技術に関連する分類 4,8,9
には該当しない。しかし視点を変えて、この分類の 13 番目に、「モノづくり」技術を新た

な 1 分類として加え、13 分類とすることで、目的とする IS と「モノづくり」技術の分野

の層別が可能となる。また、他の分野にも影響を与えない。
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なお、先に述べた「アウトソーシングサービスが提供されている分野・業界」の 12 分

類は、1999 年 12 月時点での様々な業種・職種の企業 276 社にわたって行われたアンケー

ト調査結果に基づいて行われている。

一方、本研究のテーマである「モノづくり」における設計・開発を主体にした業務のア

ウトソーシングは、2000 年代における 3 次元 CAD の普及や技術のディジタル化・ソフト

化に伴う組込みソフト化の進行などに伴い大きく拡大していった。つまり、12 分類への調

査時点と技術アウトソーシングの普及・拡大時点の間に、時間的な差が存在している。

この現状を踏まえて、現在のアウトソーシングサービス提供分野には、新しく 13.「技

術」（モノづくりを主体とした設計・開発・生産技術など）を入れる必要があると考える。

したがって、本研究においては上記のサービス分野別のアウトソーシング分類を基本に

して進める。そして、この分類の 13 番目に、「モノづくり」技術として新たに 1 分類を加

え、13 分類として「IS と技術を層別」する。そのうえで、この新しい分類に基づいて研

究を進めていく。つぎに、新しい分類の全体を示す。

[アウトソーシングサービスが提供されている業界・業種：新 13 分類]

1. 情報処理・ソフトウェア関連

  システムの設計開発・コンサルティング・システムインテグレイション・保守、メイ

ンテナンス、ソフトウェアの設計・開発・コンサルティング、ERP などの業務パッケ

ージなどの導入

2. 専門サービス

  法律・会計・税務の専門知識を要するサービス

3. 各種コンサルティング

  経営コンサルティング・プロジャクト管理・マーケティング・データ分析・受託調査

  など

4. 商品企画

  商品・製品開発の企画・設計、デザインなど

5. 広告宣伝関係

6. 福利厚生・バックオフィス関連

  社宅、保養施設、給食、健康増進医療等の従業員サービス、不動産管理、年金管理・

運用・設計、給与計算など

7. 人材関連

  従業員教育、人事管理、システム開発

8. 各種専門技術

  映像・放送、検査、環境測定、調査など

9. 生産工程（一部受託等を含む）

10. 建物管理、セキュリティ関連
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11. 物流関連｛配送、在庫管理等｝

12. 行政サービスの代行

13. 技術（＊本研究にて新たに追加した）

「モノづくり」を主体とした設計・開発・生産技術など 

なお、必要のある場合においては「技術」を、さらに領域工学を基準にして区分し、機

械技術・電子技術・材料技術などと使い分けて述べる。

3.3. 技術領域におけるアウトソーシングの定義

 それでは、技術領域におけるアウトソーシングを、どう捉えるか。広義には、島田（1995）
による、「システムライフサイクル」×「期間」×「請負の方式」という 3 つの次元での

捉え方が、基本的には技術領域においても適切ではないかと考える。

「システムライフサイクル」は一般的には「業務の流れ（業務工程）」と呼ばれるもので

あり、どの業務工程を対象とするかである。「期間」は契約期間であり、「請負の方式」は

外注方式か別会社方式に分けられる。

この 3 つの次元での捉え方を基本に、技術領域への適用を次に考えていく。まず、「シ

ステムライフサイクル」は業務工程であり、設計の全工程であっても、一部分でもよい。

それぞれの業務目的により変わるものである。しかし、次に述べるように期間は 3 年以上

継続を条件としていることから、多くの場合，多工程が対象となる。なお、モノづくりに

おける技術業務の流れ、つまり業務工程については、次節 3.4.にて、その概要を説明する。

 次に、「期間」は、委託元企業の競争力へ貢献する外部資源活用を狙いとしていることか

ら、長期間継続すなわち 3 年以上継続を条件とした。

また、「請負の方式」の次元については、日本では別会社への委託方式が多く（島田、

1995）、また特に技術領域ではそれが顕著であると予測されることから、外注方式と別会

社方式も含める。

以上のこと踏まえて、技術領域でのアウトソーシングの定義を次に考察していく。まず、

定義とは、広辞苑によれば、「概念の内容を限定すること。すなわち、ある概念の内容を構

成する本質的属性を明らかにし他の概念から区別すること」（広辞苑、1986）とある。

この視点から、技術領域のアウトソーシングの本質を構成する必要条件である要件を考

察していくと、先に述べた 3 つの次元での捉え方を基本にして、次の 4 条件を要件として

加える必要があると考える。

①「責任分担」

②「一定レベルの専門知識・ノウハウの保持」

③「委託元企業の内部で定められている技術規定・技術標準類に基づく業務の遂行能力

の保持」

④「委託を受ける側からの視点」
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①「責任分担」は、（「花田モデル」にみる）派遣を除外するために加えたものである。

前節 3.1.でも述べたように、技術領域の業務は、暗黙知の割合が高くマニュアル化や標準

化も進んでいない。このために、結果責任を伴わない人材派遣は、ユーザー側の管理業務

の大幅な増大を伴い活用には値しない。

さらに、同じ理由（結果責任を伴う）により、委託先の組織能力について 2 つの要件（②

③）を具体的に加える。②は、専門分野で、かつ暗黙知の多い委託業務への組織的対応能

力である。

③は、「モノづくり」産業ではよく認められる状況であるが、委託元企業の内部では、各

企業が、その経験知などを基にして、独自に技術規定・技術標準類を定めている。そして、

社内の全ての技術関連業務は、その基準類に従って実行されている。したがって、委託業

務を実行する企業は、その基準・標準類を理解し、委託を受けた業務に確実に反映させる

能力と責任が要求される。この必要条件は、他の一般業務とは大きく異なると考えられる

ため、「モノづくり」にかかわる技術領域のアウトソーシングの定義を定める要件として加

えた。

そして最後の加えるべき要件は、④「委託を受ける側からの視点」である。先に 3.1.で
も述べたように、IS やその他領域での従来の定義は、そのほとんどが「委託する側からの

視点」によるものであったが、「委託を受ける側からの視点」を定義の要件として加える。

この視点の違いの持つ意味は大変に大きいと考える。その理由は、②&③は「委託する

側からの視点」では「当たり前」の要件として、非常に見えにくい要件である。しかし逆

に、「委託を受ける側からの視点」では、委託を受けるか否かの判断では、最大の課題とな

りえる要件であり、定義としては欠くべからざる要件と考えられるからである。②と③の

2 つの要件は、④の要件からも、定義に加えるべき要件であると考える。

以上のこと踏まえて、本論においては技術領域でのアウトソーシングを次のように定義

する。

技術領域のアウトソーシングとは、技術業務について、委託業務を実行する企業が、一

定の専門知識・ノウハウに基づき、一定の範囲を持った業務を一括して、かつ業務運用の

責任を持って請負、あらかじめ定めた水準のサービスを長期間にわたって提供することで

ある。

それゆえ、委託元と委託先は、資本関係の有無にかかわらず、相互に信頼関係をベース

とし、委託先は委託元企業の内部で別途定められている技術規定・技術標準類にも依拠す

る。

3.4. モノづくりにおける技術業務の流れ

アウトソーシングを捉える 3 つの次元の 1 つとして、最初にあげられている「システム

ライフサイクル」とは、「業務の流れ」に他ならない。「業務の流れ」でアウトソーシング

を捉えることにより、どの業務工程を対象とするかがわかり、アウトソーシングの展開段
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階の把握が明確になって、アウトソーシングの「競争力向上への貢献度」の把握が容易に

なるからである。

具体的には、「モノづくり」においての基本的な業務の流れは、「企画・構想設計」→「基

本設計」→「詳細設計」→「図面作成」→「試作評価」→「生産設計」に分けられる。詳

細な説明は省くが、新規製品を設計する場合に必要な工程を、その工程順に並べている。

市場調査などによって得られた情報を基に製品の機能を明確化し、その機能を実現させ

る技術の方策を検討・立案し、製品の物理的構成を実体化した「計画図」を作成する「企

画・構想設計」工程がスタートである。

次に、その「計画図」を元に、基本的な性能を検討し具体化する「基本設計」、そして細

部にわたる設計を行う「詳細設計」、それを図面として実体化する「図面作成」へと続く。

さらに、図面に基づいて製作された試作品を性能評価して量産可否を確認する「試作評価」。

そして製品そのものではなく、製品の加工・組立てなどの製造工程の設計である「生産設

計」が行われる。

 このなかで、どの業務工程を対象とするかにより、そのアウトソーシングのステップを

図序―2 に示すように大きく 3 段階に層別する。この層別により、アウトソーシングの展

開状況の把握が明確になり、アウトソーシングの「競争力向上への貢献度」の把握が容易

になると考える。

ステップⅠは、一般的な工学的知識に基づいた基礎技術力をベースにした個人の能力伸

展が主力の「個人展開」段階である。

ステップⅡは、各製品の固有技術・生産技術の習得をベースにした業務の工程数と幅の

広がりを主体とした「組織的基礎設計」段階である。

最後のステップⅢは、関連製品の固有技術習得をベースにした「組織的応用設計」段階

である。組織として固有の製品の設計が可能となり、委託元企業の企画・構想に基づいて

「基本設計」から「詳細設計」「図面作成」「試作評価」までの一連の工程を受託可能とな

る。このステップⅢは、一連の工程を受託していることから、「まとめ委託」と呼んで、他

とは層別する。

      図序―2 技術領域での業務の流れとアウトソーシングのステップ

企画・構想設計 基本設計 詳細設計 図面作成 試作評価 生産設計

アウトソーシング　　Ⅰ

アウトソーシング　　Ⅱ

　　インソーシング アウトソーシング　　Ⅲ

出典：筆者作成
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なお、「コア・コンピタンス領域」としての「企画・構想設計」は、アウトソーシングの

対象領域から除外している。しかし、「コア・コンピタンス領域」をどこまでと考えるかは、

企業により、また、その製品の構成技術などにより一様ではない。それゆえ、ⅢがⅠやⅡ

より進んでいるなどの比較議論もさることながら、むしろ「なにを」「どこまで」「どのよ

うに」委託していくことが委託元企業の競争力向上に貢献していくのかが重要であり、本

研究はこの視点から考察を加えていく。

4. アウトソーシングをめぐる先行研究の概要

アウトソーシングをめぐる先行研究については、1 章で詳細を述べるが、序論にお

いてはその概要を紹介する。

まず、技術領域に関わらずアウトソーシングに関する課題は、「「なぜ」「なにを」「どの

ように」アウトソーシングを行うのか」 といった「アウトソーシングの形成」に関わる

議論と、「アウトソーシングをいかにマネジメントしていくのか」といった「プロセス」に

関わる議論に大別される（山倉、2001）。
そして、アウトソーシングの形成に関わる議論は、「なぜアウトソーシングを行うのか」

そして「なにをアウトソーシングするのか」さらに「どのように行うのか（どの外部組織

と、どの内部組織が、どのような関係で）」などの議論に分かれている。

 またプロセスに関わる議論は、アウトソーシングのマネジメントであり、ひと、技術、

組織、組織間関係、情報、グローバル化対応など、それぞれのマネジメント対象毎に、ま

たそれぞれの業務分野別に、その議論が分かれている。

 さらに、アウトソーシングの形成に関わる議論は形成論的アプローチと呼ばれ、次の 4
つの研究視点、①取引コスト、②資源ベース、③資源依存、④学習、が代表的である。

その中で、②資源ベース視点は、企業が蓄積している資源・能力（コア・コンピタンス）

との関係でアウトソーシングするかしないかの決定を行う、と考える。その背景には、企

業の競争力は、企業にとって価値があり独自性をもたらし、他からの模倣困難な資源・能

力の形成、展開によりもたらされる、との考えがある（山倉、2001；Quinn and 
Hilmer,1994；Quinn,1999）。
 つまり、本研究がテーマとしている「モノづくり」産業においては、技術はコア・コン

ピタンスである。したがって、「モノづくり」での技術領域のアウトソーシングの研究は、

資源ベース視点からは、ほぼ空白地帯とみられる。

 いっぽう、プロセスに関わる議論はプロセス論的アプローチと呼ばれ、マネジメントの

論点から、①組織・システム、② 組織間関係、③人材、④グローバル化など、多くの視点
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からの研究がみられる。しかし、研究対象の業界・業種は、ほとんどが IS であり技術領

域アウトソーシング実施の研究は少数である。そして、その技術領域に関する研究におい

ても、マネジメントの仕組みや今後の展開計画などの領域への踏み込みはみられない。

 さらに、マネジメント論的アプローチでは、アウトソーシングの委託元または委託先の、

どちらか一方からの視点での研究が大半である。

 しかも、アウトソーシングの研究対象としての業界・業種は、形成論的アプローチとプ

ロセス論的アプローチのどちらも IS が大半であり、技術領域の研究はほとんど着手され

ていない。

 以上が先行研究の概要であり、先程も述べたように詳細は 1 章にて述べる。

5. 研究課題

前節までにおいて、アウトソーシングの概念、定義その変化、さらに先行研究の概要に

ついて述べてきた。アウトソーシングは IS が先行し、現在も IS がその主体である。先行

研究についても、その状況を強く反映しており、技術領域に関する視点からは限界と課題

もみられる。 

第 1の形成論的アプローチにおいては、企業におけるコア・コンピタンス領域はアウト

ソーシングの対象外と考えている。 

つまり、日本が得意としている「モノづくり」においては、一般的に「モノ」そのもの、

さらに、モノの「つくり」はコア・コンピタンス領域であると考えられる。したがって、

日本における「モノづくり」の各産業界での技術領域におけるアウトソーシングの活用状

況・課題などは、先行研究においては、ほとんど把握されていない、という限界がある。

また、第 2のマネジメント論的アプローチでは、アウトソーシングの委託元または委託

先の、どちらか一方からの視点での研究が大半である。 

本研究の狙いは、委託元の企業の競争力に貢献するアウトソーシングの役割と課題の明

確化である。この視点からは、現在の委託活用状況の把握と共に、その活用実態に対する

委託元と委託先それぞれの評価と課題の認識を比較対照する検証・分析が不可欠である。

しかし、先行研究においては、この視点からの研究は IS 領域についても、ほとんど実施さ

れていない、という限界がある。 

ここに、次の 2つの課題が明らかになってくる。 

①「モノづくり」での技術領域におけるアウトソーシングの活用状況を、その業務内容・

技術レベル・評価など、にまで踏み込んでの調査・分析を行う。 

②委託元、委託先の両サイドからの問題点、課題の認識および今後の展開計画などの調

査および比較分析を行う。 

本研究は、上記の 2つの課題について、先行研究の成果をふまえ独自の調査を行い、考
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察を加えていく。そして、これらの技術領域におけるアウトソーシングの実態および先行

研究における課題認識をもとに、「モノづくり」における技術アウトソーシングの役割、位

置付け、などを検証したうえで、委託元競争力向上への貢献につながる提言を行う。 

6. 研究方法 

先に述べた目的を達成させていくために、本研究はプロセス論的アプローチによる、技

術領域を主体にしたアウトソーシング論、すなわち技術アウトソーシング論として、次の

2点を研究視点として考察を行っていく。 

第 1は、委託元・委託先の複眼視点に基づき活用実態の IS との比較検証を行うことであ

る。技術領域におけるアウトソーシングの実態検証を、委託元・委託先の複眼視点に基づ

き、さらに IS との比較対照により行う。アウトソーシングに関する評価スケールとしては

委託元との比較が一般的であり、また必要条件である。しかし、技術領域のアウトソーシ

ングにおいては、その歴史が浅いが故に委託先に問題点が集中している可能性があり、委

託先視点を加えることが重要と考える。さらに、歴史的に先行している ISとの比較視点が

参考となる。 

第 2は、設計工学・情報知識学などの視点に基づき設計プロセス・設計知識から考察す

ることである。委託元の競争力向上に貢献するアウトソーシングの役割を明らかにするた

めには、現状の役割について単に肯定するのではなく、「なぜ今の役割なのか？」の視点に

基づき分析・考察する必要がある。 

設計工学に基づく設計プロセスの視点からは、委託元全体の設計プロセスの中でのアウ

トソーシングの位置付け、そして役割を明確化することが可能となる。さらに設計知識の

視点からは、委託元とアウトソーシング先のそれぞれが保有する設計知識の領域、レベル

などの特徴識別が可能となり、現在および今後の役割に対する課題検証が可能となる。 

この 2つの視点を基本に研究を進めることにより、より体系的に本質的に技術領域にお

けるアウトソーシングの役割と課題に迫っていきたい。 

なお、先に述べたように「モノづくり」における技術アウトソーシングの日本での活用

状況は、ほとんど明らかにされていない。したがって、活用状況の把握が研究の出発点で

あり、「どこで」「なにが」「どこに」「どこまで」「どのように」アウトソーシングされてい

るか、の具体的な調査方法が重要課題となる。とくに、「どこで」すなわち、どの産業で、

どのように調査していくかが、調査方法としての重要課題である。 

この活用状況の把握は、つぎの 2段階で実施することとする。 

①産業を特定せずに幅広い産業を対象として、ISと技術の活用状況を同時にアンケート

調査し、活用状況の概要を把握する。さらに、同時に IS との比較対照分析により、技術領

域におけるアウトソーシングの活用状況の特徴を抽出する。 
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具体的には、「モノづくり」に強い東海・北陸 7県に本社を置く東証 1部・2部上場企業

196 社（2011/7 時点）をアンケート調査の対象とする。 

②上記の結果を基に、特定産業に焦点を絞り、業務内容まで掘り下げた調査を、企業訪

問によるインタビュー調査とホーム・ページ調査を組み合わせて実施する。 

具体的に特定産業としては、現在日本の産業界を牽引しまた東海地方がその拠点の１つ

をなす自動車産業に焦点をあてる。さらに、業務内容の詳細調査としては、現在の製品設

計現場での設計ツールとして幅広く活用されている 3 次元 CAD（Computer Aided 
Design：コンピュータ支援設計）の関連業務に焦点をあてる。そして、アウトソーシング

技術者の役割、特徴、今後の課題など、にまで踏み込んで考察を加える。なお、3 次元 CAD
関連に的を絞るのは、その業務が技術アウトソーシングの主体となっており、その課題や

役割を明確にし易いと考えられるからである。

7. 論文の構成

 本研究は序書と終章を含め 9 つの章から構成される。まず、本研究のテーマに対して、

序章では、①課題認識、②アウトソーシングの概念と技術領域の捉え方、③アウトソーシ

ングにおける先行研究の概要、④研究課題と方法、を述べた。これにより、アウトソーシ

ングの概念と歴史、アウトソーシング全体での技術領域の位置付を明確にし、さらに先行

研究の概要にもとづき、研究すべき課題と、その方法を明らかにした。これをふまえ、第

1 章から第 7 章において、本研究の課題解決を図るものである。なお、先に述べたように

本研究の目的は「委託元企業の競争力向上に資するアウトソーシングとはどのようなもの

か、その課題は何かを明確にし、提言する」ことにある。このことから、本研究において

は研究成果を 1 つの章にまとめた 7 章「技術アウトソーシングの役割と課題」を設け、提

言を行う。

1 章 アウトソーシングをめぐる先行研究の到達点と課題

序論において述べたアウトソーシングにおける先行研究の概要をふまえて、その詳細に

ついて述べる。さらに、その調査対象領域も IS および技術領域にとどめず、総務、人事

などを含めたアウトソーシング全般とする。そして、先行研究の到達点と課題を明らかに

する。

2 章 技術領域におけるアウトソーシングの活用状況と課題

1 章において述べたアウトソーシング全般の先行研究の到達点とその課題、さらに序論

において述べた、技術領域の捉え方ならびに技術領域におけるアウトソーシングの定義に
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もとづいて、その活用状況に関しての仮説を設定する。そして、その仮説をもとに、東海・

北陸圏での企業アンケート調査を実施し、活用実態の概要および課題ならびに今後の活用

計画を明らかにする。

3 章 自動車産業での技術アウトソーシングの活用状況

2 章での活用概要の調査結果をもとに、特定の産業界として自動車産業に焦点をあて、

自動車メーカー、主要自動車部品メーカーを取上げて、グループ内技術アウトソーシング

企業の有無、委託技術・業務領域などの調査・分析を行う。また、委託元・委託先の両者

の現場を把握しているアウトソーシングの現場管理者ヘのインタビューによる現場を掘下

げた調査を行い、実態にもとづいた評価そして問題点・課題を明らかにする。

4 章 技術アウトソーシングの構造分析とその特徴・役割

 自動車産業における技術アウトソーシング構造の特徴を明らかにするとともに、その背

景などについて考察を加える。さらに、その特徴の１つであるヒエラルキー構造について

掘り下げた考察を行い、ヒエラルキー構造と役割分担の関連性さらに役割分担を成立させ

る要因について明らかにする

5 章 設計プロセスと設計知識

 4 章で述べた技術アウトソーシング企業の違いにより役割の違いが発生する要因につい

て、本章では、さらに設計プロセスや主な設計活動・設計知識にまでふみこんでの検証を

おこなう。そして、各設計プロセスにおいて設計暗黙知を活用する程度とその設計プロセ

スとの間には関連性のあることを明らかにする。

6 章 設計の 3 次元化とそのインパクト 

 ディジタル情報技術を駆使した 3 次元 CAD は、設計活動の各プロセスにおいて、委託

元の設計技術者そして多くのアウトソーシングの技術者が取り扱う設計ツールとなってい

る。その 3 次元 CAD の機能や、そのインパクトについて述べる。そして、メーカーであ

る委託元企業とアウトソーシング企業間の技術者による設計作業の協調体制を、役割分担

の視点から分析し、その特徴を明らかにする。

7 章 技術アウトソーシングの役割と課題

 技術アウトソーシング企業の今後の役割と課題については、一連のプロセス・業務をま

とめて委託する「まとめ委託」に焦点をあて、その拡大を基本的考え方として述べる。さ

らに、「まとめ委託」と委託元企業のコア・コンピタンスとの関連性について、コア技術の

展開方法と役割分担の視点から分析・検証し述べていく。
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終章  総括と課題

最後に、本研究の目的および課題の再確認をおこなうとともに、研究における考察との

整合性について検証したうえで、本研究の到達点を明らかにする。そして、本研究の特徴

と今後に残された課題についてレビューする。 

なお、以上に述べてきた本研究の基本フレームを付表 1に示した。 
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規模基本調査― 調査報告書』  平成 11 年度通商産業省委託調査
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現状認識
「モノづくり」に強みを持つといわれてきた日本の競争力であるが、近年とくに電子・電気関連製品の輸出競争力に翳りが
見え始めている。今や多様な製品開発に求められる経営資源の急増に対して、内外の経営資源の有効活用が大きな経
営課題となってきている。このような状況において、「モノづくり」競争力の根幹である設計・開発を含む技術のアウトソーシ
ングをどのように捉え、どう対処していくかは日本企業にとって最重要課題の一つとなっている。

アウトソーシングのマネジメント論的アプローチ

アウトソーシングの形成論的アプローチ

「モノづくり」産業でのコア・コンピタンスとなる技術領域は
OSの対象外と捉えられている。先行研究はほぼ空白地帯

IS領域が研究の主体また委託元or委託先いずれかサイド
からの単眼視点

本

研

究

研究目的

技術OSの活用実態を委託元・委託側の複眼視点から調査・検証することにより、委託元競争力向上に
資する技術ＯＳの役割と課題を明らかにする。さらに経営課題解決への一助となる提言をおこなう。

研究課題

①調査対象の領域を、自動車産業に絞り込んで検証することの意義
②技術OS活用状況を、業務内容などの現場レベルまで踏み込んで調査・分析する方法およびその意義

研究方法

①自動車産業に焦点をあて、ISとの比較視点および委託元・委託先の複眼視点からの活用実態掘り下げ
②設計工学・情報知識学などの視点に基づき、体系的に設計プロセス・設計知識から活用実態を分析

付表1 本研究の基本フレーム

OS：アウトソーシング IS：情報システム

論文の構成

序章
1章 アウトソーシングをめぐる先行研究の到達点と課題
2章 技術領域におけるアウトソーシングの活用状況と課題
3章 自動車産業での技術アウトソーシングの活用状況
4章 技術アウトソーシングの構造分析とその特徴・役割
5章 設計プロセスと設計知識
6章 設計の3次元化とそのインパクト
7章 技術アウトソーシングの役割と課題
終章

本研究の到達点 ［明らかにした点および今後の役割への提言］

本研究においての多くの調査・考察から主に次の2点を明らかにし、また今後の役割を提示した。

「明らかにした点」

1. 活用状況：一連のプロセスをまとめる、「まとめ委託」の設計・開発のできる企業が複数社認められる

2. 設計知識および設計プロセス視点からの分析・考察

＊部分委託」と「まとめ委託」の層別化およびその理論的検証
＊「「設計暗黙知」の活用度合は各設計プロセスで異なり、またプロセスの上流ほど高い」という仮
説の設定と実務での検証

「今後の役割」：「「まとめ委託」の促進」、「国内外の技術者有効活用の仕組み作り・運用」、「暗黙知から形
式知への転換促進」の3点を提言

先行研究の到達点と課題

注）筆者作成
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1 章 アウトソーシングをめぐる先行研究の到達点と課題

1. はじめに 

序章では、①課題認識、②アウトソーシングの概念と技術領域の捉え方、③アウトソー

シングにおける先行研究の概要、④研究課題と方法などを述べ、アウトソーシング全体で

の技術領域の位置付と定義を明確にするとともに、先行研究のサーベイをふまえ研究すべ

き課題および方法を提示した。

本章においては、先行研究の調査対象領域を技術領域および IS にとどめず、総務、人

事などを含めたアウトソーシング全般に拡げる。そして、各研究領域での概要を述べると

ともに、先行研究の到達点と課題を明らかにする。

2. 先行研究の到達点と課題

2.1. 先行研究の分析視点

 アウトソーシングに関わる研究課題は、「「なぜ」「なにを」「どのように」アウトソーシ

ングを行うのか」といったアウトソーシングの形成に関わる議論と、「アウトソーシング

をいかにマネジメントしていくのか」といったプロセスに関わる議論の 2 つに大別される

（山倉、2001）。
そして、アウトソーシングの形成に関わる議論は、「なぜアウトソーシングを行うのか」

そして「なにをアウトソーシングするのか」さらに「どのように行うのか（どの外部組織

と、どの内部組織が、どのような関係で）」などの議論に分かれていく。

 他方、プロセスに関わる議論は、アウトソーシングのマネジメントに関わるものであり、

ひと、技術、組織、組織間関係、情報、グローバル化対応など、それぞれのマネジメント

対象毎に、またそれぞれの業務分野別に議論が分かれていく。

 本研究においては、先に述べたアウトソーシングの形成に関わる議論を「形成論的アプ

ローチ」、またプロセスに関わる議論を「プロセス論的アプローチ」と呼び層別していく。

 これをふまえて、先行研究を整理するという目的から、ここではまず各対象業務分野に

共通するアウトソーシングの形成に関わる議論から見ていく。そして次に、形成されたア

ウトソーシングを実行段階でいかに当初の計画に沿って運営していくのか、またリスクに

対応していくのか、などのプロセスに関わる議論を見ていく。

2.2.  形成論的アプローチ

2.2.1. 「なぜ」「なにを」「どのように」の視点
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 アウトソーシングを捉えるために、さまざまな視点が取り上げられているが、①取引コ

スト、②資源ベース、③資源依存、④学習の各視点、が代表的である。

そこで、4 つの視点を手がかりに各業務領域にアプローチする。まず、事業分野を総合

した議論をサーベイし、さらにアウトソーシングが行われている事業分野毎もみておきた

い。

[全業務領域]

①取引コスト視点

この視点は、アウトソーシング論では主流の考え方 であり(Domberger,1998)、アウト

ソーシングを内部で行うのか市場で行うのかといった問題として捉える。組織内部で調達

する際のコストと市場から調達するコストを比較し、市場から調達するコストが内部より

も低いならばアウトソーシングを行うとしている（山倉、2001）。
取引コスト視点では、R.コースの説が良く援用されている。すなわち、市場経済におい

て、取引コストは、組織の内部で調達するほうが外部から調達するより低い。そのために、

企業が組織化され、規模の経済が追求され巨大化していった（Coase,1992）が、IS の発

達により、企業間取引コストが大幅に低下し、逆転する傾向がみられるようになった（中

谷、2000）としている。

1990 年代に、日本でアウトソーシングが注目をあび、多くの企業がコスト削減を目的に

アウトソーシングを採用していった行動には、この理論が有効と考えられる。しかし、ア

ウトソーサーの機会主義的（日和見主義的、場当たり的）行動をいかに抑えるのかが必要

となり、アウトソーサーとの信頼を構築するための施策が必要と主張されている（奥山、

1999；若林、2000）。
②資源ベース視点

この視点では、企業が蓄積している資源・能力（コア・コンピタンス）との関係でアウ

トソーシングするかしないかの決定を行う、と考える。その背景には、企業の競争力優位

は、企業にとって価値があり独自性をもたらし、他からの模倣困難な資源・能力の形成、

展開によりもたらされる、との考えがある（山倉、2001；Quinn and Hilmer,1994；
Quinn,1999）。この考え方では、戦略的観点からのコア・コンピタンスの認識が必要であ

り、また戦略と適合した柔軟性をもったアウトソーサーの選択が必要となる。

③資源依存視点(Pfeffer and Salanick,1978) 
この視点では、企業がアウトソーサーとの関係を形成するのは、そのアウトソーサーの

もつ資源や能力が必要であるからと考える。つまり、企業とアウトソーサー間の資源依存

にともなうパワー関係に注目している。したがって、この考え方では企業がアウトソーサ

ーへの依存度をいかに回避するのかの分析が必要となる（山倉、2001）。
④学習視点

この視点では、アウトソーシングに関して、いかにアウトソーサーから知識を獲得し蓄
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積していくのかに注目している。つまり、アウトソーサーからいかに学習するのか、自ら

とアウトソーサーがいかに協力し学習を行っていくのか、を問うている（山倉、2001）。
 さらに、これら 4 つの視点を中心にして、より深くアウトソーシングを解明するための

統合的枠組みも模索されており、資源ベース視点と学習視点の統合や、取引コスト視点と

組織間関係論の統合などが論じられている。（Quinn,2000；Kern and Wilcocks,2000）。

[IS 業務領域]

IS 分野では、1960 年代から日本でもアウトソーシングが実施され始めているが、その

形成の捉え方には様々な見方がある。そして、1990 年代を境に大きく異なる点が 2 つみ

られる。1990 年代以前は、自社にコンピュータ導入・利用の計画のない企業がアウトソー

シングしていて、「資源依存視点」が有効とみられる。

ところが、1990 年代以降になると、コンピュータを自社導入し、利用経験のある企業が

アウトソーシングするパターンにシフトする。これが、1 つ目の異なる点である。このパ

ターンでは「取引コスト視点」、「資源依存視点」または「学習視点」のいずれか、さらに

その組み合わせでの視点が有効と考えられる。

そして 2 つ目は、新規事業への進出、あるいは自社にない知識、技術を習得するなどの

戦略的意図をもって IS をアウトソーシングする狙いである（島田,1994:1995；花岡,1999）。
このパターンでは「資源依存視点」または「学習視点」、そしてその組み合わせでの視点が

有効と考えられる。

このような IS の戦略的アウトソーシングは、アメリカではじまり、日本でもその事例

を学ぼうという姿勢も同時にみられたが、なかなか定着しなかった（島田,1992；花岡、

1996,；大石・太田,2012）。

[その他業務領域]

 また IS 以外での技術領域では、アウトソーシングの形成に関する研究・議論はほとん

どみられない。その背景には、2000 年以前の「モノづくり」が主体の産業構造では「モノ」

が商品であり、その商品を開発・設計・製造する技術領域はその産業にとってコア・コン

ピタンスであるとの考え方があった。つまり、アウトソーシングの目的としては、先に述

べた②（資源ベース視点）&④（学習視点）の可能性が大きく下がり、①取引コストが主

で、これに③資源依存の一部である「業務量変動への人材対応」が加味されるから、と推

測される。

 さらに総務・経理・財務・人事のアウトソーシングでは、①取引コスト視点を主体にし

て、これに②資源ベース視点が加味される考え方が有効である（二神、2001；可児、2011；
奥西・小池、2007）と論じられている。

2.2.2. 「どのように行うのか」の視点
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次に「どのように行うのか（どの外部組織と、どの内部組織が、どのような関係で）」の

外部組織との関係の議論である。この議論では、海外でも一般的に実施されている資本関

係の無い、いわゆる外部企業への発注である外注方式と、日本独特といわれている資本関

係をもった、いわゆる別会社方式が主に比較研究されている。この比較研究のポイントは、

外部組織との関係の違いに起因するアウトソーシングの効果や問題点などの視点である。

さらに、別会社方式でもその資本構成、親会社との人的資源関係、人事制度などは多様

であり、またその業務環境も千差万別であり、さらに多くの議論がある。

たとえば、アウトソーシングの効果に関しては、「新技術の活用」では外注方式の方が高

い、という知見がおおむね支持されている。これに対して、「コスト削減」」と「設計・開

発スキルの向上」の効果では、外注方式と別会社方式とで、どちらに優位性があるかは議

論が分かれている（田村・根来,2005；松野,2007；園田,2001）。また最近の傾向として、

委託側が求める項目として「IS を活用した業務改革」の企画提案力が求められている実態

が明らかにされている（日本情報システム・ユーザー協会、2006）。この視点からは、親

会社の業務内容に精通している別会社にメリットが大きいと考えられる。

またアンケート調査に基づく実証分析の研究（浜屋、2005）でも、資本関係のある別会

社へのアウトソーシングは事業・業務の見直しの程度が高くなる、と優位性が示されてい

る（松野,2007）。
 さらに、総務・経理などの間接業務での、別会社方式などによるシェアード・サービス3

が実証研究されており、その特徴が明らかにされている（園田、2001/8;2011/12）。
 次に、上記の議論で形成されたアウトソーシングを、実行段階でいかに当初の計画に沿

って運営していくのか、またリスクに対応していくのか、などのマネジメントの議論を見

ていく。

2.3. プロセス論的アプローチ

「アウトソーシングをいかにマネジメントしていくのか」といったプロセスに関する論

点は、その視点により多くの切り口がある。ここでは、研究対象の違いにより次の 8 つに

層別して、①組織・システム、② 組織間関係、③人材、④グローバル化、 ⑤ 空洞化、 ⑥

自治体業務、⑦ 技術分野、⑧その他、の順に見ていく。また、アウトソーシングのマネジ

メントは委託元と委託先の両者が主人公であり、この視点からも研究は分かれている。

なお、アウトソーシングに関する先行研究のほとんどは、IS 業務を対象としていること

を先に述べた。本節におけるアウトソーシングのマネジメントの議論では、⑦ 技術分野、

⑧その他、以外はすべて IS 業務を主な対象とした研究であることを、改めて述べておく。

① 組織・システム

3 シェアード・サービスとは、社内または企業グループ内で分散して行われている間接業務を、ある社内

部門または子会社に集中した後に、業務を標準化し、一元的に行うマネジメントの手法（園田、2001/12）
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組織・システムに関する領域においては、つぎに示す視点での研究がみられる。まず、

「IS をどう活用していくか」の視点からは、IS と BPR(Business Process Reengineering)
の関係の理論的考察と、BPR の手段としての IS の必要性への指摘（花岡、1994）がある。

IS 技術の変化の速さとそのシステムの拡大に対応していくための IS アウトソーシング

のマネジメント・モデルとしての、マルチソーシング、コ・ソーシング、パートナーシッ

プなどの層別化概念導入の必要性（大井、2001）も研究・議論されている。また。組織構

成・マネジメントシステムの視点では、アウトソーシング委託元組織の力量向上の必要性

とその対応策（内田、渡辺、2008）、さらに、委託先組織の課題としては IS の技術、顧客

ニーズ変化の大きさへの的確な対応の必要性と、ナレッジベース・マネジメントに基づく

組織変革の提案（治田、2004）がなされている。また、IS 業務のオープン化・モジュー

ル化の大きな 2 つの流れへの対応の必要性、そのための IS 業界・各企業としてのスキル

評価基準の標準化・精緻化の実態と理論づけ(千田、2008) が研究・議論されている。

さらには、アウトソーシングの戦略的効果向上策として、委託先企業との関係性および、

経営陣の IS への関心度および経営方針と IS 活用方針の整合性向上が必要（浜屋、2005）
などの研究・議論がみられる。

②組織間関係

アウトソーシングにおける、委託元・委託先の組織間関係は、1960 年代の大型コンピュ

ータ導入初期での、売り手主体によるビジネススタイルの「高性能モデル」でのアウトソ

ーシングに始まる。それが、1990 年代以降は、コンピュータを自社導入し、利用経験のあ

る企業がアウトソーシングする姿となり、ビジネススタイルも「標準化モデル」から「個

別対応モデル」へと変化していく。この変遷により、組織間マネジメントに関する研究も

「買い手協業」を今後の姿として提案、しかし同時に買手の逆選択の動きを予測する研究

（澤井、2010）がみられる。また、アウトソーシング活用拡大の動きとほぼ同期して、リ

スク・マネジメントにおけるモラル・ハザードと逆選択（桑原、2003）の課題が浮上し、

研究・議論されている。

 また、多くの企業による IS アウトソーシングの活用にともない、競合他社との差別化

が難しくなるというジレンマの発生。そして、そのジレンマの発生メカニズムの解明、そ

の対応策としての「シナジスティック・アウトソーシング4」戦略の提案（根来、2004）
などが研究・議論されている。

 さらには、間接業務のアウトソーシングに内在するセキュリティ問題および問題解決の

ポイントを(1)システムのセキュリティ,(2)人系のセキュリティ、の両面から取組んだ研究

（久保木、2009）。また、拡大するアウトソーシングに対する、委託側内部での内部監査

の必要性の視点から、各業務ステップでの監査の重要ポイントと監査方法についての調

4 委託先の業務プロセスと自社内の業務プロセスを組み合わせることによって、模倣困難性が高い差別化

を形成するアウトソーシング（根来、2004）
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査・研究（藤原、2008）がみられる。

③人材

 人材のマネジメントでは育成と最適配置が重要テーマとなり、次に示す視点での研究が

みられる。たとえば、中小企業における、情報化対応への社内外人材の活用とその効果の

因果関係の実証研究（向日、2004）や、IS 業務のオープン化・モジュール化の大きな 2
つの流れに対応していくための、IS 業界における人材育成システムと最適配置についての

実態とその理論づけ（千田、2008）、などが研究・議論されている。

なお、ここでは IS を含めて「アウトソーシングに関わる人材とその育成」のテーマに

関する先行研究に範囲を絞って調査した結果を述べている。しかし、IS 全般に関連する人

材・技術者育成に関する研究は、これ以外にも多数みられる。

④グローバル化

IS すなわち、ネットワーク化、グローバル化、オフショア・アウトソーシングなどの言

葉を連想させるように、情報のディジタル化とグローバルなネットワーク構築は急激に拡

大している。そして、この動きは、良く言われるようにビジネスに関する場所の概念を大

きく変えた。

米国・西欧を中心にした委託国、そしてインド・フィリピン・中国などを中心にした受

託国ともに、その地域は世界に拡がっている。さらに、対象とする業務範囲も大きく広が

っている。したがって、研究の範囲・視点も多様性がみられる。

グローバル化とオフショアリング5について、金融・会計から人的資源、製造、解析、ロ

ジスティックなど広範囲の業務に関して、米国・日本・中国を中心にして世界を概観し、

その背景と意義、問題点などについて調査・分析した研究（夏目、2006）がみられる。

また、日本からのオフショア・アウトソーシングが比較的活発に行われているインド、

中国における現地での実証調査・研究がみられる（梅澤、2007；児玉、2009；関口,2011）。 

さらに、インドは欧米向けが主体、中国は約 60%が日本向けであるが、欧米向けとの比

較視点においては、日本は技術面・体制面も課題が多いとの研究・議論（金、2005）がみ

られる。

いっぽう、本研究が対象としている「モノづくり」での技術領域においても、製品のデ

ィジタル化・ソフトウェア化が急激に拡大しているのであるが、製品組込みソフトの設計

に関するアウトソーシングそしてグローバル化に関する先行研究は、ほとんどみられない。

実際の製品においては、制御機能領域を中心にして、製品へのマイコン内蔵による組込み

ソフトウウェア化が進んでいる。そして、設計現場では組込みソフト設計の大幅な増加、

グローバル・アウトソーシング化も急激に進んでいる。

5 一般的に、以前は国内で生産されていた商品やサービスを企業が海外から購入する（輸入する）こと

（夏目、2006）
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したがって、技術領域アウトソーシングに関する研究においては、この製品組込みソフ

トのグローバル・アウトソーシング化の動きは非常に重要な動向であり、今後注目してい

く必要があると考える。

⑤ 空洞化

IS の「空洞化」とは、それを利用している企業自身が、最新の情報技術の全てを知りつ

くせない、IS を変革しようとしてもシステムの中核部分の構造・詳細などが把握できない、

という状況をいう。この状況はほとんどの企業で発生している。また、この状況を発生さ

せる要因としては、「IS の巨大化」・「IS の早い進歩」・「企業内での担当要員の昇進・ロー

テーション」、などがあげられている。この状況をふまえて、アウトソーシングに、どう対

応していくかが研究・議論されている。この議論では、情報システム・技術の空洞化の促

進は不可避であり、IS 部門と空洞化領域の透明性改善が課題と提起されている（島田、

1995；花岡、1993）。
なお、この「空洞化」の視点は「モノづくり」技術領域のアウトソーシングにおいても

長期的スコープでの重要な視点と考えられる。特に、④で触れた組込みソフト化拡大の流

れでは、重要な研究の視点と考え、着目していく。

⑥自治体業務

 公組織としての自治体の目的は地域住民の福祉向上という公益を追求するのに対して、

営利組織としての民間企業の目的は利潤の最大化という私益を追求している。このことは、

公組織、非営利組織、および営利組織における価値の相対的重要性の差異をもたらしてい

る（Berman,1998）。この企業と自治体との目的や経営上の特徴の違いは、IS のアウトソ

ーシングにも影響を与えており、この領域での研究・議論がみられる。

 また、組織文化・人的資源管理・守秘義務などの広範囲の視点からの両者の相違点分析・

理論づけ、課題の提示などの調査・研究（島田、2001）。さらには、自治体の現場からの

実証研究では、事務の標準化、関連制度との連携の重要性などを問題提起した調査・研究・

議論（源田、2008）がみられる。

⑦技術分野

IS 以外の技術領域アウトソーシングに関しての研究は少なく、また実情調査に基づく現

場目線での分析・研究が大半である。そのなかで,日本における技術者を取り巻く労働市場

と職場の変化を、転職・外部技術者への評価など外部資源活用環境の視点から、日米の比

較で調査・分析した研究がある。そこでは、日本での製造業における技術者比率の低さ、

労働市場の外部化の低さ、所得の低さなどが米国比で指摘されている（中田、2011)。
 また、企業の自己負担研究開発費全体の中での社外支出の伸び率に注目し、企業の研究

開発における社外資源活用の動向を調査・分析した研究もみられる（安部、2003）。
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 さらに、アウトソーシングの実情調査研究では、設計現場での「請負・派遣」人材の活

用状況を明らかにすることを目的とした、現場目線での調査・分析・研究が実施されてい

る。しかし、技術領域アウトソーシングの先行研究における調査対象現場は、あらかじめ

アウトソーシングの実施が確認されている現場であり、アウトソーシングの実施率や実施

可否判断戦略の研究としては限界がある。

また、その先行研究によれば、調査対象の委託元企業でのアウトソーシング活用の主な

目的は、業務量変動への対応、正社員の増員なしでの人数確保など、と報告されている。

さらに、その業務は、CAD 操作、製品の詳細設計図面の作成、などの作業的操作が強い内

容が大半であると報告されている。また派遣技術者は「派遣先には、スキルアップにつな

がる仕事をする機会がない」などの不満を抱いている、との指摘がみられる（佐藤・佐野・

木村、2005；鹿生、2006；木村、2008；河野、2008；佐野、2009）。 

⑧その他

ここまで、3.1.2.⑦ 技術分野を除いては、IS を中心とした業務領域におけるアウトソー

シングでのマネジメントを対象とした多くの切り口の先行研究を整理し、述べてきた。こ

こでは、その他の業務領域および研究視点からの先行研究について取り上げる。

まず、アウトソーシングが拡大している領域として、マスコミなどで取り上げられるこ

との多い業務にロジスティックがある。このロジスティックについて、その競争優位要因

を明らかにすることを目的として、製造業・小売業の 2 業種を比較対照した調査・分析・

研究（木村、2004）がみられる。また、アウトソーシングの拡大にともない、増大しつつ

ある人材アウトソーシング受託事業の競争優位要因を明らかにすることを目的として、営

業活動を主体として調査・分析した研究（井上、2005）がみられる。

また、日本の IS 産業には閉鎖的でリジッドなヒエラルキーが形成されているといわれ

ているが、このヒエラルキー構造に踏み込み、その効率性を検証した研究（佐々木、2009）
がある。そこでは、現在の IS サービス産業での階層は 3 層程度でマージン確保が困難と

なり、またこれ以上の階層を積み重ねることができない程度にヒエラルキーは効率化され

ている、と分析している。

さらに、IS 産業でのヒエラルキー構造に関しては、その売上高外注比率の平均値（加重

平均）は 24.86%と、日本の情報サービス産業を代表する JISA6の 2011 年度版「基本統計

調査」で、その実態が報告されている。

 以上に述べた、ヒエラルキー構造への踏み込みの視点は、「モノづくり」技術領域のアウ

トソーシングにおいても重要な視点である。その理由は、多くの業務領域において、委託

元におけるアウトソーシング活用の主要目的の１つに業務量変動対応がある、と考えられ

るからである。したがって今後も、アウトソーシング業界においては、「業務量変動対応≒

6 JISA: 一般社団法人情報サービス産業協会（日本の情報サービス産業を代表する社団法人；正会員数：

540 社、資本金（平均：23 億円,2011 年度）、売上高（平均：220 億円、2011 年度）
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ヒエラルキー構造」の図式が継続されていくと予測されるからである。

2.4. 到達点と課題 

 アウトソーシングに関する先行研究について、「 アウトソーシングの形成論」、そして 

「アウトソーシングのプロセス論」、の 2 つに分けて整理した。そこで、以上の結果をふ

まえて、本研究の対象領域である技術領域アウトソーシング先行研究の到達点とその課題

を、次の 3 点にまとめた。

①形成論の資源ベース視点では、コア・コンピタンス領域は、アウトソーシングの対象

外と捉えている。「モノづくり」では技術はコア・コンピタンスである。したがって、「モ

ノづくり」での技術領域アウトソーシングの研究は、資源ベース視点からは、ほぼ空白地

帯とみられる。

②しかし、他の形成論である、取引コスト視点、資源依存視点、学習視点、での技術領

域におけるアウトソーシング実施の可能性は否定できない。その場合には、資源ベース視

点が指摘しているように、論理的には、自らのコア・コンピタンスである「すでに形成さ

れた他からの模倣困難な資源・能力」の、アウトソーシング先からの保護体制が重要とな

る。しかし、自社資源の保護体制に関わる研究はみられず今後の課題である。

③技術領域アウトソーシングに関しての先行研究は、少数ではあるが現場視点でのプロ

セス論的研究が認められる。しかし、マネジメントの仕組みや今後の展開計画などの研究

はみられず今後の課題である。

なお、さきほどの③で述べた技術領域アウトソーシングに関する少数の先行研究のポイン

トを以下に示す。

(1) アウトソーシングの主目的は、業務量変動対応を目的とした、正社員の増員なしで

の人数確保である。また、その業務内容は作業的操作が大半である。

ただし、形成論では資源依存視点でのアウトソーシングとみなされているが、人数として

の人材資源を外部に依存した委託である。能力依存ではなく、技術レベルでは最下層の作

業領域が大半と考えられる。

(2)自社で保有しない技術の領域での社外研究開発依頼は増えている。

自社のコア・コンピタンス強化を目的とした、資源依存視点でのアウトソーシングである。

製品・技術のシステム化が進む現在においては、各企業が今後さらに取り組むべき戦略と

考えられる。

3. おわりに

先行研究のサーベイを通して浮かび上がってきたのは、本研究すなわち「モノづくり」

産業における技術領域のアウトソーシングへのアプローチは、未開拓の領域に他ならず、
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本研究はそのフロントランナーに位置するという点である。

形成論的アプローチからみると、「モノづくり」産業でのコア・コンピタンスとなる技術

領域はアウトソーシングの対象領域とは捉えられていないため、ほぼ空白地帯となってい

るからである。また、マネジメント論的アプローチにおいても、少数の先行研究がみられ

るものの、その研究対象としているのは大半が作業的な機器操作の領域であり、技術とい

うよりも技能領域と考えられ、やはり技術領域には及んでいないとみられるからである。

 本章では、広範囲な業務領域と多視点から先行研究を検証し、その到達点と課題を明ら

かにした。そこで明らかにした課題を基にして、次章では技術領域でのアウトソーシング

の活用状況の調査とその分析を行う。
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2 章 技術領域におけるアウトソーシングの活用状況と課題

1.はじめに

第 1 章では、業務領域を越えて広範囲にわたる先行研究の検証をふまえ、先行研究の到

達点と課題を明らかにした。本章においては、まずアウトソーシング業界の枠組みの概要

を述べたうえで、技術領域におけるアウトソーシング活用状況にメスを入れる。

 まず、第 1 章での考察をふまえ、技術領域におけるアウトソーシング活用状況の仮説を

設定する。次にこの仮説をもとにして、活用状況のアンケート調査を行い、その分析を通

して課題を抽出する。

この調査は、「モノづくり」に強い東海・北陸 7県に本社を置く東証 1部・2部上場企業

196 社（2011/7 時点）を対象とするものである。さらに、アウトソーシングの歴史が長い

IS と技術の活用状況についても、並行してアンケート調査する。

そして、この調査結果を IS との比較視点から検証することにより、技術領域での活用

実態の概要把握、課題および今後の活用計画を明らかにしていく。

2. アウトソーシング業界の枠組み

アウトソーシングすなわち IS の言葉が連想されるように、その発展経緯はコンピュー

タの発展・普及とともにあるといっても過言ではない。その日本での市場規模は、JISA(一
般社団法人情報サービス産業協会)の 2012 年版基本統計調査報告書によれば、売上高：19.3
兆円、従業者数：94.6 万人に及んでいる。またその推移を図 2-1 に示した。売上高、従業

者数ともにリーマン・ショックなどの影響を受けて 2010 年度には一時的に落ち込んでい

るが、2011 年度に再び上昇し、この 10 年間の伸びは非常に大きい。

また、これを裏付けるように各企業の情報処理関係諸経費推移の統計によれば、「一社平

均情報処理関係諸経費」は、クラウド・コンピューティングの広がりや企業の期待成長率

の低下などの影響から、前年度比▼6.9%と 3 年連続低下した。しかし「対年間事業収入比」

は 1.0%であり、平成 18 年以降横ばいで推移している（平成 23 年度情報処理実態調査報

告書：経産省）。

すなわち、各企業ともに情報処理投資の意欲は高く、今後も IS アウトソーシングへの

業務委託は高水準で継続していくと予測される。

いっぽう、IS 以外のアウトソーシングサービス業務の内容・規模などの全体像を示した

資料はみられず、その中の一部分を取上げた資料ばかりである。そのなかで、少し古い資

料ではあるが、企業でのアウトソーシングの利用率および、そのサービスの種類を調査し
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た資料を図 2-2 に示した。図 2-2 によれば、IS が最も多く利用されているが、福利厚生、

会計・経理、人事なども 30~40%の企業で活用されている。また、本研究が対象としてい

る「モノづくり」に関する技術領域アウトソーシングも、製品工程：32.8%、研究開発：

21.6%と、多くの企業で活用されている。しかし、技術領域アウトソーシングの委託を受

ける企業に関わる資料は存在せず、また全国的な業界団体も結成されていないため、その

全貌は定かではない。 

図 2-1 情報サービス産業売上高と従業者数の推移

出典：JISA(一般社団法人情報サービス産業協会)2012 年度版基本統計調査書

なお、技術領域アウトソーシングの専業企業は、全国的な規模で知られている次の 3 つ

の企業を代表として、全国で数多くの企業が事業展開していると考えられる。特に、（株）

メイテック（売上高：669 億円、従業員数：5,822 名；2012 年度）は東証１部に上場され、

全国的に企業活動を展開している。また、大手企業と資本関係のある、いわゆる系列会社

のアウトソーシング専業企業の活動としては、日産自動車（株）の持ち株会社である日産

テクノ（株）（売上高：250 億円、従業員数：2,191 名；2012 年度）。同じくトヨタ自動車

の持ち株会社である TTDC（株）（売上高：620 億円、従業員数：6,137 名；2012 年度）

の活動が活発であり、従業員数、売上高ともに非常に大きい。

さらに、その業務領域も、「設計・開発」・「試験評価」から「CAE 解析」「LSI 開発」「ソ

フトウェア開発・設計」など幅広い技術領域をカバーし、「モノづくり」産業での技術変化

とその需要変化に的確に対応していると考えられる。

しかし、これらの活動による高い「モノづくり」技術により日本経済を支えてきた輸出
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競争力に顕著な翳りが見え始めている。特に半導体や電子家電を始めとした電子・電気関

連製品における輸出競争力の衰えが顕著である。

序章でもふれたように、競争力回復のためには原点に戻っての企業における内外資源の

組み合わせとその活用が重要な要素となってくる。そして、その一つとしてアウトソーシ

ングの活用とそのあり方が問われているのである。

この視点から、技術領域のアウトソーシングに焦点をあてての、現状調査・研究は特に

意義のあるものと考える。

図 2-2 アウトソーシング対象分野の調査

出典：アウトソーシング協議会（通商産業省委託調査）「アウトソーシングに関する調査」

1999 年 12 月アウトソーシング対象分野(n＝250) 

3. 技術領域での仮説の設定とその検証

3.1. 技術領域の業務とは

 前節において、アウトソーシングサービスの業務対象分野が、IS を筆頭に福利厚生から

経営企画そして技術では研究開発・製品工程まで広範囲に及んでいることを述べた。

また、序章においては「技術の捉え方」「IS と技術の層別」などについても踏み込んで

検証を加えた。そして、この検証結果にもとづいて、本研究においては、技術領域におけ

る業務の具体的な対象範囲を絞り込み、その活用状況の把握・分析・検証へと進めていく。

そして、より具体的な業務と結びつける必要が生じる場合には、厚生労働省の定める「日

本標準職業分類」を用いて検討を加える。
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なお、「日本標準職業分類」では、職業を 11 の大分類、73 の中分類、369 の小分類、892
の細分類、の四段階に分類構成している。また、技術に関する業務は、「B 専門的・技術的

職業従事者」として、20 の中分類、93 の小分類,177 の細分類に分類し構成されている。

そのなかで、技術業務としては、「05 研究者」、「06 農林水産技術者」、「07 開発技術者」、

「08 製造技術者」、「09 建築・土木・測量技術者」、「10 情報処理・通信技術者」、「11 その

他の技術者」、が該当すると判断され、あてはめることとした。

 また、技術と技能の層別は必要であり、技能は「その出来栄えが、扱う人の腕前や手並

みによって異なるもの」として、本研究対象からは除外している。なお、厚生労働省の定

める「日本標準職業分類」では技能職に該当すると考えられるのは、「H 生産工程の職業」

「I 輸送・機械運転の職業」「J 建設・採掘の職業」などである。

3.2. 調査・分析の視点

 アウトソーシングの歴史は、日米ともに大型コンピュータの企業への導入とともに、本

格的に始まっている。そして情報技術の進歩とともに、コンピュータの革新的な高性能化、

小型化、また低価格化が進行し、アウトソーシングで提供されるサービス業務内容は大き

く変化してきている。また、サービス業務量もますます増加しており、先に示した図 2-2
からも明らかなように、情報システムサービスはアウトソーシング対象分野の最上位とし

て 62.3%の企業で利用されている

このことから、情報システムのアウトソーシングに関しては、委託元・委託先が共に多

くの経験を積み、委託業務内容や委託管理体制などが議論・工夫・整備されていると考え

られる。

したがって、歴史的に先行している「IS」と「技術」を比較・調査・分析することによ

り、本研究の目的である「モノづくり」にかかわる技術領域アウトソーシングの特徴を鮮

明化させることが可能と考える。

 以上の考えかたをまとめて、調査・分析の視点を次に示す。

(1) 「IS」と「技術」のそれぞれのアウトソーシング活用状況を、同一企業群に対し

て同時に調査する。

「IS」との対比により、「モノづくり」を主体とした技術アウトソーシングの特徴を

鮮明化し、分析を実施する。

(2) 「IS」と「技術」の、企業での機能・役割の違いを考慮して調査・分析を実施する。

  （例：委託先機密管理体制の把握、事前の期待・不安 etc.）

3.3. 仮説の設定

本研究の目的は、技術領域におけるアウトソーシング利用企業の競争力向上に貢献で 

きるアウトソーシングの役割・課題を明確化し、提言したいとの考えである。 

この目的実現のためには、1章で述べた「先行研究の到達点とその課題」をもとにして、
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さらに幅広い現状認識を加えた、技術領域におけるアウトソーシングの活用状況に対する

「仮説の設定」が必要である。そして、その「仮説」にもとづく現場の調査・分析が重要

と考える。 

その理由は、技術領域アウトソーシングの先行研究での現場調査対象は、あらかじめア

ウトソーシングの実施が確認されている少数の現場である。また実施時期も 2005 年から

2008 年と、やや時を経ており、またリーマン・ショック以前だからである。 

 この考え方の流れとその内容を 図 2-3：「先行研究の到達点とその課題」と「仮説の設

定」および「具体的調査項目」 に示した。 

図 2-3 「先行研究の到達点とその課題」と「仮説の設定」および「具体的調査項目」 

技術領域の先行研究

アウトソーシング論 先行研究からの知見 仮説の設定（技術領域） 具体的調査項目

形成論 １．コア・コンピタンス領域
はアウトソーシングの対象
領域外

１．アウトソーシングがＩＳと同
程度に実施されている（コア・コ
ンピタンス領域ではあるが）

・業務委託実施の有無
・事前の不安
・資本関係
・業務分野と業務量
・事前の期待

マネージメント論 ２．少数の事例研究では、
設計・開発現場でのアウト
ソーシング実施の報告あり

２．体制が整備（機密保持な
ど）されて、アウトソーシングが
実施されている

・委託先機密管理の把握
・業務情報提供の内容
・業務の見直し・標準化
・今後の計画

３．「上流工程までを含めた特
定領域をアウトソーシングする」
計画が進められている

出典：著者作成

次に図 2-3 に基づき、技術領域におけるアウトソーシングの状況として設定した 3つの

「仮説」の内容とその考え方を述べていく。なお、仮説設定の基本的考え方はアウトソー

シングとして先行している ISとの比較視点である。 

まず、「先行研究の到達点とその課題」を基本とし、技術領域のアウトソーシングについ

て、次の 3つの「仮説」を設定した。

[仮説 1] アウトソーシングが ISと同程度に実施されている。 

[仮説 2] 機密保持などの体制が整備されて、アウトソーシングが実施されている。 

[仮説 3]「上流工程を含めた特定領域までアウトソーシングする」計画が進められている。 
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次に、この仮説設定の考え方を述べていく。 

[仮説 1]：少数の先行事例研究により、設計・開発現場での技術アウトソーシングの実施

が報告されていること。また、規模の大きな技術アウトソーシング企業が存在しているこ

とから、「モノづくり」技術アウトソーシングにおいても、先行している ISと同程度に普

及していると考えられるからである。 

[仮説 2]：コア・コンピタンス領域でのアウトソーシング実施のためには、理論的には、

コア領域の機密保持体制の整備が必要条件と考えられるからである。 

[仮説 3]：現在アウトソーシングを実施している企業は、今後さらに「外部資源の有効活

用」の目的を追求して、活用領域の拡大、具体的には上流工程の委託、を計画していると

考えられるからである。 

その背景は、現在の急激な時代の変化の中で、市場で求められる製品の機能・コスト・

品質などは大きく変化している。つまり、各企業は、今までのような「モノ」を「どうつ

くるか」だけではなく、「なにをつくるか」の創造にも全力を注入している。このことは、

業務の質・量・幅が必然的に大きく広がり、企業の経営戦略は内外資源を「どう組み合わ

せて、どう活用するか」に重点が置かれることを意味する。そして、その一環としてアウ

トソーシングの活用戦略も変化している、と考えられるからである。 

なお、[仮説 3]「「上流工程までを含めた特定領域までアウトソーシングする」計画が進

められている」の中の、上流工程の持つ意味について補足説明を加える。序章 3.4.の図序

―2「技術領域での業務の流れとアウトソーシングのステップ」において、アウトソーシ

ングを 3 ステップに層別して示したが、上流工程とは、企画・構想設計を最上流工程とし

て、それぞれのポジションから見ての上流工程である。つまり、詳細設計から見れば、基

本設計および企画・構想設計が上流工程となる。またアウトソーシングⅠから見ればⅡ，

Ⅲが上流工程を含むアウトソーシングの位置付けとなる。なお、参考のために序章で示し

た図序―2「技術領域での業務の流れとアウトソーシングのステップ」の図を改めて下に

示した。

参考：図序―2 技術領域での業務の流れとアウトソーシングのステップ

企画・構想設計 基本設計 詳細設計 図面作成 試作評価 生産設計

アウトソーシング　　Ⅰ

アウトソーシング　　Ⅱ

　　インソーシング アウトソーシング　　Ⅲ

注）筆者作成

3.4. 仮説検証のための現状調査の考え方 
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つぎに、さきほど設定した技術領域におけるアウトソーシングのそれぞれの仮説を検証

するための、具体的な現状調査項目について、その考え方を述べていく。 

[仮説 1]：アウトソーシングの形成論を基本にして、「なぜ」「なにを」「どのように」を明

らかにすることが必要である。この考え方より、「なぜ」では「業務委託実施の有無」「事

前の期待」を調査する。さらに「なにを」では「業務分野と業務量」を、そして「どのよ

うに」では「資本関係」を調査する。 

[仮説 2]：「委託先機密管理の把握」ならびに「業務の見直し・標準化」を中心にして調査

していく。この[仮説 2]を検証する方法・考え方については、多くの意見があると考えら

れるが、本論では基本視点として 

(A)基本体制 

(B)実務体制 

の二つに層別して、その体制を検討した。具体的には、

(A)基本体制としては、委託先との資本関係の有無。 

(B)実務体制としては①「委託先機密管理の把握」、②「業務の見直し・標準化」、③「業

務情報提供の内容」の 3点である。 

 検証の内容として、具体的にこの 3点を取上げたのは、つぎの理由による。 

①「委託先機密管理の把握」は、業務で取り扱う機密事項の管理がどのような基準・体制

に基づいているか、それをどう実行しているか、まで踏み込んだ管理を委託先に対して実

行しているか、について調査する必要があると考えるからである。 

②「業務の見直し・標準化」は、業務の委託にあたって、委託元が業務の見直しを行い、

委託する業務について技術ノウハウの有無、その取扱などを検討し、基準化・標準化を実

行し、機密管理を徹底させているか、を調査する必要があると考えるからである。 

③「業務情報提供の内容」は、実際の業務委託にあたり、委託先へ提供する情報は事前に

定められた委託仕様書以外にあるか否かである。仕様書以外の情報提供のケースとしては、

「前後工程へのメンバーの参加」「前後工程情報の提供」を具体的に上げ、その有無を調査

する。「前後工程へのメンバーの参加」「前後工程情報の提供」は機密管理の視点からは最

重要点の１つであり、とくに注意が必要と考えられるからである。 

[仮説 3]：「今後の計画」「業務情報提供の内容」および「事前の期待」「実際の効果」を中

心に、さらに「事前の不安」「実際の問題点」を加え調査する必要があると考える。 

つぎに、この[仮説 3]を検証するための各調査項目とその考え方を述べる。まず、「今後

の計画」で委託・委託先・業務分野・業務量の各項目について、その継続・変更・増減の

有無など今後の方向性を調査する。 

さらに、「業務情報提供の内容」からは、委託元企業の情報提供の内容により、委託に対

する委託元企業の期待値を調査・推定する。  
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例えば、委託元企業の行動が「「委託業務の情報提供」だけ」ではなく、「前後工程情報

の提供」や「前後工程へのメンバーの参加」などを実施していれば、「委託業務の上流工程

への展開」を計画している、と考えられるからである。 

その理由は、「前後工程情報の提供」や「前後工程へのメンバーの参加」は、委託先企業

にとって、情報量の増加、上位工程技術の習得などに直接結びつくからである。 

さらに、「事前の期待」「実際の効果」および「事前の不安」「実際の問題点」では、アウ

トソーシング実施前後における、「期待と効果」そして「不安と問題点」を調査する。その

理由は、効果や不安の項目、その程度から、今後の展開計画の推測が可能と考えるからで

ある。例えば、「事前の期待」に対して「実際の効果」が高い、また「事前の不安」に対し

て「実際の問題点」の程度が低ければ、今後は上流工程への展開など、計画のさらなる拡

大・展開の可能性が高いと推測される。 

4. 現状調査の概要

IS と技術との比較検証を行うことで、技術領域におけるアウトソーシングの仮説検証、

およびその実態と問題点を浮き彫りにしていくのが、本調査の基本的考え方である。

具体的な調査方法としては、企業へのアンケート調査によることとした。調査の対象範

囲は、「モノづくり」に強い東海・北陸に本社を構える、東京証券取引所 1 部・2 部上場の

企業 196 社(2011 年 7 月時点)とし、当該企業の IS 部門長および技術部門長にアンケート

票を郵送し回答を得る方式とした。

4.1. 調査項目と考え方 

現在の技術領域におけるアウトソーシングについて、広く深くその活用状況を把握する

ためには、先の仮説に直接関与しない項目の調査が必要である。例えば、実績評価、さら

に委託される側の実力・課題などを把握するためには、それに適した調査が必要である。

その調査項目や考え方を、つぎに述べていく。 

具体的な調査項目は、現在の技術領域のアウトソーシングの活用状況、その評価、さら

に委託される側の実力・課題把握などを主体とした。また、ISアウトソーシングの先行研

究（田村,2005；浜屋,2005）をふまえ、ISアウトソーシング・マネジメントの要素を基本

とした。さらに、この基本要素に、ISと「モノづくり」を中心とした技術領域を対比させ

て、その違いを反映させ、調査項目として加えた。 

 具体的には、先行研究をふまえた ISアウトソーシング・マネジメントの 4つの要素であ

る、①「委託先との関係」、②「運営上の施策」、③「委託先とのやり取りの変化」、④「委

託側の能力の変化」、を基本とした。そして、この要素に対して、IS と技術のアウトソー

シングの相違点である、(1)（アウトソーシングの）歴史の違い、(2)必要技術の汎用性の
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違い（IS：汎用技術領域大、技術：固有技術領域大）の 2つを反映させた。その理由は、

この相違点の反映により、先行研究における IS での企業アンケート調査の成果が技術領域

へも適用可能となり、よりレベルの高い調査が実施できると考えられるからである。 

そして、この検討にもとづき、ISアウトソーシング・マネジメントの 4つの要素のなか

で、②「運営上の施策」は「事前のデザイン」へ、④「委託側の能力の変化」は「事後の

やりとり」、へと内容を変更している。その理由は、筆者の実務経験からの IS と技術領域

業務との業務内容や業務の進め方の実情における違いにもとづいている。なお、業務の進

め方の実情における違いの原因は、技術領域におけるアウトソーシングの歴史は短く、実

務の現場でのマネジメント体制はまだ整備途上の段階にあることに起因している。 

4.2. 仮説と調査項目の関係 

前節までの検討に基づき、調査項目の基本要素 は次の 4つとした。①「委託先との関

係」，②「事前のデザイン」、③「委託先とのやり取りの変化」，④「事後のやりとり」であ

る。 

 この考え方による、アンケート調査票の質問項目総数 20の内訳を、次に説明する。 

①「委託先との関係」の質問項目は、「業務実施の有無」・「回答者の組織」「業務分野と

業務量」・「委託先企業数」・「資本関係」・「実施期間」の 6つである。 

 ②「事前のデザイン」の質問項目は、「委託仕様書発行の有無」・「業務の見直し・標準化」・

「委託先機密管理の把握」・「品質保証契約の有無」の 4つである。 

 ③「委託先とのやり取りの変化」の質問項目は、「業務情報提供の内容」・「自社部門能力」

の 2つである。 

 ④「事後のやりとり」の質問項目は、「サービスの質」・「事前の期待」・「実際の効果」・「事

前の不安」・「実際の問題点」・「今後の計画」・「業務開始計画の有無」・「震災の影響」の 8

つである。 

 以上により、本節および前節 3.3.にて「技術領域におけるアウトソーシングの仮説」

および「アウトソーシング・マネジメントの 4 要素」とアンケート調査項目との関係

を述べてきた。この関係を、１つの図にまとめて図 2-4 に示した。さらに、アンケート

調査で用いた実際の質問票は本論文末の付属資料 1,2 に、IS 業務、技術業務のそれぞれを

示した。なお、ISと技術の質問内容は基本的に同一であるが、一部分は業界用語およびア

ウトソーシングの経過の違いに準じて変更している。

 そして、説明してきた質問主旨のアンケート調査を、2011 年 7月 4日から 8月 5日にか

けて、東海・北陸に本社を構える、東京証券取引所 1 部・2 部上場の企業 196 社(2011 年

7 月時点)へ、調査票を郵送する形式で行った。その結果、IS 業務で 16 社から、技術系業

務で 16 社からの回答を得ることができた。回収率は、同様のアンケート調査回収率（浜屋 

2005、田村 2004、木村 2003）と同等あるいは若干少なめの 8.2%であった。 
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図 2-4 アンケート調査項目と技術領域アウトソーシングの仮説およびアウトソーシン

グ・マネジメント 4要素との関係

注）筆者作成

2：事前のデザイン
3：委託先とのやりとりの変化
4： 事後のやりとり

Q2：回答者の組織

Q3：アウトソーシングの業務分野と業務量
Q4：アウトソーシング先企業数
Q5：アウトソーシング先との資本関係
Q6：アウトソーシング実施期間

Q12：提供されたサービスの質

技術領域におけるアウトソーシングの仮説
仮説1：アウトソーシング実施率が高い
仮説2：機密保護体制の整備
仮説3：上流工程への展開計画

アウトソーシング・マネジメントの4要素
1：委託先との関係

　　　　　　調査項目

Q7：委託先仕様書発行の有無
Q8：委託業務情報提供の内容

Q9：委託業務の見直し・標準化など

Q20：震災の影響

Q18：アウトソーシングの今後の計画
Q19：アウトソーシング開始の計画有無

Q1：アウトソーシング実施の有無

Q13：品質保証契約の有無
Q14：アウトソーシングの事前の期待
Q15：アウトソーシングの実際の効果
Q16：アウトソーシングの事前の不安
Q17：アウトソーシングの実際の問題点

Q10：アウトソーシング先機密管理の把握
Q11：自社部門能力

5.  調査結果にもとづく仮説の検証

調査結果は 2 章文末の資料 2-1 に示したが、その要点を以下に述べていく。まず、3
つの仮説に対する検証結果を述べる。

①[仮説１]「アウトソーシングが IS と同程度に実施されている」の検証

 この[仮説１]の検証に関連する調査項目は図 2-4 に示したように、[Q1.業務委託実施の

有無]、[Q3.アウトソーシングの業務分野と業務量]および[Q14.事前の期待]や[Q18.事前の

不安]である。次に、その集計結果を示す。 

(1) [Q1.業務委託実施の有無]の集計結果 

IS  ⇒ 委託を実施している ：75%,    実施していない：25% 

技術 ⇒   同上      ：53.6%,   同上    :43.7%    

技術での業務委託実施率は、IS に比べて約 20%低い。 

(2) [Q3.アウトソーシングの業務分野と業務量]の集計結果 

IS  ⇒開発・設計分野：66.7%の企業が、委託業務量は全体業務量の 75%以上、と回答 

    運用・保守分野：75%の企業が、委託業務量は全体業務量の 75%以上、と回答 
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技術 ⇒設計・開発分野：全ての企業が、委託業務量は全体業務量の 25%以下、と回答 

    実験・評価分野：88.9％の企業が、委託業務量は全体業務量の 25%以下、と回答 

 技術での全体業務量に対する委託業務量は ISに比べて圧倒的に低い。 

(3)[Q14.事前の期待]や[Q18.事前の不安]の集計結果 

仮説 1.を成立させるデータはえられなかった。 

これより、[仮説１]は非成立である。 

②[仮説２]「機密保持などの体制が整備されて、アウトソーシングが実施されている」の

検証 

 [仮説 2]の検証に関連する調査項目は図 2-4 に示した。また、3.4「仮説検証のための

現状調査の考え方」で述べたように、基本体制の視点からは[Q5.資本関係]である。さ

らに、実務体制の視点からは[Q10.委託先機密管理の把握] [Q9.業務の見直し・標準化] そ

して[Q8.業務情報提供の内容]である。次に、それぞれの集計結果を見ていく。 

(1)基本体制（委託先との資本関係）の視点 

(A)[Q5.資本関係]の集計結果 

IS  ⇒ 100%子会社 ：16.7%,   部分出資：0%,     資本関係なし ：83.3%

技術 ⇒  同上   ：44.4%,   同上 ：33.3%,     同上   ：22.2%   
技術業務のアウトソーシング先は、80％近くの企業では 100%出資もしくは部分出資会

社であり、機密保護の視点からは体制が整備されていると考えられる。

(2)実務体制（委託先機密管理の把握ほか）の視点 

(A)[Q10.委託先機密管理の把握]の集計結果 

IS、技術ともに委託先機密管理の実施項目・内容は同一レベルの体制である。 

(B)[Q9.業務の見直し・標準化]の集計結果

業務の標準化、納入物の明確化、結果の文書化などの点から、技術における業務体制整備

がより優れていると判断される。

(C) [Q8.業務情報提供の内容]の集計結果 

実務でのアウトソーシング先への[Q8.業務情報提供の内容]では、IS，技術ともに同程度の

情報提供レベルである。（集計結果の詳細については、資料 2-1 参照）

 以上の各検証結果より、[仮説 2]は IS との比較において、成立している、と考えられる。 

なお、「機密保護体制」に対する完成度の評価としては、機密保護体制のあるべき姿に関す

る理論的研究結果などに基づいて現状体制を比較評価するなど別の視点からの更なる検討

が必要である。 
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③[仮説 3]「「上流工程までを含めた特定領域までアウトソーシングする」計画が進められ

ている」の検証 

[仮説3]の検証に関連する調査項目は図2-4に示したが、[Q18今後の計画]が中心である。

これに加えて、[Q8.業務情報提供の内容] および[Q14.事前の期待]と[Q15.実際の効果] 

[Q16.事前の不安]と[Q17.実際の問題点]である。次に、それぞれの集計結果を見ていく。 

(1) [Q18 今後の計画]の集計結果 

IS ⇒ 委託；継続：100%,                    

委託先  ；不変：58.3%  / 変更：41.7%, 

       業務分野；不変：83.3%  / 変更：16.7%,   

業務量  ；不変：41.7%  /  増：41.7%  /  減：16.7% 

技術⇒ 委託  ；継続：100%,                    

委託先  ；不変：100%  

       業務分野；不変：77.8%  / 変更：22.2%,   

業務量  ；不変 :44.4%  / 増：44.4%  /  減：11.1%  である。 

したがって、[Q18 今後の計画]だけからは、技術領域でのアウトソーシングの展開が増

加していくとは言い難い。 

(2)[Q8.業務情報提供の内容]の集計結果 

Q8 に関する集計結果は、全体の 30%前後で実施しているとの回答である。質問内容であ

る「前後工程へのメンバーの参加」や「前後工程情報の提供」などは、委託側の「上流工

程へのアウトソーシングの展開」の意図が推測される項目である。したがって、委託側の

意図としては、上位工程へ展開していく活動が確実に動き始めていると推測される。 

(3)[Q14.事前の期待]と [Q15.実際の効果]の集計結果 

この質問は、委託を実施する際の期待とその結果であり、2 つの質問を対比しての集計

結果に対する評価が必要である。その考え方に基づいての評価では、事前の期待値の高か

った「コスト」「専門知識」「人材不足対応」「業務量変動対応」の各項目は、実際の効果と

しては、ほぼ事前の期待どおりか、若干低めの評価である。 

 (4)[Q16.事前の不安]と[Q17.実際の問題点]の集計結果 

前の(3)と同様に 2 つの質問を対比した結果からは、IS では「ノウハウの流出」の項目

において「実際の問題点」が「事前の不安」を大きく上回っていることが注目すべき事実

として確認できる。この調査結果は重要であり、後で若干の説明を加える。 

いっぽう、技術では、いずれの項目においても、「実際の問題点」は「事前の不安」を下

回っており、ISとは異なり、業務委託の実施により事前の不安が解消方向にあることが認
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められる。したがって、今後の展開を予測・検討する場合には、上流工程への拡大・展開

など、プラスの要因が多いと考えられる。  

 以上の結果を総合的に検討すると、[仮説３]は、傾向は認められるが明確に成立してい

るとは言い難いと考える。 

これを踏まえて、[仮説１]は非成立、[仮説２]は成立、[仮説３]は傾向としては認めら

れるが明確に成立しているとは言い難い、との結論に至った。 

ここで、さきほど述べた、IS の[Q16.事前の不安]と[Q17.実際の問題点]の集計を対比検

討した結果について、さらに説明を加える。具体的には、IS のアウトソーシングにおいて、

80%以上の企業が「事前の不安」項目として、「ノウハウの流出」は、「全く当てはまらない」

か「あまり当てはまらない」に該当すると回答した。しかしアウトソーシング実施後の現

在の時点での「実際の問題点」としては、約 50%の企業が、「非常に良く当てはまる」「良

く当てはまる」「当てはまる」に該当すると回答している。 

 つまり、ISアウトソーシングの展開が、委託元企業にとっては、企業の競争力の根幹の

１つである「ノウハウ」流出への不安に結びついている事実が明らかにされた。これは、

委託元による IS内部化の動きなど、これからの ISアウトソーシングの展開に少なからず

影響を与えると考えられる。 

これらのことより、「モノづくり」を主体とした技術領域におけるアウトソーシングは、

IS との比較においては、その実施率は低いが、資本関係のある系列企業への委託を主体に

実施されている。また、実施以前に懸念されていた不安は解消方向にあることが認められ

る。 

しかし、アウトソーシングの役割、問題点、課題、今後の活用の方向性などの把握には、

本調査では限界がある。とくに設計・開発の業務領域に焦点をあてるためには、業務に関

しての内容・技術難易度など、さらなる掘り下げた調査が必要であることが明らかである。 

6. おわりに 

本章においては、東海・北陸地方 7 県に本社をもつ東京証券取引所 1 部・2 部上場企業

を対象に、アウトソーシングに比較的長い歴史を持つ IS との比較視点による独自のアン

ケート調査をおこなった。そして、技術領域におけるウトソーシングの活用状況について、

その概況および背景などを明らかにした。

技術領域の業務は、アウトソーシングを利用する各企業にとってはコア・コンピタンス

領域である。したがって、アウトソーシングの実施にあたっては、「機密保持体制整備」、

さらには、「業務の見直し・標準化」などの体制を整備して実施していることが明らかにな

った。また、今後の活用の方向性については、「前後工程へのメンバーの参加」など上流工
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程への拡大を意図した行動は一部で認められるが、大きな動きには至っていないことを明

らかにすることができた。 

この結果をふまえ、次には、本研究の目的である「技術領域業務におけるアウトソーシ

ングの役割と課題」の追求、とくに設計・開発を主体とした技術アウトソーシングに焦点

をあてる。そのためには、業務に関してさらに掘り下げた調査と分析が必要である。

そこで、次の第 3 章においては、特定の産業界として、現在日本の産業界を牽引しまた

東海地方がその拠点の１つである自動車産業に焦点をあて、より深く掘り下げた検証を進

める。
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資料 2-1 アンケート調査の質問項目および結果の単純集計結果 

NO. 質問項目

IS している していない

技術 している していない

回答者の組織

IS 主導的立場 91.70% 8.40% 把握せず 0%

技術 主導的立場 33.30% 44.40% 把握せず 22.20%

委託している業務は各分野毎に、全体の業務量に対して、どの程度の委託割合か

企画 開発・設計

運用・保守 変更更新 75%以上が66.7%、25％以下が16.7%

設計・開発 製造 25%以下が88.9%、50%以下が11.1%

実験・評価 その他 25%以下が88.9%、75%以上が11.1%

IS 1社 33.30% 3～5社 33.30% 6社以上

技術 1社 33.30% 3～5社 33.30% 6社以上

IS 100%子会社 16.70% 部分出資 0% 関係なし

技術 100%子会社 44.40% 部部出資 33.30% 関係なし

IS 2～5年 33.30% 11～19年 33.30% 20年以上

技術 6～10年 44.40% 20年以上 33.30% 2～5年

IS している していない

技術 している していない

IS 不明 50% 75%以上 33.30% 25～50%

技術 75%以上 44.40% 25%以下 11.10% 不明

Q72

IS 委託先協同 41.70% 自社 8.30% 不明

技術 自社 44.40% 委託先協同 33.30% 不明

前後工程へのメンバー参加

前後工程情報の提供

委託業務の情報のみ

業務標準化

結果文書化

業務標準化

結果文書化

3:50%,　2:42%

3:33%,　2:33%

質問内容

IS（技術）業務の一部または全部を委託しているか質問内容

結果

結果

回答者の所属組織の全社の業務委託に対する関与の程度

25%

43.70%

50%

22.20%

業務分野と業
務量

75%

56.30%

業務委託実施
の有無

質問内容 委託先企業との資本関係

委託仕様書の
作成部署

質問内容 委託仕様書の作成部署

結果

22.20%
結果

実施期間

Q3

質問内容

25%以下が100%

25%以下が88.9%

75%以上が75%

Q2

２５％以下（の回答）が91..7%
IS

技術

結果

Q6

委託先企業数

83.30%

22.20%

25%

22.20%
結果

結果

質問内容 委託先企業の数

資本関係

Q1

質問内容

状況把握

状況把握

Q7

委託仕様書発
行の業務割合

質問内容 委託仕様書を発行している業務の割合

結果
16.70%

22.20%

Q71

委託仕様書発
行の有無

質問内容 委託業務内容は委託仕様書で呈示しているか

50%

77.80%

50%

22.20%
結果

Q4

Q5

質問内容

25%

Q8

委託にあたり、業務の流れの見直しや、標準化・規準化などを行ったか。１（全く当てはまらない）から、

５（非常に良く当てはまる）までの間のスケールから、１つを選択。

業務の見直
し・標準化

質問内容

IS
流れの見直し

納入物の明確化

3：41.7%, 5：16.7% 2：50%, 5：16.7%

3：58.3%, 5：16.7%

前後工程へのメンバー参加

前後工程情報の提供

委託業務の情報のみ

業務割合で25%以下が100%

業務割合で25%以下が55.6%, 50～75%が33.3%

業務割合で75～１００％が55.6%,　25％以下が33.3%

業務割合で25%以下（の回答）が75%,　25～50%（の回答）が２５％

業務割合で25%以下が41.6%, 25～50%が33.3%, 75%以上16.7%

業務割合で25%以下が50%, 75%以上が33.3%, ～５０％が16.7%

IS

技術

結果

業務情報提供
の内容

委託先には委託業務の前後工程の情報を、どの程度提供しているか。（その程度により３つに層別し

て、委託業務全体に対するその割合を回答）

機密管理システムの有無 3:55.6%　,2:33.3% システムの充実度

結果

Q9

機密管理システムの有無

委託先選定時に、委託先の機密管理状況をどこまで把握しているか。１（ほとんど検討していない）か

ら、３（充分に検討している）の間のスケールから、１つ選択。
質問内容

システム充実度

結果

2：58.3%, 5：25%

技術
流れの見直し 3：44.4%, 5：33.3%

納入物の明確化 5:33.3%　,2:33.3　,3:22.2%

5:22.2%　,4:22.2%　,3:22.2%

5:33.3%　,3:22.2%,　2:22.2%

2:50%　,3:41.7%

3:50%, 2:42%
Q10

委託先機密管
理の把握

システムの遵守度 3:33.3%　, 2:33.3%
技術

システムの遵守度
IS

質問内容および単純集計結果

75%以上が66.7%

委託先との契約実績期間
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企画 開発・設計

運用・保守 変更・更新

設計・開発 製造

実験・評価 その他

質問内容

非常に不満 0% やや不満 8.30% 普通 33.30%

やや満足 50% 非常に満足 8.30%

非常に不満 0% やや不満 11.10% 普通 44.40%

やや満足 22.20% 非常に満足 22.20%

IS 58.30%

技術 33.30%

コスト低減

最新技術

コスト低減

最新技術

コスト低減

最新技術

コスト低減 2:33.3%, 5:22.2%, 4:22.2%

最新技術

1:66.7%, 2:22.2%, 4:11.1%

技術

結果

事前の期待Q14

4:44.4%, 5:22.2%, 3:11.1%

2:44.4%, 1:33.3%, 5:11.1%

4:33.3%　,3:22.2%　, 1:22.2%

5:33.3%, 4:22.2%,　 2:22.2%

3:33.3%, 5:22.2%, 4:22.2%

開発スピード

専門的知識

社内人材不

足対応
4:44.4%, 5:22.2%, 1:22.2% 業務量変動対応

自社経営資

源
2:55.6%, 4:22.2%, 3:22.2% セキュリティ・リスク

自社経営資

源
セキュリティ・リスク

3:41.7％、2:25％、1：16.7% 3:58.3%, 5:16.7%, 2:8.3%

4:33.3%, 2:33.3%, 3:16.7% 4:50%, 3:25%, 5;16.7%

4:41.7%, 5:33.3%, 3:25% 1:33.3%, 4:25%, 3:25%

5:50%, 3:25%, 1:16.7% 3:50%, 1:16.7%, 4:8.3%

業務委託を開始した理由として、次の8項目はどの程度当てはまるか。１（全く当てはまらない）から、５

（非常に良く当てはまる）までの間のスケールから、１つ選択。
質問内容

社内人材不

足対応

開発スピード

専門的知識

業務量変動対応IS

Q12

品質保証契約
の有無

質問内容 委託先との間で、提供されるサービスの質を定めた契約を結んでいるか

結んでいる 結んでいない 41.70%

結んでいる 結んでいない 66.70%
結果Q13

IS

技術

結果
サービスの質

委託により提供・納入されたサービスの質の満足度

自社部門能力Q11
3：42%, 0：33%, 4：17% 0：33%, 2：33%, 4：25%

IS
結果

技術
5:56%, 2：22%, 4：11% 5:44%, 3：22%, 0：22%

5：44%, 4：22%, 2：22% 0：89%　,5：11%

平均的な委託先と比較した場合、貴社発注部門の能力は、どの程度か。部門別に、０（自社に部門な

し）、および１（かなり低い）から、５（かなり高い）までの間のスケールから、１つ選択。
質問内容

0：56%, 2：33%, 4：25%3：33%, 5：25%, 4：25%

業務量変動対応

自社経営資

源
セキュリティ・リスク

IS

業務委託で、実際にどの程度の効果があがっているか。質問項目はＱ１４と同一、また効果判定のス

ケールも同一。
質問内容

開発スピード

専門的知識

社内人材不

足対応
業務量変動対応

実際の効果Q15

技術

結果

2:41.7%, 1:25%, 3:16.7% 3:41.7%, 4:16.7%, 2:16.7%

4:25%, 3:25%, 2:25%,1:25% 4:41.7%, 3:25%, 5:16.7%

4:41.7%, 5:33.3%, 3:25% 5:25%, 3:25%, 1:25%,  4:16.7%

4:33.3%, 5:25%, 3:25% 3:66.7%, 2:25%, 1:8.3%

2:33.3%, 1:33.3%, 3:22.2%

1:44.4%, 2:33.3%, 4:11.1% 5:22.2%, 4:22.2%, 3:22.2%

4:33.3%,3:22.2%, 1:22.2%, 3:44.4%, 4:22.2%, 2:22.2%

2:55.6%, 3:33.3%, 4:11.1% 1:55.6%, 2:33.3%, 3:11.1%

自社経営資

源
セキュリティ・リスク

開発スピード

専門的知識

社内人材不

足対応
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委託 委託先

業務分野 業務量

委託 委託先

業務分野 業務量

質問内容

ＩＳ 実施する 75% 実施しない 25% わからない

技術 実施する 0% 実施しない 57% わからない

ＩＳ 受けている 13% いない 87% 0%

技術 受けている 13% いない 81% 6%

委託先への
過度の依存

臨機応変の
対応

セキュリティ
確保

結果

事前の不安

業務委託について、開始以前にはどのような不安をもっていたか。１（全く当てはまらない）から、５（非
常に良く当てはまる）までの間のスケールから、１つ選択。

質問内容

信頼できる委
託先

コスト低減

委託先への
過度の依存

ノーハウ流出

臨機応変の
対応

セキュリティ
確保

IS

技術

結果
2:41.7%, 1:33.3%, 4:16.7% 4:25%, 2:25%, 1:25%, 5:16.7%

2:25%, 1:25%, 5:16.7% 5:33.3%, 2:33.3%, 1:25%, 4:8.3%

1:41.7%, 3:33.3%, 2:16.7%, 5:8.3% 2:41.7%, 1:33.3%, 3:25%

Q16

2:41.7%, 3:25%, 4:16.7% 3:50%, 5:25%, 3:16.7%

1:50%, 2:33.3%, 3:16.7% 5:41.7%, 3:16.7%, 2:16.7%, 1:16.7%

2:33.3%, 3:25%, 1:25% 2:41.7%, 1:33.3%, 3:16.7%

3:33.3%, 2:33.3%, 4:22% 3:44%, 2:33%, 4:22%

3:33%, 4:22%, 2:22% 3:56%, 2:22%, 4:11%

3:56%, 2:33%, 4:11% 3:44%, 2:33%, 4:11%

信頼できる委
託先

コスト低減

ノーハウ流出

実際の問題点

質問内容 委託の継続、委託先、業務分野、業務量の、それぞれの今後の計画

実際の問題点Q17

技術

信頼できる委
託先

コスト低減

ノーハウ流出
委託先への
過度の依存

臨機応変の
対応

セキュリティ
確保

結果

4:44.4%, 1:33.3%, 3:22.2%

質問内容
業務委託で、実際にどのような問題が生じているか。質問項目はＱ１６と同一、また判定のスケールも
同一

信頼できる委
託先

コスト低減

ノーハウ流出
委託先への
過度の依存

臨機応変の

対応

セキュリティ

確保

IS

ＩＳ

継続：100% 変えない：１００％

変えない：78%, 変える：22% 変えない：44%, 増：44%, 減：11%
技術

2:55.5%, 3:33.3%, 4:11.1%

2:55.5%, 1:33.3%, 3:11.1% 2:66.65, 3:22%, 1:11.1%

3:66.6%, 2:33.3%, 2:55.5%, 1:22%, 4:11.1%, 3:11.1%

質問内容 今後の計画は東日本大震災の影響を受けているか

どちらとも言えない

どちらとも言えない
結果

震災の影響Q20

結果
今後の計画Q18

業務委託開始
計画の有無

業務委託計画の有無（業務委託未実施の企業への質問項目）

0%

43%

19
結果

継続：100% 変えない：58％、　変える：４２％

変えない：83%, 変える：17% 変えない：42%、増：42%、 減：17%
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4 章 技術アウトソーシングの構造分析とその特徴・役割

―グループ内アウトソーシング企業と独立資本アウトソーシング企業の違いの視点―

1. はじめに

前章では、技術アウトソーシングの活用状況について、特定産業として自動車産業をと

りあげ、調査・分析を行った。そして、グループ内の技術アウトソーシング企業を主体と

する活用状況について、次のような特徴を明らかにした。

①自動車メーカーおよび主要自動車部品メーカー各社では、多くの企業がその企業グル

ープ内に技術アウトソーシング企業を設立している。

②委託業務内容は、3 次元 CAD とその関連業務が主体である。

③グループ内技術アウトソーシング企業では、各車両単位や製品単位で一連のプロセス

を取りまとめての「まとめ委託」がおこなわれており、また増加の傾向がみられる。

④メーカーの資本系列には属さない単独資本の技術アウトソーシング企業も、重要な役

割を果たしているが、委託される業務は部分的に小さく切り出された「部分委託」が主体

である。

 そこで本章においては、グループ内技術アウトソーシング企業と単独資本の技術アウト

ソーシング企業の役割の違いに焦点をあて、この視点から技術アウトソーシングの構造分

析をおこなう。

2. 技術アウトソーシングの特徴

技術アウトソーシングの特徴を, 企業グループ内技術アウトソーシング企業と単独資本

の技術アウトソーシング企業の役割の違いの視点から整理すると、次の 3 点となる。

① ヒエラルキー構造の形成   

自動車メーカーおよび一次自動車部品メーカーを頂点としている。そして、それぞれの

グループ内技術アウトソーシング企業、さらに独立資本技術アウトソーシング企業の順に、

業務の流れに沿って上下に階層的につながるヒエラルキー構造を形成している。

また独立資本の技術アウトソーシング企業は一次自動車部品メーカーのグループ内アウ

トソーシング企業を主取引先としているが、さらに自動車メーカーとも取引をおこなって

いる。

② 3 段階に分かれた企業設立年代
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 企業設立の年代は、大きく次の 3 段階に分かれている。

・第 1 段階 ：1960 年前後（工機設計の受託を目的とした独立資本企業の設立）

・第 2 段階：1980 年前後（自動車産業内での各メーカーによるグループ企業設立の第 1
段階）

・第 3 段階 ：1995 年前後（組込みソフト設計を主目的とした、主力自動車部品メーカー

によるグループ企業設立の第 2 段階）

③ 「まとめ委託」と「部分委託」の違い

3 章で説明したように、委託業務の内容はグループ内企業と独立資本企業には大きな違

いがみられる。グループ内企業においては、車両単位や製品単位で一連のプロセスを委託

する「まとめ委託」が実施されている。いっぽう、独立資本企業では、一連のプロセスか

ら部分的に小さく業務を分割した「部分委託」業務が主体である。

以上の 3 点が技術アウトソーシングの特徴であるが、はじめに③「まとめ委託」と「部

分委託」の違いについて考察を加えていく。なお、①「ヒエラルキー構造の形成」につい

ては次節 3 に、②については 4 節に、それぞれ分けて詳細な考察を述べる。

「まとめ委託」と「部分委託」の違いについては 3 章で説明をおこなったが、考察を深

めるために再び同一の図 3-4 を用いて確認をおこなう。参考のために、3 章で示した図 3-4
を再度示した。

独立資本のアウトソーシング企業が、自社のホームページで説明している開発支援の業

務とは、部分的に小さく切り出された委託業務であり「部分委託」と呼んでいる。具体的

には図 3-4 に示したように、構想設計から、基本設計、詳細設計、図面作成と続く一連の

業務から設計プロセスや構成部品の切り口で部分的に小さく切り出された業務である。つ

まり、業務の役割としては、「基本設計」を実施した設計技術者の補助業務であり、メーカ

ー設計者のサポート業務である。

参考：図 3-4 設計における業務の流れと「まとめ委託」と「部分委託」による委託範囲の違い

企画・構想設計 　基本設計 詳細設計 図面作成 試作評価 生産設計

　　部分委託

　まとめ委託 Ⅰ
　　 Ⅱ
Ⅲ

基本設計
詳細設計
図面作成
試作評価
生産設計

　　　　注）筆者作成

市場調査や顧客要求仕様に基づき製品の機能を明確化し、その機能を実現させる技術の方策を
検討立案し、製品の物理的構成を実体化した「計画図」を作成する工程。

企画・構想設
計

製品の加工・組立てなどの製造工程および関連機械類を設計する工程

図面に基づいて製作された試作品を性能評価して、生産移行の可否を確認する工程。

詳細設計までの工程で決められた各仕様を図面として実体化する工程。

基本設計を基に、細部にわたる設計をおこなう工程。

「計画図」を基に、基本的な性能を検討し詳細化する工程。
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いっぽう、車輌単位や製品単位での一連のプロセスを委託する「まとめ委託」は、3 章で

述べた実務管理者へのインタビューで明らかになったように、「企画・構想設計」をベース

に「基本設計」「詳細設計」「図面作成」「評価」を含む一連の業務である。 参考に示した

図 3-4 では、その業務範囲を示す例として、詳細設計から図面作成までのⅠ、基本設計か

ら、図面作成、試作評価までのⅡ、Ⅲを示した。

業務の役割としては「部分委託」とは異なり、設計者の構想設計に基づいて、基本設計、

詳細設計、図面作成と連続して具体的に設計を実体化していくという、設計の主体的役割

を果たしているといえる。

そして、その一連の業務を技術アウトソーシング企業が自身の技術力、業務管理力にも

とづいた総合力にて対応することに特徴があると言える。

グループ内技術アウトソーシング企業と単独資本の技術アウトソーシング企業による、

この委託業務の質の大きな違いの発生原因については、5 章「設計プロセスと設計知識」

で理論的考察を加える。

次に、グループ内企業と独立資本企業との比較視点から見えてきた他の 2 つの特徴につ

いて、その詳細を述べていく。

3. ヒエラルキー構造 

3.1. その構造と役割分担

まず 3 章の調査結果から見えてきた、自動車産業における技術アウトソーシングの構造

を図 4-1 に示した。図 4-1 では製品の取引関係を破線（- - - -）で示し、技術アウトソーシ

ング業務での取引関係は実線（   ）で示した。

図 4-1 からは、自動車メーカーを頂点としたピラミッド構造が、技術アウトソーシング

においても見られる。

具体的には、自動車メーカーおよび一次自動車部品メーカーを頂点とし、それぞれのグ

ループ内企業、そして独立資本企業と、上下に階層的につながるヒエラルキー構造を形成

している。

先に述べたように、自動車メーカーや一次自動車部品メーカーのグループ内技術アウト

ソーシング企業では、車輌単位や製品単位での一連のプロセスの委託を、「まとめ委託」と

してまかされる技術力・管理力を備えた企業が存在している。そして、国内地方拠点の設

立、海外拠点の設立・運営までを担う企業が見られる。

つまり、その役割においては前にも述べたように、基本設計から後の工程を全て担う、

文字通りの設計の主体的役割を果たしている。

いっぽう、そのグループ内アウトソーシング企業から業務の委託を受ける独立資本アウ
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トソーシング企業では、自社の技術力に応じて、その一部分の委託を受ける「部分委託」

の役割分担の構造となっている。

図 4-1  技術アウトソーシングの産業構造図

注）筆者作成

3.2.  需要変動への対応のしくみ

また、このヒエラルキー構造が形成される背景としては、景気変動にともなう技術業務

量変動への対応の仕組みが存在する。つまり、景気変動にともない開発車種の増減などに

より技術業務量は大きく変化する。具体的には、自動車メーカーが意図する開発車種計画

数の増減は、技術業務量の変化として自動車メーカー自身そして一次部品メーカー、二次

部品メーカーへと波及していく。

そして、その変動をグループ内技術アウトソーシング企業が、さらに独立資本アウトソ

ーシング企業が、技術者人員数の増減として対応する構造となっている。より具体的には、

ヒエラルキー構造の最後に位置する独立資本アウトソーシング企業が、その変動の多くの

部分を吸収する構造が形成されている。

この技術アウトソーシングでのヒエラルキー構造とその役割の関係は、IS サービス産業

自動車メーカー
一次自動車
部品メーカー

一次自動車
部品メーカー

二次自動車部品
メーカー

二次自動車部品
メーカー

グループ内
技術OS企業

グループ内
技術OS企業

グループ内
技術OS企業

独立資本
OS企業

独立資本
OS企業

独立資本
OS企業

製品での取引関係を示す

技術OS業務での取引関係を示す

同一企業グループを示す

OS：アウトソーシングの略
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における関係と、ほぼ同一と考えられる。なお、IS サービス産業でのヒエラルキー構造に

関する先行研究内容については、1 章 3.「アウトソーシングをめぐる先行研究の到達点

と課題」の 3.2.「プロセス論的アプローチ」の⑧その他、において述べた。

そして、この技術アウトソーシングにおける構造と需要変動対応への役割の関係は、3
章 4.1. 「トップ・インタビュー訪問」で述べた主要独立資本企業への社長インタビューで

の回答からも明らかである。各独立資本企業は、この構造と役割の関係を充分に認識して

いるといえる。

そして、その認識は各独立資本企業の企業行動として、得意先企業数の多さとして明確

に表れている。「トップ・インタビュー訪問」を行った 3 社を具体例として検証すると、

各社ホームページからの調査結果では、従業員数と得意先企業数との関係では、約 1,400
名の社員数で得意先は 35 社以上、約 600 名で 10 社以上、約 260 名で 27 社以上である。

各社毎に得意先 1 社当たりの社員数の単純平均値でみると、10～60 人[社員数/得意先

数]と開きがあるが、得意先 1 社当たりの社員数としては小人数と言わざるを得ない。

その理由は、業務管理や人事・労務管理など管理コストの視点からは、技術アウトソー

シング企業においては、得意先1社当たりの人数は約30~40人以上が望ましいからである。

この得意先あたりの人数は、独立資本アウトソーシング企業トップへのインタビュー訪問

で得られた情報である。

4.  段階的企業設立の背景

次に、本章 2.「技術アウトソーシングの特徴」の②で示したように、独立資本企業とグ

ループ内企業の全体を見渡した場合に、企業の設立年代が大きく 3 段階に層別されること

について考察を加える。

4.1. 独立資本技術アウトソーシング企業の設立 －1960 年代－

図 4-2 に 1960 年前後における日本の民間設備投資の前年度増加率を示した。この図 4-2
からは、1956 年から 1975 年頃までの民間設備投資の増加率は、年度により増減はあるも

のの 30%前後の非常に高い増加率であることが明らかである。この民間設備投資率の高さ

は、工作機械、組み付け機械、冶具・工具類などの工機関連の設計・開発・生産・販売の

需要が大きく増大していたことを意味している。その結果として、この需要を狙いとした、

機械設計・製図業務の請負企業の設立が増大したと考えられる。この事実は、3 章 4.1.で
述べた日本機械設計工業会に所属する数社の企業が開設しているホームページでの企業概

要紹介にも見られる。例えば、1955 年設立の中央エンジニアリング（株）1のホームペー

1 中央エンジニアリング（株）設立：1955 年、社員数：472 名（2012/3）、売上高：39 億円、業務内容：

航空機：自動車関連部品の設計・開発
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ジでは、「航空機の冶工具設計が創業の原点」の記載がみられる。また、1976 年設立のエ

ース設計産業（株）2の H/P では「各種産業機械の設計製図を主力とし創業」の記載がみ

られる。

そして、日本機械設計工業会所属の多くの企業は現在の業務内容として、各社のホーム

ページにおいて「3 次元 CAD データ入力」「自動車関連部品の設計・開発」を掲げている。

 この過去と現在の事業内容から見えてくるのは、次のことである。「工作機械関係業務受

託を目的として、1960 年代頃より設立された独立資本の技術アウトソーシング企業は、現

在その多くは業務分野を自動車および自動車関連部品の設計・開発業務の受託へと展開・

拡大している」

図 4-2 日本の民間設備投資および国内総支出の対前年度増加率（1956～1998 年度）

2 エース設計産業（株）設立：1976 年、社員数：170 名、業務内容：機械設計、電機設計業務の請負
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4.2. 自動車産業内でのメーカーによるグループ企業設立の第一段階 ―1980 年前後―

4.2.1. 輸出台数増加による技術業務量の増大

前節で述べた、独立資本企業の「自動車関連への業務拡大」は 1970 年前後から開始さ

れた。この時期に自動車産業界では北米を中心とした輸出台数が急激に拡大し、1970 年か

ら 1975 年の 5 年間で、その増加率は 45%以上に達している（吉田信美 2008）。したがっ

て、自動車産業界では各企業・各部門での技術業務量が急拡大し、その対応として、独立

資本の技術アウトソーシング企業への業務委託ならびに技術者の派遣要求を拡大していっ

たと推測される。

 ちなみに、2 章 2.「アウトソーシング業界の枠組み」で技術者派遣の中心企業として

紹介した、東海地区に主要拠点を構えるメイテック（株）3の設立は 1974 年である。この

設立年代も、自動車業界からの技術者人材への需要の高まりが背景にあることは容易に想

像されることである。

 このような自動車業界における技術業務量の拡大、技術者の不足、技術業務の外部委託

の増加などを受けて、自動車メーカーおよび自動車部品メーカー各社においては、自社グ

ループ内での技術アウトソーシング企業の設立が実施されていったと推定される。

そして、その自社グループ内での技術アウトソーシング企業は、先に述べたように自動

車メーカーでは 1980 年前後、主要自動車部品メーカーでは 1985 年前後に設立されていっ

た。

4.2.2. 企業史からの子会社設立背景の調査

 この自動車メーカー、主力自動車部品メーカーによるグループ内技術アウトソーシング

企業設立の背景については、上に述べたように推定の域を出ていない。設立の背景の核心

に迫るべく、自動車メーカー各社の企業史の調査をおこなった。しかし、乗用車メーカー

7 社、商用車メーカー2 社の企業史を調査したが、技術アウトソーシング子会社設立の経

緯、背景などに触れているのは 2 社のみであった。そして、その内容も以下に示すように、

設立の事実に関して簡単に言及しているだけである。

具体的には、「「富士重工業 50 年史（1952～2003 年）、「六連星はかがやく」」において

は、1985 年 3 月設立の富士テクノサービス(株)に関して、他企業と「～グループ経営基盤

確立の布石として、関係会社を相次いで設立した」との記載である。

 さらに、1988 年 7 月に社名変更して設立された三菱自動車エンジニアリング(株)に関し

ては、1993 年発行の「三菱自動車工業株式会社史」において次のように述べられている。

「開発・設計業務を補完するエンジニアリング会社として発足～、～コンポーネント開発

3 メイテック（株）設立：1974 年、社員数：5,822 名（2012/3）、売上高：669.5 億円(2012 年度) 
 事業内容：技術者派遣、東証 1 部上場、
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設計、特装車開発設計、海外サービス支援などに業務拡大」との記載である。

また、主力自動車部品メーカーでは企業史そのものの発行が限定されており、（株）デン

ソー、（株）アイシン精機、（株）豊田自動織機などごく少数の企業だけである。そして、

いずれの企業史においても、技術アウトソーシング子会社設立の記載はみられるが、設立

の経緯・背景などの記載は認められなかった。

そこで目を転じて、1969 年から多くの子会社の分社設立をスタートした日本電気（株）

（下谷政弘、2006）を初め、富士通、三菱電機など電機業界の企業史により、技術アウト

ソーシング子会社設立の経緯、背景の調査を実施した。その結果、1962 年 2 月設立の三

菱電機（株）の技術アウトソーシング子会社（株）菱電エンジニアリング（三菱電機エン

ジニアリング（株）の前身）に関して、その設立の背景と目的の明確な記述が認められた。

それは、「三菱電機エンジニアリング 30 年史」において次のように述べられている。

4.2.3.  三菱電機エンジニアリング（株）企業史にみる会社設立の背景

三菱電機エンジニアリング（株）は資本金 10 億円、従業員数 4,943 名（2013 年 4 月 1
日現在）売上高 900 億円超（2012 年度）の三菱電機（株）が全額出資する、日本を代表

する技術アウトソーシング企業である。その事業内容は三菱電機（株）向け開発・設計を

主体として、電子機器設計ソリューション、e-ソリューション&サービス、産業・FA シス

テム、映像・冷熱応用機器製品を生産提供している（三菱電機エンジニアリング（株）ホ

ームページ http://www.mee.co.jp/index.html）。
 つぎに、「三菱電機エンジニアリング 30 年史」における企業設立に関連する記載内容を

示す。

「昭和 36 年頃の経済産業界は、いわゆる岩戸景気の成熟期にあたり、政府の所得倍増計

画や新道路 5 カ年計画が策定された時代であった。経済の急激な成長にともない設備投資

が急増して、電機業界は極めて繁忙であった。工場設備の生産能力の拡充もさることなが

ら、激増する需要に見合って設計部門の技術陣容を強化することは容易ではなく、設計製

図の遅延が生産の隘路となっていた。こういう悩みは各企業とも共通しており、その対策

の１つとして、企業自ら設計製図を専門とする会社を設立し、自社で長年の経験のある技

術者を移籍してそのグループ外への流出を防ぐとともに、新規採用の人材を育成して技術

陣容の拡充をはかる動きが出てきた。設立目的に多少の差異はあるが、日立エンジニアリ

ング、東芝エンジニアリング、西菱エンジニアリングなどである」

 先に述べたように、（株）菱電エンジニアリングの設立は 1962 年である。本研究が対象

としている自動車産業での技術者需要増の動向は1970年代から1980年代に焦点をあてて

おり、時代が多少異なっている。しかし、1980 年代の自動車メーカーおよび自動車部品メ

ーカーでの技術アウトソーシング企業の設立の背景には、上記の電機産業と同様な考え方

があったのではないか、と推定される。
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その理由としては、1980 年代の経済状況としては、言うまでもなく日本経済はバブル景

気への突入段階にある。また、自動車産業界は、北米を中心とした輸出台数が 1970 年から

1975 年の 5 年間で 45％以上増加し、さらに総生産台数では同じ期間で 529 万台から 694

万台と 30%も大幅に増加している（ちなみにアメリカ自動車産業の総生産台数は 828 万台

から 899 万台と停滞している）。つまり、自動車産業界では、国内および北米市場のニーズ

に対応するための開発車種の増加と、これに対する技術的開発力の不足とくに設計製図部

門の人員不足が、各メーカーの大きな課題となっていたと推測される。そして、1970 年代

から 1980 年代の自動車産業界各社が、「三菱電機エンジニアリング 30 年史」に記載され

ている設立時の社会情勢、その対応の考え方等を先行事例として調査・分析し、参考とし

たことは充分に考えられるからである。

 これより、自動車メーカー、主要自動車部品メーカーによる技術アウトソーシング子会

社設立の狙いは、設計部門の技術陣容の強化を、自社自らの手で人材の採用・育成から幅

広い視野で実施することにあったと推測される。そして当初の具体的目的・役割としては、

①設計製図を専門とする技術者人材の育成、②経験技術者のグループ外流出防止、にあっ

たと考えられる。

4.3. 自動車産業内でのメーカーによるグループ企業設立の第二段階 ―1995 年前後―

4.3.1. ソフトウェア設計関連の子会社設立

1989 年設立のカルソニックカンセイ（株）の子会社シーケーエンジニアリング（株）、

1991 年設立のデンソー（株）の子会社デンソークリエイト（株）などが、この範疇である。

なお、新会社設立ではなく既設の技術アウトソ－シング子会社が新たな業務領域として、

このソフトウェア設計業務に対応した動きも見られる。その具体例としては、アイシン精

機（株）の子会社アイシンエンジニアリング（株）や、デンソー（株）の子会社デンソー

テクノ（株）などである。ただし、その既設の技術アウトソ－シング子会社が、新たにソ

フトウェア設計業務に対応した年代を明確に把握することはできなかった。

このような動きの背景は、1970 年代以降での顕著な自動車における電子化の進展である

（香月、2013）。この電子化の進展は、さらに 1990 年代のカーナビゲイションを始めとし

た自動車の情報化により、その勢いは一段と加速した。現在の高級車では、マイコンが車

一台当たり約 100 個搭載される時代となっている。それにともないマイコンを動作させる

ためのソフトウェアの量も加速度的に増大していった。そして、製品の設計・開発段階に

おいて、ソフトウェア設計への対応が量・質さらに機密保持などの観点から、最重要課題

の１つとなっていった。

この対応策の１つとして、ソフトウェア設計・開発関連を専業とする技術アウトソーシ

ング企業が自社グループの子会社として設立されていった。そして、この動きは IT 関連

企業の活発な海外活用の動きと連動しながら、グループ内技術アウトソーシング企業自身

による廉価で優秀な海外技術者の活用、つまり海外関連企業設立などに具体的に発展し展



78 

開されている。

4.3.2. ソフトウェア設計の特異性

 このソフトウェア設計に関する事業展開の流れを理解するには、ソフトウェア設計・製

造の工程が従来の「モノづくり」の概念とは大きく異なることを知る必要がある。その違

いは大きく 2 点あり、次に簡単に説明する。

第 1 点は、ソフトウェアにおいては従来の「モノづくり」の考え方に基づく、目に見え

る実態としての「モノ」が存在しない。つまり、「モノ」を作る工程が存在しない。従来の

考え方や呼び方では「製造工場」「製造工程」と呼ばれる、多くの機械が設置され、多くの

作業員が部品の加工や組付けなどをおこなう場所や工程が存在しないのである。

 それに代わるものが、コーディングと呼ばれる作業である。コーディングは一般的には、

ソフトウェアの仕様をプログラムで実現するプログラミング作業の中でも、とくにプログ

ラム設計をおこない導き出されたアルゴリズムを、プログラミング言語を用いて符号化す

る作業のことをさしている。

 第 2 点は、従来の「モノづくり」とコーディングとの違いは、その作業実施者自身と作

業の自動化（機械化）度にある。具体的には、コーディングの作業実施者には、情報工学

の基礎知識と実際に取り扱うプログラミング言語の詳細な知識が要求される。つまり、技

能者ではなく、知識を備えた技術者が必要なのである。従来の「モノづくり」では、ほと

んどの組み立て作業は単純作業の積み重ねであり、繰り返しであり、専門工学知識は要求

されなかったのである。

 さらに、コーディングの自動化率は非常に低く、ソフトウェア仕様やプログラミング言

語により違いはあるが、一般的に自動化率は 10～20%といわれている。つまりほとんどが

技術者自身による手作業である。この 2 つが従来の「モノづくり」との大きな違いである。

そして、先に述べた自動車の情報化、各種システムの自動制御化などにともなうソフト

ウェア量の加速度的な増大は、このコーディング作業量の爆発的な増加として各自動車メ

ーカー、自動車部品メーカーの大きな課題となっていった。また現在も依然として大きな

課題の１つとなっている。

 この作業量の爆発的な増大にともなう IT 技術者需要増と日本における人件費上昇の課

題解決策として、低賃金で優秀な大卒 IT 技術者を育成している東南アジア諸国が注目さ

れ、グループ内技術アウトソーシング企業がその活用を目的として諸活動を展開している

のである。

5. 技術アウトソーシング企業の役割 ―「設計補助」と「設計分担」の違いの視点―

自動車産業における技術アウトソーシングの構造とその特徴について述べてきたが、本
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節では本研究のテーマである技術アウトソーシングの役割について考察を加える。

 自動車産業内の各社がグループ内に技術アウトソーシング子会社を設立するにいたった

経済環境やその設立の目的については、本章 4.2.3.において、「三菱電機エンジニアリング

30 年史」の記述内容を参考にして考察をおこなった。

 それによれば、グループ内技術アウトソーシング子会社の設立目的そして役割は、「自社

内で設計製図の技術者を育成し、技術陣容強化の一翼を担う」であったと考えられる。つ

まり設立当初の役割は「設計補助」である。

 また、今まで述べてきたように現在の活動内容は、車輌単位や製品単位での一連のプロ

セスを委託する「まとめ委託」が実施されている。この委託形態はもはや会社設立時点の

「設計補助」ではなく、実質的「設計分担」と考えられる。

具体的には、現在の活動は、委託元における一連の設計業務の流れの一部分を、分けて

受け持ち、分担していると考えられる。そして、その分担範囲は、「まとめ委託」と呼べる

一連の流れへと広がっていったと考えられる。

この役割の違いを、あらためて本章 2.「技術アウトソーシングの特徴」に示した、図 3-4
「設計における業務の流れと「まとめ委託」と「部分委託」による委託範囲の違い」による委

託範囲の違い」で考察する。

図 3-4 から分かることは、「部分委託」は文字どおり設計の流れの一部を部分・部分に

細切れにしての委託である。この「部分委託」においては、委託側設計者が切り出し、そ

して点検して受領する手間暇は、細切れであるがゆえに、合計すると膨大な時間となる。

そして、一連の設計プロセスは全て設計者が担っており、技術アウトソーシングの役割は

「設計補助」と言わざるを得ない。

いっぽう、一連のプロセスをまとめて委託する「まとめ委託」は、「企画・構想設計」か

ら「基本設計」「詳細設計」「図面作成」へと続く設計工程において、「企画・構想設計」を

除くほとんど全ての設計工程が委託されている。委託先の役割としては、業務を分担し、

実質的な設計主体として設計を推進している。すなわち、技術アウトソーシングの役割と

しては、「設計補助」から「設計分担」へと変化していると考えられる。

以上述べてきた「まとめ委託」による技術アウトソーシングの役割変化は、委託元の自

動車メーカーや主要自動車部品メーカーからの視点では次のように言えると考える。

技術アウトソーシング子会社による「まとめ委託」実現前には、委託元であるメーカー

内で製品設計を担当する技術部は、新規開発製品から類似製品設計までの全製品について、

企画・構想設計からの全設計工程を担当していた。

しかし、｢まとめ委託｣の実現により、グループ内技術アウトソーシング子会社が基本設

計以降の工程を担当できる外部の技術部として成長し、類似製品の設計業務などのアウト

ソーシングが可能となった。これにより、同一企業グループとしての設計技術人員の強化

が図られ、委託元メーカーの技術部は製品競争力の根幹である「企画・構想設計」のさら

なる強化が実現可能となっている。
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 さらに「設計補助」の役割は、グループ内技術アウトソーシング子会社と独立資本技術

アウトソーシング企業の双方が担う構図となり、需要変動や技術難易度の対応力が向上し

ていると考えられる。

6. おわりに

 本章では、技術アウトソーシング構造の特徴として、①ヒエラルキー構造の形成、② 3
段階に分かれた企業設立年代、③「まとめ委託」と「部分委託」の役割の違い、の 3 つを

とりあげ考察を加えてきた。

 さらに、この 3 つの特徴を総括し、自動車産業における技術アウトソーシングの役割と

その変化について明らかにした。

 自動車メーカーや主要自動車部品メーカーがグループ内技術アウトソーシング子会社を

設立して約 30年が経過したが、その間に自動車関連技術も大きく変化してきたといえる。

技術アウトソーシング企業は、当初の企業設立の役割を果たすとともに、大きな技術変

化に対応しながら成長していった。そして、設計技術力・業務管理力などを構築して「ま

とめ委託」推進の役割を担える段階に達している。

 ただし、技術アウトソーシング企業の内部構造をみると、グループ内企業と独立資本企

業との間には大きな違いがあり、大きくは「まとめ委託」と「部分委託」に分かれること

が明らかとなった。この大きな違いは、設計活動そのものに起因するとみられる。

設計は、自然界には存在しない人工物を具現化するという人間のきわめて創造的な行為

であり、設計を担う設計知は、人から人への伝達が難しい暗黙知が主体をなしている。す

なわち、設計に関わる暗黙知は、過去にその設計活動を経験した人間が個人の知識とし保

有しており、その継承には、本人の移動や、積極的継承活動の展開が必要な条件となる。

それゆえ、「まとめ委託」を担うのはグループ内企業に限定され、独立資本企業ではその

仕組みの構築が難しく「部分委託」を余儀なくされているとみられる。

以上をふまえて、次の 5 章においては、この「まとめ委託」と「部分委託」の役割の違

いについて、原点である設計行為にまでさかのぼり考察を加えていく。
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5 章 設計プロセスと設計知識 

1. はじめに 

 前章では、技術アウトソーシングの構造について、その特徴さらに設立背景にまでふみ

こんで考察を加えた。そして、グループ内技術アウトソーシング企業と独立資本技術アウ

トソーシング企業の役割は、「まとめ委託」と「部分委託」に大別されることを明らかにし

た。

 これをふまえて本章では、技術アウトソーシング企業により役割の違いが発生する要因

について、設計プロセスや主な設計活動にまでふみこんで考察をおこなう。

さらに、その違いは設計知としての暗黙知を活用する度合が各設計プロセスにより変化

することに起因する、との仮説を構築するとともに、この仮説を設計現場での実務管理者

インタビューにより立証していく。

また、設計に関わる暗黙知の継承の仕組みは、グループ内技術アウトソーシング企業と

独立資本技術アウトソーシング企業では異なり、その仕組みの違いが暗黙知の保有レベル

の違いとなって表れている、ことを明らかにしていく。

2. 設計における暗黙知の重要性

 設計は、自然界に存在しない人工物を具現化するきわめて、創造的な行為である。なぜ

なら、具現化したい人工物の要求仕様を実現するには数多くの方法が考えられ、その方法

毎に具現化の達成度もその問題点も全てが異なるなかにあって、どの方法が実現の可能性

が高いかを検証し、見極め、決定していかなければならないからである。

その見極めには、過去の開発経験に基づいたノウハウが重要であり、これに加えて幅広

くかつ深い工学的知識が必要となる。過去の作業を通じて生み出され設計者の個人的な知

識として体化されたノウハウ、いわゆる暗黙知、が重要な役割を果たしている。さらに、

それに加えて幅広くかつ深い工学的知識が必要で、暗黙知を内的に検証し確かなものにす

る役割を担っているとみられる。両者を統合した設計のノウハウと知識（いわば「設計知」）

は、設計活動を通して体得される。

しかし、独立資本アウトソーシング企業には、創造的な行為である設計業務に必要不可

欠な「設計知」とりわけ暗黙知を修得・継承する仕組みが、その企業構成から、存在しな

い。したがって、独立資本アウトソーシング企業では一連の設計業務の「まとめ委託」を

遂行することが難しいと考えられる。

以上より、「まとめ委託」と「部分委託」との役割の違いが生じる大きな要因は、設計に
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関する「暗黙知の習得・継承の仕組みの違い」の視点が有効な切り口であると考える。そ

して、この違いの発生する要因について、「設計とは何か」、「具体的設計のプロセス」、「設

計に必要な知識とは」、「設計の定義」、「設計プロセスと必用知識」、「暗黙知の継承」の順

に考察を加えていく。

3. 設計とはなにか

一般的に設計と言えば、設計ハンドブックなどを片手に、ギヤの諸元計算や材料の選定、

電子回路のトランジスタの選定や抵抗・コンデンサーなど電子部品の定数の割り出し、な

どがイメージされることが多い。

しかし、これは設計のほんの一部分である。「モノづくり」によって、今まで存在してい

なかった「モノ」が社会に新しく産み出され、広く社会に利便性や快適性などをもたらし

ているように、「モノづくり」の設計はきわめて創造的な行為が主体である。

「モノづくり」実現のためには、数多くの具体的な実現の方法が考えられる。しかし、

その方法毎に具現化の達成度もその問題点も全てが異なってくる。したがって、その数多

く考えられる方法の中から、どの方法が実現の可能性が高いかを検証し、見極め、決定し

ていくことが重要である。

そこで、設計とはなにかについて、具体的な設計プロセスと主な活動、活用される知識

などに関して掘り下げ、さらに定義付けをおこなっていく。

3.1. 設計プロセスと主な活動

3.1.1.  具体的な設計プロセス

設計という人間の知的行動、そこに分析の目が注がれ、設計工学、一般設計学などが誕

生したのは、1980 年前後と比較的最近のことである。

 設計工学（赤木、1991）では、設計プロセスを次の 5 ステップに分けて記述している。

上流から設計要求、概念設計、基本設計、詳細設計、生産設計の 5 段階である。また、狭

義の設計の範囲としては、概念設計、基本設計、詳細設計の 3 ステップと述べている。

この考え方は、筆者が 3 章で示した設計プロセス（図 3-4「設計における業務の流れと

「まとめ委託」と「部分委託」による委託範囲の違い」）とは、2 つの点で異なっている。

第 1 の相違点は、「図面作成」｢試作評価｣のステップが、赤木の考え方には含まれてい

ないことである。すなわち、製作部署に設計の意図を正確に伝えるための「図面作成」、お

よび試作品などの実物により機能・形状などの評価を行う「試作評価」の活動が、いずれ

も設計プロセスに含まれていない点である。その理由としては、CAD や CAE の導入によ

り、これらのプロセスが基本設計や詳細設計に前倒しされつつある技術の動向を考慮して

の判断と推測される。
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しかし、日常の設計活動においては、図面作成の段階で設計の基本的問題が発見され、

基本設計や詳細設計に戻ることは、しばしば発生することである。また、試作品による機

能・形状などの評価活動での問題発見・不具合の気付きなども、同様にしばしば発生する

現象である。そして、そのつど基本設計や詳細設計、場合によっては出発点の概念設計へ

戻る場合も発生する。つまり、「図面作成」および「評価活動」は、設計活動の一部であり

重要な活動でもあるので、設計プロセスに加えるべきと考える。

 第 2 の相違点は、（設計活動の最初の過程である）設計ニーズに合う設計案を作り出す

過程については、赤木氏は「概念設計」と呼んでいるが、「構想設計」という表現に変更し

たことである。

広辞苑（広辞苑、第 3 版、1986）によれば、「概念」は「①事物の本質を捉える思考の

形式，②大まかな意味・内容」、「構想」は「①考えを組み立てること、②芸術作品を製作

する場合、主題・仕組み・思想内容・表現形式などあらゆる要素の構成を思考すること」

とある。

設計において最初に行うのは、要求される多くの仕様を満足し具現化できる具体的方式

の骨組みを考え・創り出すという活動である。それは、まさに「構想」に他ならない。「構

想」こそ、その活動をより適切に表現できる語句であると考える。また自動車産業では、

設計活動において設計者は日常的に「構想設計」と呼んでいることも、「構想設計」を選択

する理由である。

以上をふまえ、本研究においては、設計プロセスとは「企画・構想設計」「基本設計」「詳

細設計」「図面作成」「試作評価」「生産設計」の 6 ステップとして取り扱っていく。

さらに、狭義の設計ステップとしては「企画・構想設計」から「試作評価」までの 5 ス

テップとする。「生産設計」は、「モノ」をどう製造するかを取り扱う領域である「生産工

学」「生産技術」として、「設計技術」と層別されているからである。

この考え方を基本にして、「設計プロセスと各設計ステップでの主な活動」を、図 5-1
に示した。

3.1.2.  設計プロセスにおける主な活動内容

 図 5-1 にもとづき、「主な活動内容」の欄を主体に、各設計プロセスの概略を説明する。

まず「企画・構想設計」は、設計のニーズにあう設計構想案を作り出す過程である。具

体的には、要求される機能を実現するための方法を作り出す段階である。つまり、無数に

ある実現のための方法の中から成功する方法を選び出す活動である。そして、「要求仕様の

確定」からその内容を「定義」し、各機能を満たす具体的方法を「創成1」し、それを「評

価」するのが主な活動内容となる。そのなかでも方式の「創成」が主活動となる。

1 「創成」とは、一般に「新しいモノを初めて作り上げること」（広辞苑 第 3 版）を指す。企画・構想

設計では、具体的な設計解を探索することは最も難しい。それゆえ、設計者の創意を必要とし、さらには

部分ならびに全体での成立性を探索し設計解を確定する必要がある。この一連の活動を表す言葉として、

赤木氏は『設計工学』において「創成」という語句を用いており、本論文においてもそれに準じた。
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次の「基本設計」は、「構想設計」で得られた結果を基に具象化する活動である。具体的

には設計モデル2の作成とその工学的解析により、その方式の妥当性検証と構造や材料など

の諸元の検討が「主な活動」である。

図 5-1 設計プロセスと各設計ステップでの主な活動

設計プロセス 設計ステップ
要求仕様の検討 知識・情報

要求仕様の確定

問題の固定

定義

機能の明確化と部分機能への分割

部分機能を満たす解の探索 創成

全体機能を満たす全体解の合成

好適な解組み合わせの選定

設計解の確定

技術的、経済的指標による設計解の評価 評価

設計解の決定 意思決定

工学的設計解析と評価

信頼性・安全性・意匠などの解析と評価

構成機器仕様、構造方式などの最適化

レイアウトの決定

図面作成 図面作成

試作・評価 評価

注）赤木新介（1991)『設計工学』に基づき、図面作成、評価プロセスなどを加えて筆者作成

図面作成

評価

主な活動内容

企画・構想設計

基本設計 好適方式を実現する機器構成、構造などの設計
モデル作成

設計モデル作成
＆工学的解析

詳細設計
最適仕様・方式の
検討＆決定

 「詳細設計」は、「基本設計」の結果をもとに、さらに詳細構造、詳細形状、詳細寸法、

詳細レイアウトなどを決定する活動である。

 「図面作成」は、前段階（「詳細設計」）で決定された形状、寸法、材質、特性などの全

2 製品の主要な構造、形状、機構などを具体的に定めるために行う 3 次元 CAD による CAE 解析活用な

どのための、3 次元的な形状モデルなどを表す。



85 

情報を、生産部署へ明示・伝達するための図面・仕様書などを作成する活動である。

 最後の「評価」は、図面に基づき作成された試作品の動作・機能・形状などが設計者の

意図どおりであるか、設計者の意図が要求仕様に適合しているか、などを実物の試作品で

評価する段階である。現在では、多くの機能確認が、設計のディジタル化により、CAE
（Computer Aided Engineering：コンピュータ支援解析）によってコンピュータ内で処

理・実行できるようになりつつある。しかし、いまだ全ての確認がコンピュータ内で処理

できる段階にはなく、多くの製品ではこの「評価」は欠くべからざる工程である。

3.2. 設計活動と知識

 前節 3.1.2.で設計活動の細部について説明してきたが、次に設計活動において必要な知

識は何かについて述べていく。

 野中郁次郎はその著書『知識創造企業』にて、「「設計力」である関連諸知識は「暗黙知」

と「形式知」に分けられる」と述べている。なお、「暗黙知」と「形式知」については、次

のように定義している。

暗黙知：非常に個人的なもので形式化しにくく、他人に伝達して共有することが難し

いものである。

形式知：言葉や数字で表すことができ、厳密なデータ、科学方程式、明示化された手続

き、普遍的原則などの形でたやすく伝達・共有することができる。

この定義に従えば、技術の分野では具体的には次のように分類される。

暗黙知：巧妙な構想設計解、見事な設計スケッチをサッと書き出して見せる能力など。

形式知：工学理論、テキスト、技術仕様、種々のマニュアルなどであり、工学知識は形   

    式知に分類される。（中島、1995）
 また、ポランニーは次のように定義している。

暗黙知：特定状況に関する個人的な知識であり、形式化したり他人に伝えたりするのが  

    難しい。

形式知：明示的な知すなわち「形式知」は形式的・論理的言語によって伝達できる知識   

    である。(Polanyi,M.1966) 
 これらの定義・分類からもわかるように、暗黙知は言葉での表現が難しい概念である。

しかし、前述の中島が述べている暗黙知の具体的分類内容によれば、具体的な暗黙知とは

「巧妙な設計解」、「見事なスケッチを書く能力」などとされている。この暗黙知の活動は、

図 5-1「設計プロセスと各設計ステップでの主な活動内容」で示した活動内容での、構想

設計の「創成」「評価」の活動で要求されている能力に、ズバリと該当していると考える。

 つまり、構想設計の主な知識活動では工学理論やテキストなどの形式知ではなく、他人

に伝えるのが難しい個人の経験などにもとづく、「暗黙知」が主役となることを示している。

 この設計活動における暗黙知の重要性については、先行研究の中でも述べられている。

先行研究によれば、「工学的な理論を組み合わせるだけでは商品設計はできない。中心的な
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活動は、設計目的や要求に合致した、ある設計解を求めることである。より具体的には、

設計目標や要素技術、工学理論などを考慮しながら、ある設計解の仮説を創出する（仮説

創設活動）。そして、その設計解が目的や要求などのさまざまな条件を満たすか否かを検証

する（検証活動）。そして、さまざまな条件を満たすならば、それが１つの最終的な設計解

として採用される（吉川 1993、延岡 2006）」と述べられている。

さらに、「設計解の仮説を創出し検証する過程自体が、商品の質と効率を決める。そして、

この仮説創設と検証の試行錯誤サイクルを繰り返す知識は、この過程を繰り返すことによ

って学習できる。いわゆる暗黙知である(延岡 2006）」などと述べられている。

3.3. 設計の定義

 前節までにおいて、設計に関するプロセスや必要な知識などについてみてきたが、本節

ではそれらをまとめて、本研究における設計の定義として述べていく。

設計とは何か。先行研究によれば、次のような定義がみられる。

 (1)設計とは、設計対象に関わる工学的知識を前提とし、それらを組み合わせて要求仕

様を最適かつ具体的に実現する仮説を創出する行動であり、この仮説が工学的に実証され

ればそれが設計結果となる。（中島 1997.6）
(2) 設計は、人間が必要とする機能を一つの製品（システム）として具現化する過程で

ある。（赤木 1991.1 ）
(3) 設計は、人工物生産の際に、そのあるべき姿を定義する人間の創造行為である。

  （富山哲男 2002.12）
(4)・ある目的を具体化するもくろみ。

・製作・工事などにあたり、工費・敷地・材料および構造上の諸点などの計画を立て、

図面その他の方式で明示すること。（広辞苑、第 3 版、1986）
以上の 4 例を取上げたが、それぞれに課題を抱えているとみられる。

(1)は、設計ステップの中でも構想設計に重点を置いており、その他の活動がほとんど含

まれていない点が問題である。

また(2)(3)は、人間は道具を工夫し取り扱う動物であり、その道具を工夫し産み出す活動

の全般を設計活動とみなしている。したがって、やや抽象的な定義であり、現在の産業界

での「モノづくり」における設計活動に対して適用するには、やや抽象的過ぎる定義であ

ると考える。

(4)は、建築物の設計に重点を置いた定義であり、適用範囲が限定されると考える。

 そこで本研究においては、産業界での「モノづくり」に焦点を絞り、工学的知識の重要

性、生産現場への設計意思の正確な伝達の重要性を織り込んで、次のように定義してこれ

からの議論を進めていく。

「設計とは、人間が必要とする機能を 1 つの製品（システム）として具現化する過程で

ある。設計対象に関わる工学的知識を前提とし、それらを組み合わせて要求仕様を最適か
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つ具体的に実現する営みである。また、それに必要な形状・材質・特性などの諸情報を、

図面その他の方式で作成・明示する行動も含まれる」。

4. 設計プロセスと暗黙知の活用

 設計は、今まで社会に存在していなかった人工物を創造する、きわめて創造的な活動で

あり、その実現には人間が経験的に体得する暗黙知を活用する必要があることを繰り返し

述べてきた。

しかし、設計の全工程にわたって、前述したように暗黙知を活用する程度が高いわけで

はない。設計の各ステップにおける、かなり多くの局面で論理的に、したがって形式化さ

れたプロセスのもとに設計解が得られる場合も多いと考えられる（中島、1995）。
そこで、各設計プロセスにおいて暗黙知の活用程度はどう変化するのか、の視点から各

設計プロセスとその主な活動の検証をおこなった。

なお、設計プロセスの各工程における、暗黙知の活用程度の変化に関する分析は、先行

研究では見当たらない。そこで、筆者の実務体験、すなわち長年にわたる製品設計技術者・

リーダーとしての活動の中で体得した知見、いわば自らの暗黙知にメスを入れる。

以下は、その形式知化を図るなかで、設計プロセスにおける「暗黙知」の役割と活用度

合いとして捉え直したものである。

4.1. 「暗黙知の活用度合」概念の導入

設計における設計プロセスと各設計ステップでの主な活動については、前述の図 5-1 に

示した。その各設計プロセス、ステップの実行においての暗黙知の活用状況はどのように

変化するのか、またしないのか、について考察を加えていく。

まず、この変化をより理解しやすくするために、「暗黙知の活用度合」の概念を導入する。

「暗黙知の活用度合」とは「その業務の遂行において活用される知識を暗黙知と形式知

の 2 つに大別したときの、全知識に対する暗黙知の占める度合（程度）」とする。式とし

ては、[暗黙知の活用度＝暗黙知/暗黙知+形式知]と表されることになる。 

ただし、暗黙知とは（3.2.「設計活動と知識」でも述べたように）、「特定状況に関する

個人的な知識であり、形式化したり他人に伝えたりするのが難しい」（ポランニー）もので

ある。つまり、定量的に測定できるものではない

したがって、「暗黙知の活用度合」は、あくまでも考え方であり概念である。

4.2. 各設計プロセスにおける「暗黙知の活用度合」の変化

4.2.1. 仮説の設定 ―「暗黙知の活用度合」の変化 ―

つぎに、「暗黙知の活用度合」がどのように変化するのかに焦点を絞り、各設計プロセス
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での各ステップと主な活動を主体に考察をおこなう。

①「企画・構想設計」

このプロセスは、要求仕様にあう設計構想案を作り出す過程であり、無数にある実現の

ための方法の中から、成功する方法を選び出す活動である。したがって、暗黙知の活用度

合は非常に高い。

具体的には「企画・構想設計」は、本章 3.2.でも述べたように設計目標や要素技術、工

学理論などを考慮しながら、ある設計解の仮説を創出する仮説創設活動。さらに、その設

計解が目的や要求などのさまざまな条件を満たすか否かを検証する検証活動に分けられる。

この仮説創設と検証の繰り返し活動は、無数に存在する解からの創造・検証・修正・選

択の繰り返しによる最適解を導き出す活動であり、暗黙知が活動の主役である。

②「基本設計」

このプロセスは、「構想設計」で得られた構想案をもとに具象化する活動である。具体的

には、設計モデルの作成とその工学的解析により、方式の妥当性検証と構造や材料などの

諸元の検討が「主な活動」である。したがって、暗黙知の活用度合は、企画・構想設計の

プロセスと比べて大きく下がる。そして、より詳細部分での仕様確定のために創成・評価

のステップは必要となるが、割合は大きく下がり、工学理論や従来製品にもとづくマニュ

アルなどの、形式知からの論理的な検証が主体となる。

③「詳細設計」

このプロセスは、「基本設計」の結果をもとに、さらに詳細構造、詳細形状、詳細寸法、

詳細レイアウトなどを決定する活動である。形式知にもとづく細部の検証作業が、大きな

割合を占める活動となる。したがって、暗黙知の活用度合は、基本設計のプロセスと比べ

て下がる。

④「図面作成」

このプロセスは、前段階で決定された形状、寸法、材質、特性などの全情報を生産部署

へ明示・伝達するための図面・仕様書などを作成する活動である。機械工学の 1 分野であ

る図学にもとづき、あらかじめ決められた作図ルールにしたがっての業務が主体であり、

活用される設計知識は、ほとんどが形式知である。したがって、暗黙知の活用度合は、詳

細設計のプロセスと比べて下がる。

⑤「評価」

このプロセスは、設計者が意図した機能・耐久性などを、図面に基づき作成された試作

品や製品の実物により評価するステップである。あらかじめ定められた評価試験計画にも

とづいての作業である。また、評価試験計画書の作成、評価試験ともにマニュアルなどの

形式知にもとづいての作業が主体となる。したがって、暗黙知の活用度合は 5 つのプロセ

スの中で最も小さい。

 以上、各設計プロセスにおける主な活動内容を分析することにより、暗黙知の活用度合

を考察した。これらの考察結果より、暗黙知の活用度合は各設計プロセスにおいて変化し
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ていること、さらに企画・構想設計からの設計プロセスの上流工程ほど、その度合が高い

ことが傾向として認められる。

 これらの検証結果より、本研究においては、つぎの仮設を設定した。

すなわち、「暗黙知の活用度合は、各設計プロセスにより異なり、またプロセスの上流ほ

ど高い」。そして、この仮説を実際に日々設計活動に従事している設計現場の実務管理者ヘ

のインタビュー調査にもとづいて、検証をおこなっていく。

4.2.2. 仮説の検証 ―実務管理者ヘのインタビュー調査による― 

インタビュー調査の考え方、目的、具体的方法については 3章 5.「実務管理者へのイン

タビュー」に詳述したが、インタビュー対象者は 9 人で、全員が製品設計経験 15～35 年

のベテラン設計者である。またその専門とする技術分野は、現在の自動車部品の主要技術

分野である機械機器、機械・電子機器、電子機器、情報機器と広範囲にわたっている。

さらに、インタビュー対象者全員が、技術新規度・変更度の大きい製品（技術新規度・

変更度≒60%以上）から小さい製品（技術新規度・変更度≒20%）までの全領域を経験し

ていることを事前確認している。

 つまり、全インタビュー対象者は製品設計の実務において、「どの設計プロセスで、どの

設計知識を活用するのか」を長い期間にわたり経験してきた技術者であり、前述した仮説

の検証者としての条件を充分に満たしていると判断される。

 そして、本仮説を検証するための具体的質問内容は付属資料 3：「実務管理技術者への「製

品設計業務のアウトソーシングに関する質問」」の質問Ⅶ-1,-2 に示したが、改めて次に示

す。

[質問事項]

1. 各設計工程により、必要となる設計知識はどう違うと思いますか？

各設計工程毎に、その工程で必要かつ活用する設計知識を形式知と暗黙知に二分し、

その二つを比較して、どちらが多いか少ないかを、記号で表してください。

（ ＜、≪、≫、>、＝など）

＊製品の技術新規度・変更度は≒40%の中規模を想定してください

企画・構想設計 ⇒ 基本設計  ⇒ 詳細設計

形式知

暗黙知

2.  １．の設問において、技術新規度が変化すると（大≒60% , 中≒40% & 小≒20%）、

形式知と暗黙知の活用の割合は、どう変わりますか？ 同じ基本設計の工程でお答えく

ださい。
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新規度・変更度 基本設計（大≒60%） 基本設計（中≒40%） 基本設計(小≒20%）

 形式知

 暗黙知

[調査結果] 
つぎに、上記質問による、調査結果を図 5-2 に示し、その結果を考察する。

図 5-2：「各設計プロセスと暗黙知の活用度合の関連性」は横軸に、構想設計、基本設計、

詳細設計の各設計プロセスを示している。また、縦軸には、暗黙知の活用度合を形式知と

暗黙知の多少の関係として不等号で示している。つまり、暗黙知の活用度合が形式知と等

しい状況を原点とし、形式知に比較して暗黙知の活用度合が多い状況を、「形式知＜暗黙知」

と「形式知≪暗黙知」の 2 段階に分けて縦軸の下方向に示した。

 また、逆に暗黙知の活用度合が小さい状況を、「形式知＞暗黙知」と「形式知≫暗黙知」

の 2 段階に分け縦軸の上方向に示した。なお、図 5-2 は、[質問事項 1.]への結果であり、

技術の新規度・変更度は中（≒40%）の場合である。

また、インタビュー対象者の回答を１人ずつ×印で各設計プロセス毎に示している。

図 5-2 からは、構想設計、基本設計、詳細設計へ、設計プロセスが上流から下流へ変化

するに従い、その各設計プロセスで活用される暗黙知の活用度合が下がっているのが明確

に認められる。

図 5-2：各設計プロセスと暗黙知の活用度合の関連性

形式知 ≫ 暗黙知

形式知 > 暗黙知

形式知 ＝ 暗黙知 構想設計 　基本設計 　　詳細設計

形式知 < 暗黙知

形式知 ≪ 暗黙知

　　　　※筆者作成 ：評価者１人を示す

[設計プロセス]

※設計の技術新規度・変更度は中（≒40%）

[形式知 と暗黙知の多少]

つまり、設計プロセスと暗黙知の活用度には相関関係があること。そして、設計プロセ

スの上流ほど、すなわち構想設計、基本設計、詳細設計の順に、その活用度が高いことを、
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明確に示している。

 その結果として、4.2.1.で設定した「各プロセスにおける「暗黙知の活用度合」の変化」

の仮説の妥当性が検証されたと考える。

4.3.  設計の技術新規度・変更度による暗黙知の活用度合の変化

つぎに、暗黙知の活用度合は設計の技術新規度・変更度により、どのように変化するの

かについて考察を加える。

この暗黙知の活用度合と設計の技術新規度・変更度との関連性については、前述の 4.2.2.
で実施した「実務管理者へのインタビュー」により検証を行った。実際のインタビュー調

査での具体的な質問内容は 4.2.2.[質問事項 2.]に示した。

なお、暗黙知の活用度合の変化について、設計の技術新規度・変更度との関連性の視点

から検討を加えるのは、次の理由による。

現在の工業製品設計では、原理的な領域にまで踏み込んだ新規設計をおこなうことは少

ない。ほとんどの設計は、すでにある設計の手直しによる小・中改良設計や、既存部品の

組合せ変更による客先要求対応のための編集設計などと呼ばれる、新規性の少ない設計の

場合が多い（赤木 1991.1 ）。そして、前述の新規設計，小・中改良設計、組み合わせ変更

設計などの設計内容を層別するためには、技術の視点からは技術新規度・変更度による層

別が適切と考えるからである。

また、この技術新規度・変更度で設計内容を層別することにより、製品設計のほぼ全領

域にわたって暗黙知の活用度合と設計業務との関連性が検証可能となる、と考える。

なお、技術の新規度・変更度とは 3 章 5.2.1.で述べたが、本研究においては、次のよう

に定義している。技術の新規度・変更度とは、「ある製品などの設計に際して、その製品を

構成している全体技術のうち、新技術や変更される技術が、どの程度の割合を占めるか」

を表している。また、技術新規度・変更度の違いは、大・中・小の 3 段階に層別した。そ

して、大・中・小はそれぞれ、大≒60%、中≒40%、小≒20%を表している。

インタビュー調査での[質問事項 2.]による調査結果を、図 5-3 に示した。

図 5-3：「設計の新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性」は、横軸に設計の技術新

規度・変更度を表しており、大・中・小の 3 段階で示している。さらに、縦軸は前述した

図 5-2 と同一であり、暗黙知の活用度合を形式知と暗黙知の多少の関係として不等号で示

している。なお、設計プロセスは基本設計の場合である。

図 5-3 からは、設計の技術新規度・変更度が小さくなるに従い、その設計で活用される

暗黙知の活用度合が下がっているのが認められる。

つまり、図 5-3 は、設計の技術新規度・変更度は暗黙知の活用度合と関連性があること

を示している。
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図 5-3：設計の新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性

形式知 ≫ 暗黙知

形式知 > 暗黙知

形式知 ＝ 暗黙知 大(≒60%) 小(≒20%)

形式知 < 暗黙知

形式知 ≪ 暗黙知

　　※筆者作成 ：評価者１人を示す ※設計プロセスは基本設計の場合

[技術新規度・変更度]

　中(≒40%)

この設計の技術新規度・変更度と暗黙知の活用度合との間に関連性がある理由を次に述

べる。既に何度か述べてきたように、暗黙知は主として新しい製品の機能、仕様環境、技

術などの人工物を創造・検証していく活動で活用され、必要とされる知識である。それゆ

え、製品・技術などの新規度・変更度が大きくなれば、それに比例して暗黙知の活用度合

の業務の中での割合が大きくなるから、と考えられる。

 検証してきたように、本節 4.3.および前節 4.2.から暗黙知の活用度合は設計プロセスお

よび設計の技術新規度・変更度と明確に関連性を持っている、ことが明らかとなった。

5. 設計知識の継承と技術アウトソーシング企業

前節までにおいて、設計の概要とその活動で必要となる設計知識を中心に、「設計とは何

か」、「設計の具体的プロセス」、「設計活動と必要知識」、「設計の定義」、「設計プロセスと

暗黙知の活用度合」などについて、述べてきた。

そして、その設計活動を支えている「設計力」ともいうべき関連諸知識やノウハウは、

「暗黙知」と「形式知」に分けられることを示した。さらに新しい「モノ」を創成する企

画・構想設計のプロセスにおいては「暗黙知」が設計活動の主役を担うこと。そして、創

成された構造案を工学的に検証し実現化していく過程では「形式知」が重要であることを

述べてきた。

そこで本節では、各組織における「設計知識」の継承の状況、および設計知識継承と技

術領域アウトソーシング企業との関連について考察を加えていく。

5.1.  設計知識のドキュメントによる体系化  ―日本と西欧との比較視点―

先に述べてきたように、新しい「モノ」を創成する企画・構想設計のプロセスにおいて

は、「暗黙知」が設計活動の主役を担う。

他方、具体的な詳細設計プロセス以降の設計活動においては、設計プロセスのかなり多
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くのステップで形式知の重要度が増してくる。具体的には、工学理論やテキスト、技術仕

様、種々のマニュアルなど工学知識を主体にしたドキュメントにより体系化された形式知

に基づき設計解が検証され、設計業務が遂行されていく。

したがって、各組織における設計知識の継承について考察する場合においては、伝達・

共有化が難しい暗黙知と、ドキュメント化されている形式知を層別して考察していく必要

があると考えられる。

 しかし、産業界においてのドキュメントによる技術の体系化の状況については、その把

握が非常に困難である。また、調査資料はほとんど見られない。それは、技術のドキュメ

ント化自体が各企業、産業でのコア・コンピタンス領域に含まれるからである。少し古い

状況となるが中島が 1960 年ごろの状況を伝えている。

それによれば、アメリカの例として航空機製造業 L 社について、「L 社の技術ドキュメ

ントは、設計変更のヒストリー、設計のプロセス、その理論的説明、基本コンセプトの説

明と、膨大な内容が見事なハイ・アラーキーを構成して完備している。さらに、ニューカ

マーのために、アブストラクトが用意されていて、これで速成的にその機種に対する基本

的知識から、各部の構成までを修得できるようになっていた。また、このアブストラクト

は分厚い百科事典ほどのものが 2 冊になっていた。そして、その内容も非常に密度の高い

ものでありながら、極めて利用者にとって親切に編集されたものが多い」と述べている（中

島、1997.6）。
また、日本の状況については、次のように述べられている。「日本の製造業では、その製

品に密着した基本的な技術理論や、基本要素に関する技術体系をドキュメント化した形で

保有している企業は少ない。また一応ドキュメントの形はしているが、それへのアクセス

の点での配慮が多くの場合欠けており、いたずらに積み上げられているだけということが

多い」と述べている」（中島、1997.6）。
 中島が述べている年代と筆者の製品設計経験の年代とは多少の時間的な隔たりはあるが、

筆者の経験からも中島による日本の実態への指摘は的をえており、また現在にもあてはま

ると考える。

そして、筆者の設計者としての経験からは、多くの日本企業での技術ドキュメント体系

については、次のことが言える。

技術ドキュメントは、①一般設計基準（材料、加工法、製品使用環境、ネジ、O リング

など共通仕様部品、などの設計共通規定）、②製品別設計基準（製品毎の構造、部品などの

規定）、③品質保証基準（大量生産での一定の性能を保証するための規定）、などから構成

されているのが一般的である。

しかし、中島が指摘しているように、製品に密着した基本的な技術理論、基本要素さら

には設計変更ヒストリーの理論的説明などの内容まで含むハイ・アラーキー構成のドキュ

メントはほとんど見られない。

 このような日本の状況と前述したアメリカとの違いは、「技術は個人が苦労して習得す
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る」という日本の考え方や、言葉による技術理論の取扱の不得手あるいは軽視の風土など

の、民族文化の違いにまでさかのぼる問題である。

さらに日本では、その企業風土がドキュメントによる技術の体系化を要求していなかっ

たことも、大きな原因と考えられる。その理由は、日本の企業風土においては、その根底

に長期雇用制度の就業環境があり、技術者の育成・技術の継承などは従来からの人から人

への計画的な、時間をかけた継承で充分であったと考えられるからである。多くの時間と

手間を必要とするドキュメント作成の必要性が基本的に存在していなかったのである。民

族文化の違い以外での大きな要因の 1 つであると考える。

ドキュメントによる技術の体系化の目的は、「誰がいつ見ても、その全容かつ詳細を理

解・把握できる」ことにある。欧米のように途中転職を前提にした組織体制においては、

いついかなる場合でも担当者の欠員・移動などに対応できる体制づくりが不可欠である。

その結果として、ドキュメントによる技術の体系化が進んでいき、現在の形が出来上がっ

たと考えられる。

5.2. 設計知識の継承

前節において、日本では設計知識における暗黙知の形式知化が進んでいないことを述べ

た。したがって、設計知識の継承においては、形式知とともに、他人への伝達と共有化が

難しいと言われる暗黙知を、いかに継承していくかが重要課題となる。

そこで、筆者の設計者としての経験および関係者へのインタビュー訪問から得られた情

報にもとづいて，企業における形式知、暗黙知の継承状況について述べる。

一般的に設計知識の継承状況は、次のように整理される。

(1)形式知：

①業務外での技術教育（いわゆる OFF JT）およびドキュメントに基づく自己学習

②業務遂行課程おける必要に迫られてのドキュメントによる学習、確認

筆者の経験では①から②の学習プロセスを経て設計知識は伝承されていくのが主体であ

る。

(2)暗黙知：

①チーム活動での先輩・上司からの OJT(On the Job Training) 
②経験ある先輩からの特別教育講座

②は OFF JT の範疇である。しかし、実務での環境とは大きく条件が異なるため実務応

用力への効果は疑問である。したがって①が主体となっている。

5.2.1. 技術アウトソーシング企業からみた設計知識の継承

 前節 5.2.で述べた設計知識の継承状況は、本論での「モノづくり」企業、いわゆる業務

をアウトソーシングする委託元の状況である。そこで、つぎに視点をアウトソーシング業

務の委託を受ける、委託先の技術アウトソーシング企業に移して、そこでの設計知識の継
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承状況を考察していく。

 「モノづくり」に関わる設計知識の発生源は「モノづくり」企業にある。したがって、

技術アウトソーシング企業では、その設計知識を、どう入手し、どう伝えていくか、が重

要課題となっていく。

この視点から技術アウトソーシング企業を、グループ内企業と、独立資本企業に層別し

て述べていく。

(1) グループ内技術アウトソーシング企業

(A) 形式知：

①委託元企業が保有する技術ドキュメント類は、厳密に機密管理されたうえで、グルー

プ内企業には業務の遂行に必要な関連領域が公開されている（具体的には、グループ内企

業へのドキュメントの貸し出し、グループ内企業社員への閲覧の許可など）場合が多い。

②前節 5.2.(1)①で述べた技術教育への参加も認められている場合が多い。ただし人数の

制限はある。

(B) 暗黙知：

①暗黙知を保有する技術者の親企業からの人材移動（親企業との会社間の人材交流）に

より、同時に暗黙知も移動する。

一般論としてグループ内企業とその親企業の間には、さまざまな形で人材交流システム

が存在し機能していることは一般的に良く知られた事実である。さらに、その人材交流は、

経営陣の取締役や部長クラスに留まらず、実務プロジェクト・リーダー役の各階層のマネ

ージャー・クラスの交流も広く実施されている。

また、グループ内企業から親企業への長期出張や期間限定での数年間の出向なども行わ

れている。このような、多くの人の移動に伴い暗黙知もグループ内企業へと移り、さらに

日常業務やプロジェクト活動などでの OJT により他のメンバーが修得可能となる。

(2) 独立資本技術アウトソーシング企業

(A) 形式知：

①委託元企業が所有する技術ドキュメント類は、厳密に機密管理されており、独立資本

企業の社員は、業務に直接関係する限定領域のみの閲覧が許されているだけ、の場合が多

いと考えられる。

したがって、委託元企業の技術ドキュメント類への閲覧が限定的に許された業務経験者

からの、限られた業務領域での知識継承となり、その継承の広がりおよび効果は非常に限

られる。

(B) 暗黙知：

①継承の機会は、設計経験者の中途採用などに限られ、可能性は非常に低くなる。

②委託業務を通じての、委託元である各メーカーやグループ内アウトソーシング企業か
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らの間接的な修得の機会はゼロではないが、修得そして継承には非常に長い年月を必要と

し、範囲も限られる。

以上述べたように、設計知識継承の視点からグループ内企業と独立資本企業を比較した

場合、製品設計に関して両組織が保有する設計知識の範囲・深さには、大きな隔たりが存

在すると言わざるをえない。特に、暗黙知については他人に伝えるのが難しい個人の経験

などにもとづく知識が主体であり人の移動を必要とするために、その隔たりは大きい。

 そして、この両組織の保有・継承される設計知の広さと深さの違いが、アウトソーシン

グされる業務としての、「まとめ委託」と「部分委託」の違いとなって表れているのである。

なぜなら、独立資本企業の保有する設計知識は、その知識継承の仕組みの違いから形式知

に限られる。したがって対応可能な設計プロセスそして製品も自ずと限定され、「部分委託」

の領域に留まらざるをえないのである。

6. 設計知識視点からの「まとめ委託」領域の妥当性検証 

前節までにおいて、設計知識の視点からグループ内技術アウトソーシング企業と独立資

本技術アウトソーシング企業を比較した。そして、この両組織での継承・保有される設計

知識の広さと深さの違いが、委託される業務としての「まとめ委託」と「部分委託」の違

いとなって表れていることを述べた。

 また、前節までに「各設計プロセスにおける「暗黙知の活用度合」の変化」、「設計の技

術新規度・変更度による暗黙知の活用度合の変化」などの設計知識に関する多くの新しい

知見が得られた。

 そこで、本節においては、現在、グループ内の技術アウトソーシング企業が行っている

「まとめ委託」に焦点をあてる。この「まとめ委託」は、委託元と委託先が一体となって

進めているものである。委託元の競争力向上に今後大きく貢献していく新たな仕組みとみ

られ、より有効な仕組みに発展させていく必要があると考える。

そして、現在行われている「まとめ委託」は、現状では妥当な判断であることを、上記

の視点から検証する研究が必要であると考える。

本節では、この基本的考え方を踏まえて、本研究において進めてきた設計プロセスと設

計知識の新たな知見に基づいて、現在おこなわれている「まとめ委託」領域の妥当性につ

いて検証を進める。

なお、「まとめ委託」領域の妥当性は、「まとめ委託」の業務領域（技術新規度・変更度

および設計プロセス）について、設計知識視点からの検証と現状との整合性を比較するこ

とで検証されると考える。具体的な方法については次に述べる。
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6.1. 「まとめ委託」領域の妥当性検証の考え方と方法

はじめに、「まとめ委託」領域の妥当性検証の考え方・手順を述べる。

(1)「まとめ委託」領域決定のための判断条件を明らかにする。

(2)判断条件をクリアーするための具体的な必要条件を示す。

(3)必要条件をクリアーする業務領域を、本研究で得られた設計知識に関する知見に基づき

導く。

(4)導かれた業務領域と、現状の「まとめ委託」領域とを比較する。

つぎに上に述べた手順に基づき、委託元が「まとめ委託」の領域を判断・決定するため

の判断条件について述べる。

(1)[「まとめ委託」領域決定の判断条件]

判断条件は、「委託する業務は、（委託元と）同一レベルのアウトプットが達成できると

判断される業務であること」である。

この判断条件は、結果が求められるビジネスの視点からは当然の条件であり、説明を加

える必要性はないと考える。

(2) [判断条件をクリアーするための必要条件]

つぎに、この判断条件をクリアーするための具体的な条件が必要であり重要となる。前

節までに得られた多くの知見に基づく設計知識の視点からは、「同一レベルのアウトプット

には、同一レベルの設計知識（形式知と暗黙知）が必要」、との基本的考え方が導かれる。

したがって、設計知識の視点からの具体的な必要条件は、「委託される業務は、委託先の

保有する設計知識が委託元と同一レベルとみなされる業務領域（技術新規度・変更度およ

び設計プロセス）の業務であること」である。

(3) [必要条件を満足する業務領域の導出]

したがって、(2)の必要条件を満足する具体的業務領域は、次の各検証により導かれる。

①委託元と委託先の設計知識保有レベルの違いの検証

②各設計プロセスと暗黙知の活用度合の関連性の検証

③技術新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性の検証

具体的には、①により「委託元と委託先の保有する設計知識レベルがほぼ等しい業務領

域」を導く。そのために、委託元と委託先の保有する暗黙知・形式知の保有レベルの違い

を、先に述べた設計実務管理者へのインタビュー質問にて明らかにする。

つぎに②は、①より導かれた「業務領域」を、前節 4.2.で明らかになっている図 5-2「各

設計プロセスと暗黙知の活用度合の関連性」に基づいて再検証し、「委託元と委託先の保有

する設計知識レベルがほぼ等しい条件を満足する設計プロセス」を具体的に導く。

そして最後に③は、①②より導かれた業務領域を、前節 4.3.で明らかになっている図 5-3
「技術新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性」に基づいて再検証し、「委託元と委託

先の保有する設計知識レベルがほぼ等しい条件を満足する技術新規度・変更度」を具体的

に導く、という手順である。
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(4)[妥当性検証]

以上のプロセスにより、必要条件を満たす技術新規度・変更度と設計プロセスが導かれ

る。そして、現在実施されている「まとめ委託」領域の技術新規度・変更度および設計プ

ロセスとの比較を行い、その妥当性が検証されるのである。

6.2. 設計知識保有レベルの違い －親会社と子会社－

 まず、委託元と委託先での設計知識の保有レベルの違いについて考察を進めていく。

この内容については、前述の設計実務管理者へのインタビューにて同時に質問し、調査

をおこなった。質問の詳細は付属資料 3：「実務管理技術者への「製品設計業務のアウトソ

ーシングに関する質問」」の質問ⅴ.に示した。そして、調査結果を図 5-4 に示した。

図 5-4：は、横軸には設計知識を構成している形式知と暗黙知を 2 点に分けて示してい

る。また縦軸には、親会社と子会社での設計知識の保有レベルの違いを、等号・不等号で

5 段階に分けて示している。

図 5-4：親会社と子会社での設計知識の保有レベルの違い

親会社 ≫ 子会社

親会社 ＞ 子会社

親会社 ＝ 子会社 形式知 暗黙知

[設計知]

親会社 ＜ 子会社

親会社 ≪ 子会社

　　※筆者作成

[保有レベルの多少]

：評価者１人を示す
　　※子会社はグループ内技術アウトソーシング子会社

 親会社と子会社の設計知識の保有レベルが等しい状況を原点にして、「親会社＝子会社」

と示した。さらに、親会社の保有レベルが子会社より多い状況を「親会社≫子会社」と「親

会社＞子会社」の 2 段階で縦軸の上方向に示した。また縦軸の下方向は、その逆であり「親

会社≪子会社」と「親会社＜子会社」の 2 段階で示した。

この 図 5-4 は、形式知の保有レベルは子会社と親会社がほぼ同等であること。そして

暗黙知に関しては、親会社の保有レベルが圧倒的に高いことを明確に示している。

 したがって、この図 5-4 からは、「まとめ委託」が可能な領域は、前節で述べた委託元と

委託先の設計知識保有レベルがほぼ同一の業務領域との必要条件に基づき、「形式知を主体

とした業務」領域との条件が導かれる。
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6.3. 各設計プロセスと暗黙知の活用度合の関連性検証

つぎに、前節 6.2.で導かれた「形式知を主体とした業務」の条件に基づいて、前述の図

5-2「各設計プロセスと暗黙知の活用度合の関連性」を検証する。図 5-2 は技術新規度・変

更度が中（≒40%）での関係を示している。技術新規度・変更度中（≒40%）の設計にお

いては、基本設計のプロセスは暗黙知の活用度がやや大きく、前節 6.2.で導かれた「形式

知を主体とした業務」の条件を満足する、とは判断できない。「詳細設計」のプロセスだけ

が該当すると判断される。ただし、この図 5-2 は技術新規度・変更度中（≒40%）での関

連性だけを示していることより、技術新規度・変更度小の場合の検討がさらに必要である

ことが判明する。

6.4. 技術新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性検証

 次に、前節 6.3.と同様に 6.2.で導かれた「形式知を主体とした業務」の条件に基づいて、

図 5-3「設計の新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性」を検証する。図 5-3 は基本

設計のプロセスにおける「設計の新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性」の関係を

示している。その結果、図 5-3 からは、技術新規度・変更度小（≒20%）では、基本設計

のプロセスが「形式知を主体とした業務」の条件にほぼ該当することが導かれる。

6.5. 「まとめ委託」領域妥当性の評価

以上、6.2.～6.4.の各検証から導き出された「まとめ委託」領域を次に示す。

[「まとめ委託」の判断条件を満足する業務領域] 

(1) 技術新規度・変更度は小（≒20%） 

(2) 設計プロセスは基本設計以降の詳細設計など

次に、この「まとめ委託」の判断条件を満足する業務領域を、3 章 5.2.「実務管理者へ

のインタビュー調査」から明らかになった、実際におこなわれている「まとめ委託」領域

と比較する。実務管理者へのインタビュー調査から明らかになった領域を次に示す。 

[実務管理者へのインタビュー調査からの「まとめ委託」の業務領域]

(1) 技術新規度・変更度：小の領域（≒20%）

(2) 設計プロセス：①基本設計から試作評価まで 6 製品

②構想設計から試作評価まで 1 製品（3 章 5.2.1 より

この 2 つの比較から、「まとめ委託」の業務領域である技術新規度・変更度および設計

プロセスの 2 条件は全く同一であることが判明した。つまり、設計知識視点からの「まと

め委託」業務領域の検証により、現在実施中の「まとめ委託」業務領域の妥当性が検証さ

れたといえる。
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図 5-5:「まとめ委託」領域の妥当性検証のプロセス

親会社 ≫ 子会社

親会社 ＞ 子会社

親会社 ＝ 子会社 形式知 暗黙知

[設計知]

親会社 ＜ 子会社

親会社 ≪ 子会社

[保有レベルの多少]

形式知 ≫ 暗黙知

形式知 > 暗黙知

形式知 ＝ 暗黙知 大(≒60%) 小(≒20%)

形式知 < 暗黙知

形式知 ≪ 暗黙知

[技術新規度・変更度]

　中(≒40%)

[形式知 と暗黙知の多少]

設計知識視点からの「まとめ委託」領域

１．設計プロセス：基本設計～
２．技術新規度・変更度：小

同一

実施されている「まとめ委託」領域

１．設計プロセス：基本設計～

２．技術新規度・変更度：小

図5-4：親会社と子会社での設計知識の保有レベルの違い

図5-2：各設計プロセスと暗黙知の活用度合の関連性

図5-3：設計の新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性

形式知を主体とした業務

技術新規度・変更度＝小では基本設計以降のプロセスは形式知が主体

基本設計は暗黙知活用度合は形式知よりやや大（技術新規度・変更度＝中）

形式知 ≫ 暗黙知

形式知 > 暗黙知

形式知 ＝ 暗黙知 構想設計 　基本設計 　　詳細設計

形式知 < 暗黙知

形式知 ≪ 暗黙知

　　　　※筆者作成 ：評価者１人を示す

[設計プロセス]

※設計の技術新規度・変更度は中（≒40%）

[形式知 と暗黙知の多少]

ⅠⅡⅢ
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さらに、この検証が示唆するのは、現場で実際に業務委託の領域決定の際に直感的に行

われている判断や実務管理のプロセスは、本研究で示した設計知識からの判断の流れに沿

って行われている、と考えられる点である。すなわち、「まとめ委託」の委託可否・委託範

囲などの判断は、次に示す①から③の内容と順序であると考えられる。

①業務内容の技術新規度・変更度レベルの判断

②業務遂行に必要な設計知識（暗黙知・形式知）レベルの判断

③委託の可否、委託範囲・委託先の判断

なお補足として、以上に述べてきた設計知識視点からの「まとめ委託」領域の妥当性を

検証したプロセスは、図 5-5「「まとめ委託」領域の妥当性検証のプロセス」にも示した。

さらに簡単な説明の文章も以下に加える。

Ⅰ まず、図 5-4「親会社と子会社での設計知識の保有レベルの違い」から、「形式知の

保有レベルは子会社と親会社は、ほぼ同等」が確認できる。（図 5-5 にはⅠとして示す）

つまり、「まとめ委託」は「形式知を主体にした業務」の条件が導かれる。

Ⅱ つぎに、図 5-2「各設計プロセスと暗黙知の活用度合の関連性」から「基本設計で

は暗黙知活用度合は形式知よりやや大（設計の技術新規度・変更度が中の場合）」が確認さ

れ、技術新規度・変更度が中の「まとめ委託」は，現時点において委託はやや難しいと判

断される。（図 5-5 にはⅡとして示す）

Ⅲ そして、図 5-3「設計の新規度・変更度と暗黙知の活用度合の関連性」から「設計

の技術新規度・変更度が小においては、基本設計プロセスでの暗黙知活用度合は形式知を

下回り、形式知が主体である」が確認される。（図 5-5 にはⅢとして示す）

すなわち、設計知識視点からの「まとめ委託」業務領域の検証からは、「設計の新規度・

変更度が小」の「基本設計以降のプロセス」が妥当であることが明らかになった。 

また、この結果は現在実施されている「まとめ委託」の業務領域と全く同一である。つ

まり、現在の「まとめ委託」領域の妥当性が設計知識の視点からも検証されたといえる。 

7. おわりに

技術アウトソーシングにおいては、企業の階層的な違いにより役割の違いが発生するが、

その要因について、設計プロセスや主な設計活動および各企業が保有する設計知識にまで

ふみこんでの検証をおこなった。さらに、独自の分析視点として「設計プロセスと暗黙知

活用度合の関連性」に着目し、仮説を設定して、実際の設計業務に従事している設計実務

管理者への質問調査をおこない、その妥当性を明らかにした。

 この暗黙知活用度合と設計プロセスとの関連性に焦点をあてる研究視点とその検証は、

先行研究には見当たらず、これまでにない筆者独自の視点と考えられる。さらに、この研
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究視点が設計の実業務において裏付けられたことも、この視点からの研究が今後重要とな

ることを示すものと考える。

さらに、この「設計プロセスと暗黙知活用度合の関連性」に「設計の技術新規度・変更

度」さらに「親会社と子会社での設計知識の保有レベルの違い」の分析視点を加えること

により、現在おこなわれている「まとめ委託」領域の妥当性評価をおこなった。

その結果、現在実施されている「まとめ委託」領域は、設計知識視点からも、その妥当

性が検証されたのである。また、この検証が示唆するのは、先に述べたように現場で実際

に業務委託領域決定の際に直感的に行われている判断や実務管理のプロセスは、本研究で

示した設計知識からの判断の流れに沿って行われている、のではないかという点である。

さらに本章の考察により、委託元企業の競争力向上に大きく貢献すると考えられる「ま

とめ委託」領域拡大の方向性が明らかにされたといえる。

「まとめ委託」領域を拡大するためには、委託先における「まとめ委託」が対応可能な

技術新規度・変更度レベルの領域を広げることが必要条件となる。すなわち、委託を受け

る技術アウトソーシング企業の設計知識（暗黙知、形式知）のレベルを上げることである。

また、技術アウトソーシング企業の階層的な違いによる役割の違いは、暗黙知の保有レ

ベルの違いを主要因の１つとして生み出されており、さらに暗黙知の保有レベルの違いは、

設計知識の継承の仕組みが異なることが主要因である、ことを明らかにした。

 以上をふまえ次章では、今や技術アウトソーシング業務の要に位置する 3 次元 CAD に

焦点をあて、設計の 3 次元化について、また技術アウトソーシング業務と 3 次元 CAD と

の関係について考察する。
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6 章 設計の 3 次元化とそのインパクト

1. はじめに

 前章では、設計とは何か、具体的設計の各プロセス、設計に必要な知識、などについて

述べた。また、委託元企業の競争力向上に今後大きく貢献していくと考えられる「まとめ

委託」は、その委託領域（範囲）が正しく判断され、そして実行されていることを、設計

プロセスや設計知識などの視点から研究し、明らかにした。

この設計活動の各プロセスにおいては近年、ディジタル情報技術を駆使した 3 次元化が

進み、各メーカーの設計技術者や多くの技術アウトソーシング企業の技術者が取り扱う設

計ツールは、3 次元 CAD（Computer Aided Design：コンピュータ支援設計）となってい

る。

 この 3 次元化への転換は、手書き図面から 2 次元 CAD へ転換した事例とは基本的に異な

るものである。ディジタル情報技術を用いた 3 次元 CAD は、図面の概念が異なることに加

えて、それ自体が数学的なモデルとしての情報を持つ。この特性ゆえに、3 次元 CAD は、

狭い意味での設計業務の効率化だけではなく、商品開発プロセス全体の変革を促す能力を

秘めている（竹田 2000、延岡 2006）。
本章では、この企画・設計から生産さらに商品開発プロセス全体までを大きく変化させ

た設計の 3 次元化について、さらには 技術アウトソーシング業務と 3 次元 CAD との関係

について考察する。

2.  設計の 3 次元化とは何か

2.1. 設計と図面

 設計において図面とは何か、図面が果たす役割と意味は何か。図面作成が手書きからコ

ンピュータ作成へとシフトするなか、その意味があらためて問われている。

 まず「図面とは、対象物を平面上に図示するものであって、設計者・製作者の間、発注

者・受注者の間などで必要な情報をつたえるためのものをいう」、と JISZ8310 において定

義されている。

そして「図面作成」の意義は、「3 次元（立体）の情報を 2 次元（平面）の情報に変換し、

またその逆が可能となるようにする取り決めであり、「モノ」の加工・製造にとって重要な

手段となる（山本、2007）」である。さらには、図面作成の目的は情報の伝達、情報の保存・

検索・利用，情報作成の思考の手段、と示されている(JISZ8310)。
これらをふまえ、図面が備えるべき基本条件について、山本（山本、2007）は次のよう
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に示している。

①対象物の図形とともに、必要とする大きさ・形状・姿勢・位置の情報を含むこと。必

要に応じ、さらに面の肌、材料、加工方法などの情報も含むこと。

②図面作成者の意図する情報を明確、かつ理解し易い方法で表現していること。

③あいまいな解釈が生じないように、表現上の一義性を持つこと。

④各技術分野の交流の立場から、できる限り広い分野にわたる普遍性・整合性を持つこ

と。

⑤貿易・および技術の国際交流の立場から国際性を保持すること。

⑥複写および図面の保存・検索・利用が確実にできる内容の様式を備えること。

⑦CAD システムにも対応できること。

 このように、図面はモノを創生するための設計技術者の基本的な検討手段であると同時

に、①，②、③などに示されているように設計技術者の意思を伝達する基本的情報源の役

割も担っている。

また、ISO（国際標準化機構）あるいは JIS（日本工業規格）においては、図面作成に関

するルールが標準化されている。

そして、「モノづくり」各企業においては、製造部門、調達部門、検査部門、品質部門な

ど「モノ」に直接関係する他部門へ、「モノづくり」のために関係図面の配布もしくは図面

閲覧ができる仕組みが採用されているのが一般的である。 

また、「モノ」の調達にともなう商取引においては、取引対象の「モノ」を特定し、また

その形状、性能などを相互に確認する手段として、図面が納入元から提出され、納入先が

それを承認して返却する、いわゆる「承認図方法」が取られる場合が多い。とくに自動車

産業では、よくみられる取引形態であり（浅沼、1990）、また多くの国際取引でも同様の取

引形態がとられる場合が多い。したがって、図面は上記の④，⑤，⑥そして⑦の各条件を

具備することが必須条件となっている。

そして「モノ」は、図面に基づき、納入元において製作・検査され出荷される。さらに、

納入先においても、図面に基づいて受け入れ検査され、組付けされていく。つまり、「モノ」

に関わる全ての工程が、設計図面をただ一つの情報源として、運営され管理されているの

である。設計図面の重要性がここにある。

2.2. 2 次元 CAD とは

図面作成の方法は、1980 年代以前まで長きにわたり、手書きであった。紙のうえに鉛筆

で、設計者が定規・コンパス等を用いて 3 次元の構造物を 2 次元で表現していた。3 次元の

構造物を 2 次元で表示しているために、それを作成し読解するには、図学などの工学的知

識と経験が要求された。

これに対して、「CAD（Computer Aided Design：コンピュータ支援設計）」とは、JISB3401
の定義によると、「製品の形状、その他の属性データからなるモデルを、コンピュータの内
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部に作成し解析・処理することによって進める設計」のことである。

この CAD は、50 年以上の歴史を持つ技術であり、アメリカを中心に西欧諸国で技術開

発がおこなわれてきた。1980 年代に本格的に登場した 2 次元 CAD は、いわゆる電子黒板

である。3 次元を 2 次元で表現するという基本原則は変わらないが、設計者各人に依存して

いた図面の見映え品質を格段に向上させた。さらに、図面情報のディジタル化により、（前

節 2.1.「設計と図面」で述べた）図面の具備すべき基本条件の⑥複写および図面の保存・検

索・利用の点では、大きな役割を果たした。しかし、それ以上のものではなかった。

2 次元 CAD は、「図面のディジタル化」という域にとどまるものであった。

2.3. 3 次元 CAD とは

1990 年代に登場してきた 3 次元 CAD は、今まで述べてきた設計プロセスのディジタル

化に加えて、大きな製品開発能力を持つものであった。

3 次元 CAD は、「ソリッド・モデル」という機能を備え、物理的製品の形状から・大き

さ・質量に到るあらゆる属性をディジタルデータとして定義して、三次元立体として映像

化することができる能力を持っている（朴他、2007）。
 つまり、3 次元 CAD は、それ自体が数学的なモデルとしての情報を持っており、このよ

うな特性ゆえに、狭い意味での設計業務の効率向上だけでなく、商品開発プロセス全体の

改革を促進する能力を秘めているのである(延岡、2006)。すなわち、3 次元 CAD は、「設計

者の頭に浮かぶ 3 次元空間の立体像を、そのまま空間内に 3 次元形状として、さらに、そ

の他の属性データとからなるモデルとしてコンピュータ内部に作成し、それを解析・処理

することによって進める設計」といえる。

次に、その 3 次元 CAD の能力・活用状況について概要を述べていく。

3. 3 次元 CAD の効果 

3.1. 生産準備への活用

まず、CAD 活用の原点は、製品開発の下流にある生産準備への活用、すなわち高精度な

NC データ（加工の為の数値情報データ）にあったといえる（上野他、2007）。
例えば、従来の型設計・型図面をなくして、3 次元の製品設計図面と NC マシニングセン

ターを直結させて直接型を製作する、いわゆる CAM(Computer Aided Manufacturing：コ

ンピュータ支援の金型などの設計)が、その具体例である。この 3 次元の製品設計図面デー

タを直接利用する考え方・方法は、試作品無しでの仮想組み立て工程の検討にも応用され

ており、製品開発の下流にある生産準備への活用が、さまざまに工夫され加速している。

 また、生産での生産管理システムとしては、3 次元 CAD データから部品表を作成し、部

品発注や在庫管理をおこなう MRP(Material Requirement Planning：生産管理手法)シス
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テムなどが一般的に利用されている。

3.2. 設計プロセスでの工学的解析への活用

 いっぽう CAD データの製品開発上流工程への活用は遅れてスタートしたが、いまや活用

技術が飛躍的に進歩し、各産業別に広範囲に活用が進んでいる。

 自動車産業における製品開発上流工程への活用例では、大きく 2 つの点が特徴的である。

1 つは、製品の設計支援システムや、設計した製品のモデルを使って、強度や耐熱性など

の特性を計算する解析システムの CAE（Computer Aided Engineering：コンピュータ支援

解析）である。CAE の分野は近年劇的に進化しており、強度・剛性、振動、衝突、熱、空

力さらには近年の電子化にともなう EMI(Electro Magnetic Interference：電磁妨害波)、
EMC(Electric Magnetic Compatibility：電磁環境両立性)などの国際規格の合否解析にも応

用されている。

2 つは、DMU(Digital Mock Up：ディジタルモックアップ)であり、ソリッドモデリング

により、どんな複雑な形状でも、対象を任意の視点から正しく観察できるシステムである。

また、光源の変化によるボディ表面の変化や景色の映りこみ等についても見映えの違いを

バーチャルで検討できるようになっている。

 さらに、3 次元データがあればディジタルモックアップだけではなく、RP(Rapid 
Prototyping：ラピッド・プロトタイピング)すなわち、3 次元データを使い、直接に部品や

型冶具などを短時間で製作することにも活用できる。3 次元プリンターもこの範疇にはいる

非常に将来性が期待される技術である。このような方法により製作された簡易試作品を使

って部品間干渉のチェックや、簡易的な動作・機能確認が可能になる。

3.3.  2 次元 CAD と 3 次元 CAD の効果の違い

 以上述べてきたように、製品設計図面作成システムである 3 次元 CAD と 2 次元 CAD と

の違いは非常に大きい。とくに、設計での工学的検討や生産部門での生産準備など他業務

に及ぼす効果・影響の点で大きいと言える。その違いの概要を図 5-1 に表した。

図 5-1 においては、上部の A 図に 2 次元 CAD による製品設計図面と他業務との関係が、

そして下部の B 図には 3 次元 CAD での関係が示されている。その違いを、製品設計の下

流工程であり生産準備の 1 つである金型製作を例に取上げて、具体的に説明する。

まず 2 次元 CAD では、製品図面が完成してから金型製作部門（もしくは金型製作の外注

企業）へ製品図面が配布される。その製品図面を基本にして、金型設計技術者が金型に要

求される多くの仕様（例えば、樹脂成形型であれば抜き勾配や樹脂材料の温度係数など）

を盛り込んで、製品図面とは別に金型図面を作成する。そして、その金型図面に従って、

多くの工作機械や仕上げ職人の手により、金型が製作されるのである。

つまり、まず金型設計者が 2次元CADで作成された製品設計図から製品形状を読み取り、

金型に要求される抜き勾配や樹脂材料の熱収縮など諸仕様を検討し、金型図面を作成する。
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そしてこの金型図面に従って、工作機械の作業者が形状を読み取り、NC工作機械の工程を
組み立て、形状データを入力し、金型製作作業をおこなっていくのである。

図 5-1 2次元 CADと 3次元 CADの違いによる製品設計図面と他業務との関係

注：筆者作成

3次元CAD（製品設計図面）

RP

試作

工学的解析

CAE ・強度/剛性

・衝突

・熱

・電磁環境

他
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視認性評価

生産準備

CAM 金型製作

部品製作

組付け性確認

他

MRP 部品調達

他

B：3次元CADにおける製品設計図面と他業務との関連

：CADデータが直接入力可能

2次元CAD(製品設計図面）

試作

試作部品図面→製作

工学的解析

解析用モデル図面
→解析用データ入力

金型製作

金型図面→製作

冶具製作

冶具図面→製作

部品製作

加工図面→製作

部品組付け

組付け工程図面→組付け機械・冶具図面→製作

調達

部品表→発注

：製品図面をもとに各
作業で必要な図面を
作成

生産準備

A：2次元図面における製品設計図面と他業務との関連
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いっぽう、下部に示された 3次元 CADでは、プロセスが一変する。設計された製品の物
理的な形状から、大きさ、質量に到るあらゆる属性がディジタルデータとして定義され、

抜き勾配や樹脂材料の熱収縮など金型に要求される諸仕様が、CAMシステムにあらかじめ
入力されている。その CAMシステムに、3次元 CADで設計された製品データを直接入力
すれば、CAM内で解析・処理され金型データが作成される。
 さらに、CAM で処理・作成された金型データを、NC工作機械に直接入力すると、金型
製作が可能となる。つまり、2次元 CADで実施していたような、金型図面作成や工作機械
の作業者の金型図面にもとづく作業段取りの検討、工作機械への形状データ入力作業など

が不要となるのである。

 そして、図 5-1Aに示した他の作業である、部品製作・冶具製作・部品組付け、などの各
生産準備業務も同様である。金型製作と同様に、その作業用に特別に必要だった製品図面

検討や生産準備用の特別な図面作成そして工作機械の段取り作業などが削減されるのであ

る。

3.4. 3次元 CADによる業務のフロント・ローディング
 以上述べてきたように、3次元 CADシステムに期待される効果は、開発の初期段階で多
くの問題解決が可能となり、業務のフロント・ローディングすなわち前倒しが可能となる

ことである。その結果として、製品開発の上流工程では負荷が増大するが、それ以上に下

流工程の工数が削減される。そして、全体として開発総工数を下げることが可能となり、

開発効率化が達成できる点にある。

 通常では、開発の後半に必然的に発生する設計変更により、多大な工数とコストが必要

となる。なぜならば、設計変更発生までに実施された他部門も含めた全業務が影響を受け

る可能性があり、また生産に関連して製作される金型や冶具への影響も避けられないこと

が多いからである。さらに、設計変更された製品・部品と機能の点などで同一のシステム

を形成している関連製品・部品に関しても、その影響の検討、そして必要があれば変更が

発生するのである。

以上述べてきた 3次元 CADが、開発効率化を革新的に促進するポイントをまとめると次
の 2点と考えられる。
①3次元の設計データにより、設計者自身が多分野の工学的視点からの比較的高度な工学
的解析を、実機の製作・評価なしで、実施・確認できる。

②3次元 CADにより、各部門での製品設計データの共有化が可能となり、製品開発の初
期段階において、製品設計者と工程設計・型設計などの生産技術者との間のコミュニケ

イションが促進できる。

 このように 3次元 CADは、これまででは考えられなかったレベルでのフロント・ローデ
ィングを実現させて、開発効率の向上に大きく寄与していくと考えられる。
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4.  3次元 CADの効果と設計プロセスの変化

4.1.  3次元 CADの導入状況
前節で 3次元 CADの具体的内容とその効果の概要について述べた。この 3次元 CAD は

1990年代から普及し始め、アジアの工業発展国は、近年積極的に導入しつつある。その全
貌を捉えた調査は無いが、日中韓での主要企業への「3次元 CADを何年に導入したか」と
いう質問への回答に基づくアンケート調査の結果を図 5-2に示した（竹田、2009）。

 図 5-2 日中韓における 3次元 CADの普及状況

注：竹田陽子(2009.8)「設計３次元化が製品開発プロセスと成果に及ぼす影響に関する日本・中国・
韓国の比較調査」をベースに筆者作成
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この調査は各国での調査実施時期が異なっている。日本が 2004/03 で機械関連産業 153
社の回答、中国は 2004/07~09で 114社の回答、韓国では 2007/09~2008/02で 72社の回答
集計であり、本図には中国での調査時点である、2004 年までのデータが示されている。4
年後に調査を実施した韓国における 2008年の普及率は 88%と報告されており、2008年時
点で日本の普及率を追い越している可能性がある。

この調査結果によれば日本では 2000 年代にはその普及は飽和状態を示しており 80%程
度の普及と推定される。中国と韓国は、ほぼ同様の傾向を示しており、2008年での韓国の
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普及率は 88%である。これより、現在の普及率では韓国は日本を追い越しており、また中
国は韓国並みの普及と推定される。

また、同じ竹田の一連の報告（竹田、2009）によれば、「各企業の 3次元化がどれだけ進
んでいるか」を尋ねた調査では、ソリッド・モデルの 3次元 CADをメインで安定的に活用
しているのは韓国 46%、中国 20%、日本 17%となっている。調査年度の違いを考慮しても、
韓国での幅広い浸透と中国の活用普及が見えてくる。

さらに 3次元 CADの種類の調査では、「CADの利用という点で最も進んだプロジェクト
におけるソリッド・モデルの使用率」が、日本：39%、中国：18%、韓国：45%と報告され
ている。3次元 CADを源流とした CAE,CAM,DMUなどの上流・下流工程の革新につなが
るソリッド・モデル 3次元 CADの普及は、韓国は今や、調査年次の違いを考慮しても、日
本と同レベルと推定される。

日本は、3次元 CADの導入では先行したが、現時点では東南アジアの隣接国とほぼ同一
の普及状態にある。今後は、3 次元 CAD をどう活用していくかが競争のポイントとなる。
それゆえ、設計現場において 3次元 CADの関連業務を主体に扱っている技術アウトソーシ
ング技術者活用の仕組みが、非常に重要な課題と考えられるのである。

4.2.  3次元 CADの具体的効果とその影響
いっぽう、3次元 CADの、製品開発における問題発見・問題解決の具体的効果について、
日本の大手電機メーカー10 社の 6 製品（合計 19 製品）を調査した興味ある調査内容が報
告されている（朴他、2008）。
それは、製品の安全、騒音、性能などの製品の機能領域毎に、問題の発見数を CAD/CAE、

実機・モックアップ、プロトタイプの 3 つの開発手法別に分類し、比較調査したものであ
る。図 5-3は、その調査結果を示したものである。なお、モックアップとは外観デザインの
試作検討段階で用いられる試作、プロトタイプとは量産移管確認用として作成される試作

のことである。

図 5-3によれば、CAD・CAEによる問題発見率は、従来の試作やモックアップなどのい
わゆる現物作成・評価ほどには高くない。しかし部品干渉のチェックには、CAD・CAEが
圧倒的に利用され効果を上げている。さらに製造性についても多く利用され、効果をあげ

ていることが明らかである。騒音、耐久性などにも、ある程度利用されていることが分か

る。性能、安全、電波障害などについては、モックアップ・プロトタイプなどのいわゆる

実機による問題発見が多い。これは CAD・CAEが、製品開発設計ツールの完成システムと
して利用可能な試作レスの領域まで至るには、まだ数多くの技術開発・改良が必要である

ことを示している。

いっぽう、CAD導入によっての設計変更件数と開発期間に関しては、著しい効果が報告
されている。導入前を 100 とした指数比較であるが、開発工数：103.2(標準偏差：22.86)、
設計変更件数：73.3(標準偏差：12.83)、開発期間：59.2（標準偏差：11.66）、全体コスト：
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91.7（標準偏差：9.83）である（朴他、2008）。
設計変更件数で 30%削減、開発期間で 40%の削減が実現できている。しかし、逆に開発

工数が 3%増加し、全体でのコスト削減は 10%にとどまっている。この原因はさまざまに推
定される。入力データが 2Dから 3Dとなるので、単純には入口の 3次元 CADで 1.5倍の
工数が必要であり、またツールとしての 3次元 CADの操作熟練度が要求されてくることな
ど、が考えられる。

なお、上記の大手電機メーカーの設計現場調査によると、CADインプットについては、
CADオペレーターを一部使っているケースもあるが、ほとんど設計者自身がおこなってい
ることが明らかにされている。全体としては、設計者１人に対して 0.5人の CADオペレー
ターが配置されていることが明らかにされている（朴他、2008）。
さらに CAE解析では、その 65%が CAE専門家の技術者の手で実施されていることも報
告されている。また CAE 解析のためには、3 次元 CADデータから解析用のモデルへの変
換が必要であり、CAE 解析の概略技術知識とツール操作に習熟したモデラーと呼ばれる職
種がその任にあたり活躍している。そして、CAE 解析の業務量および解析可能な技術分野
の拡大により、更なる増員の必要性が高まっている（朴他、2008）。

図 5-3 開発工程別に発見された問題の数（CAD/CAEによる問題発見率）

注：朴英元、阿部武志　他（2008/6)「エレクトロニクス製品の製品アーキテクチャとCAD利用」をベース

に筆者作成

＊数値は問題発見率の平均値を示す

・モックアップ：検討段階試作、・プロトタイプ：量産移管確認用試作
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つまり、3次元 CAD導入により、CAE専門技術者、CAEモデラー、CADオペレーター
などの、専門職化と人員の増大現象が生じていると述べられている。

いっぽう、3次元 CADを含めた各種のディジタル・エンジニアリング手法の活用状況に
関する調査・分析によれば、「自動車、消費者向け電子機器は、3 次元 CAD システムに既
に移行している。自動車産業はハイエンドの CAD システムへの依存度が高く、また CAD
システムと CAE システムとの連携についても先進的である」と報告されている（藤田 
2006）。
つまり、3次元 CADシステムは自動車産業、消費者向け電子機器産業を中心に広く活用

されており、その活用状況も先進的であるといえる。

日本の自動車産業にみる次の事例は、3次元 CAD活用による顕著な効果を示すものであ
る。「全く同じ 3次元 CADの標準的パッケージを導入している企業でも、日本企業の開発
期間（外観デザイン決定から発売まで）は 18ヶ月以下、米国企業では 30ヵ月前後」（藤本 
2006）。

4.3. フロント・ローディングの期待と実際
3次元 CADによるフロント・ローディング効果については、当初の期待値と導入後の実
際の状況を比較した概要を図 5-4に示す。商品開発プロジェクトの進行と開発工数との関係
で、捉えたものである。

図 5-4は、横軸にプロジェクトの時間的進行を表しており、原点を開始時点として、終了
時点を 3次元 CAD導入前と、導入時の期待値と、導入後の実際の時間、とでそれぞれ示し
ている。さらに縦軸には、業務工数が、開発に投入された人数と時間との積で表されてお

り、業務工数の時間的経過曲線が 3次元 CAD導入前の元の状態、導入時の期待、導入後の
実際の 3つに分けて示されている。具体的には、前節の 4.2.「3次元 CADの具体的効果と
その影響」で述べた朴による日本の大手電機メーカー10 社の 6 製品（合計 19 製品）調査
で明らかにされた開発工数、開発期間などの調査データ（朴他、2008）を、図 5-4 にモデ
ル図として示したものである。

開発期間の短縮は効果として表れているが、業務工数としては開発初期の工数が期待よ

り大きく増加している。またプロジェクト終了までの業務工数の減少度が期待値より低い

ことを表している。

3次元 CADは、開発初期段階に開発・設計部門を中心として CAEや RP、そして生産技
術部門との初期段階での協調作業を行い、フロント・ローディングとして負荷が増加する

が、後工程で問題発生が減少すると期待された。しかし現段階では、3次元 CADの習熟度
などの原因により、初期段階での負荷が予想より増えている。また開発後半での問題処理

の負荷も期待値をオーバーしている状況にあると考えられる（延岡 2006）。
すなわち、当初期待された効果の達成に向けて、組織全体としての対応能力の向上が今
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後の大きな課題となっている。

図 5-4 3次元 CADによるフロント・ローディング（期待と実際）

注）延岡 2006.9「MOT入門」に基づき筆者作成

5. 3次元 CADの導入と技術アウトソーシングの変化

 前節 2,3,4 にて 3次元 CADの概要またその効果と問題点・課題などついて述べ, 3 次元
CADが製品設計システムに大きな質的・量的変化を与えていることを確認した。
さらに、3次元 CADに関わる多くの業務領域において、技術アウトソーシング企業の技

術者が活用されていることが明らかになった。そこで本節では、3次元 CADと技術アウト
ソーシングとの関係を改めて確認していく。

5.1. 3次元 CADでの設計の流れと技術アウトソーシングの業務分担
まず、3章で調査した自動車メーカー、および主要自動車部品メーカーの各企業グループ
内技術アウトソーシング企業の業務内容を 3 章 3.2.3. 「技術アウトソーシング活用にみる
特徴」を参照して再確認する。

それによれば、自動車産業界での技術アウトソーシングの業務内容の特徴としては、次

の 3点があげられる。
①業務内容は CAD 入力を中心として、CAE 解析、さらには内外装部品、ボディ部品、
関連機器・電子機器などの製品・部品設計へと広がっている。

②3DCAD教育を事業の 1つとして、株主企業の社員も含めた国内外の全グループ内企業
を対象に展開している企業がみられる（TTDC、日産テクノ、デンソーテクノ、ダイハツテ
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クナー 他）。

③アウトソーシング企業単独で、車両単位や製品単位での一連の設計プロセス業務を「ま

とめ委託」として遂行している企業が、一部ではあるが認められる。

上記 3点のうち、とくに①に関しては、グループ内アウトソーシング企業 21社すべてが、
3次元 CADとのかかわりを主体として事業を展開していることが明らかである。
また、②の 3次元 DCAD教育は操作教育が主体であるが、株主企業の社員も含めた国内
外の全グループ内企業を対象としている。このことから、3次元 CAD操作に関しては効率
化から改善までの全てを、グループ内アウトソーシング企業がグループ内の主担当企業と

して任されているとみられる。

さらに、③の特徴からは、車輌単位や製品単位で、基本設計から詳細設計、図面作成、

評価までの一連の設計プロセス業務を委託される「まとめ委託」が実現化していることが

明らかである。この「まとめ委託」の実現は、グループ内アウトソーシング企業が製品設

計の技術レベルを高めて、設計プロセスの上流工程へと、その業務領域を拡大しているこ

とを意味している。

なおグループ内アウトソーシング企業各社のホームページでは、3 次元設計、CAD デー
タ作成、CAE解析用モデル作成、解析用メッシュデータ作成など、3次元 CADに関わる業
務に関しての各社の表現はそれぞれ異なっている。

以上より、自動車産業界に広くいきわたった 3次元 CADを、製品設計の現場の実務にお
いて取り扱っているのは、株主企業の製品設計者と共に、グループ内アウトソーシング企

業の技術者である。

さらに、次の点が明らかである。3次元 CAD操作に関してはグループ内アウトソーシン
グ企業が全グループ内の主担当企業として、効率化などに責任を持って取組んでいる。そ

して、業務の委託元である株主企業の製品設計者も、グループ内アウトソーシング企業の

技術者と同一の 3次元 CAD教育を受講し、3次元 CADを駆使しながら製品設計業務を遂
行している。

また株主企業の製品設計者は、グループ内アウトソーシング企業に設計プロセスの一部、

および CAE 解析、RP など 3 次元 CADで実現可能となり設計の流れに追加された業務を
委託している。

以上から浮かび上がってくる現時点での 3次元CADでの設計の流れとアウトソーシング
の業務分担の概要を、1990年頃の 2次元 CADでの設計の流れと対比して、図 5-5 「CAD
による設計業務の流れとアウトソーシングの業務分担の変化の概要」に示した。

図 5-5より明らかなのは、2次元 CADでの設計の流れ（上部 A）と比較すると、3次元
CAD での設計（下部 B）においては CAE などの工程が増加したこと、また技術アウトソ
ーシング企業の技術者がそれらの工程を主に業務分担していることである。
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図 5-5 CADによる設計業務の流れとアウトソーシングの業務分担の変化の概要

注：筆者作成

5.2. 欧米発 3次元 CADの日本での適合性
いっぽう、日本の自動車産業界が使用している 3次元 CADは、そのほとんどが欧米発の
市販のパッケージ型 CAD である。その状況については、「欧米発 3 次元 CAD のネットワ
ーク財化と業界標準化」とみなし、懸念を表明する意見が述べられている（藤本 2006.3）。
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すなわち、「分業型開発を背景に生まれた欧米発 CAD は、例えば設計技術者が構想し、
オペレーターが形状を作るという図面工依頼の分業の原則にしたがって、後者しか使いこ

なせない複雑な操作の CADを開発する傾向がある。しかしそれは、設計者とオペレーター
がチームとなって皆で設計図に触る、という日本企業の統合型製品開発には合わないと言

われる。そして、日本企業の得意とする協調環境でのチームワーク作業と相性の良い「イ

ンターフェース」的な統合型設計支援ソフトを日本で開発・普及させることを提案」して

いる（藤本 2006.3、新木 2005）。
さらに、製品設計者の行動の視点からは「CAD化されても日本の場合は、設計者自から

が CADを操作するのが通常であった。実際に、設計者は CADをつかっているうちにアイ
ディアや、「ひらめき」を得ることが多い。自ら CADを操作するので、出図前に CADの中
だけで繰り返し推敲することが可能だ。これをオペレーターに依頼していたら、途中で推

敲することにはならない」（新木 2005）と、欧米発 3次元 CADに対する懸念が述べられ
ている。

なお、この欧米発 3次元 CAD導入の背景には、さまざまな検討・議論・選択があったと
考えられる。具体的には、自動車産業での開発・購入業務が国際化する中において、海外

のサプライヤなどの間にすでに普及し業界標準化している欧米発の市販パッケージ型 CAD
を導入しない場合のデメリットの大きさと、日本での使い勝手の悪さ、との間のさまざま

な議論である。

欧米発 CADを採用しない場合のデメリットとは具体的には、提携先の欧米自動車企業や
グローバル展開する国際的な大手自動車部品メーカーとの共同開発に大きな支障が予測さ

れたことである。

5.3. 3次元 CADによる製品設計の現状 
 そこで、改めて 3次元 CAD活用の仕組みの視点から、今回の調査結果に基づき、現在に
おける日本自動車産業界での 3次元 CADによる設計実務の状況についてまとめ、その特徴
を明らかにする。

「日本での 3次元 CAD活用の仕組みの特徴」
(1)製品設計者は自ら CADを操作し、企画・構想設計、基本設計などの主要な設計活動を
実施している。

(2) (1)以降の設計工程については、その一部がグループ内アウトソーシング企業に「まと
め委託」として依頼されている場合がある。そして、その委託業務をグループ内アウトソ

ーシング企業は、設計知識を持ちかつ設計経験を積んだ技術者により、基本設計を含む一

連の「まとめ委託」として実行している。単なるオペレーターによる入力作業ではない。

(3) 3次元 CAD導入で増加した各 CAE解析、RP、DMUなどの各工程は、グループ内ア
ウトソーシング企業に依頼している場合が多い。グループ内アウトソーシング企業は CAE
用モデル作成、解析用メッシュデータ作成など、3次元 CADシステム操作に習熟している。
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以上の 3点が日本における自動車産業での製品設計における 3次元CAD活用の仕組みの

特徴である。

6. 3 次元 CAD 活用の日本型フロンティア

そこで、この「3 次元 CAD 活用の仕組みの特徴」について、欧米発の 3 次元 CAD 導入

に対して懸念が示された前述の 2 点から見るとどう変化しているのかという視点から、検

証を加える。懸念される 2 つの視点とは、欧米発の 3 次元 CAD 導入により、日本企業の得

意とする「設計者自らの CAD 操作による設計の繰り返しの推敲作業」そして「他部署との

協調環境でのチームワーク作業」がどう変化しているのかである。

その結果、次の 4 点が明らかである。

(A)委託元設計技術者は、構想設計・基本設計の上流工程を主体にして、自ら CAD を活

用して基本点を設計検討のうえ、技術アウトソーシング企業に委託している。

(B)3 次元 CAD での設計検討は、委託元の設計技術者自らと設計経験のある技術アウトソ

ーシング企業の技術者が役割分担し、協調して実施している（朴他 2008）。したがって、同

レベルの設計知識を持った両者による視点を変えた新しい日本流の繰り返し推敲作業が、

実行されている、といえる。

(C) 3 次元 CAD 導入で、フロント・ローディングとして増加した各種 CAE 解析、RP な

どの工程は、設計知識を保有した技術アウトソーシング企業の技術者が専門的に処理して

いる。

(D) 製品設計者は業務のアウトソーシングにより軽減した業務時間を他部署との調整な

どに充当している。 

欧米発の市販のパッケージ型 CAD の導入は、日本企業の統合型製品開発の文化や体制に

は合わないとの懸念が、導入時には出されていた。しかし本研究での調査結果によると、

杞憂であったとみられる。現時点では、製品設計技術者と技術アウトソーシング企業の技

術者が、それぞれの特徴を生かした役割分担での協調作業により業務を遂行している。

具体的には、技術アウトソーシング企業は、詳細設計に関する設計知識と経験および 3
次元 CAD 操作の習熟度とを基本としている。そして、さらなる設計技術力向上により、詳

細設計から基本設計へと担当する設計プロセスの領域を拡大して、｢まとめ委託｣を可能と

している。

CAE 解析に関しても、その設計知識と 3 次元 CAD 操作の習熟度を基本に、各種 CAE 解

析の解析用モデル作成から解析結果評価までの一連の領域を担当している。

また、委託元製品設計者は、業務のアウトソーシングにより余裕のできた時間を、製品

の複雑化・システム化などに適切に対応するために関連部署との調整などに充当している。
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これにより、日本企業の強みである摺り合わせ技術力を、さらに強化させることが可能と

なり、世界市場での競争に勝ち抜いているといえる。

つまり、3 次元 CAD 活用の日本型フロンティアとして、次のような仕組みがつくられ運

用されている、といえるのではないだろうか。

[3 次元 CAD 活用の日本型フロンティアの仕組み]

「製品設計に強い委託元製品設計者と 3次元CADに強みを持つ委託先技術アウトソーシ

ング技術者の双方が、製品設計に関する設計知識・技術と 3 次元 CAD 活用力を広い範囲で

共有しながら、業務分担体制を築いている。さらに、一連の設計プロセスを一括して委託

する「まとめ委託」により、委託元技術者の重点領域への集中活用が可能な体制を構築し

ている」

以上に述べた、日本の自動車産業における製品設計での 3 次元 CAD 活用の仕組みの特徴

は、図 5-5 「CAD による設計業務の流れとアウトソーシングの業務分担の変化の概要」に

も、示している。

7. 「日本型フロンティア」の更なる展開 －「まとめ委託の促進」－

前節までにおいて、3 次元 CAD 活用の仕組みが、企業競争力向上の大きなポイントであ

ること、そのためには、データ入力から CAE 活用領域の拡大さらには効率化までの広い範

囲にわたる、仕組みの改良・活用などが重要であること、が明らかとなった。そして、日

本の自動車産業においては、製品設計者と技術アウトソーシング企業の技術者とが、3 次元

CAD 活用の仕組みを中心にして、お互いの特徴を生かした役割分担での協調作業により業

務を遂行していること。また、この協調作業により日本企業の強みである摺り合わせ技術

力を更に強化させることが可能な「日本型フロンティア」の仕組みが作られ、運用されて

いることを述べてきた。

さらに、この「日本型フロンティア」の仕組みにより、製品設計者とグループ内技術ア

ウトソーシング企業との業務役割でのオーバーラップが可能となり、日本流の 3 次元 CAD
の効果的な活用体制が確立され実行されている。そして、日本企業の得意とする協調環境

でのチームワーク作業は、製品設計者と生産部門などの他部署間およびグループ内技術ア

ウトソーシング企業技術者との間で維持され、さらに強化されていると考えられる。

これらのことより、3 次元 CAD 活用の「日本型フロンティア」の仕組みの主体である「ま

とめ委託」の更なる拡大・促進が委託元企業の競争力向上につながる非常に重要な施策で

あり、また、この仕組みをより盤石なものにしていくことが重要であると考えられる。

いっぽう、3 次元 CAD の導入により、製品設計・開発の工程においては、強度解析、熱



119 

解析などの CAE 解析や RP などの工程が増加している。つまり、フロント・ローディング

である。これに対しては、製品設計者だけでは質・量の両面で対応が困難となるなか、人

的な増員、専任部門の新設、教育などの施策が取られてきている。

この状況変化は、組織論の視点からみると、3 次元 CAD の導入が設計に関わる組織の多

層化を招いたということであり、この変化にどう対応していくかが今後の課題である。と

くに、日本企業における製品開発の特徴の 1 つである、CAD 作業における製品との格闘・

対話から生じる設計者の「ひらめき」「気づき」などの勘所の押さえ方などの伝承・教育が

ポイントと考える。

 つまり、車輌メーカーおよび自動車部品メーカーそしてグループ内技術アウトソーシン

グ企業における、暗黙知の形式知化促進を主体にした暗黙知の修得・継承の仕組み作りと

実行、が今後の重要施策となってくると考えられる。

7. ドイツにおける 3 次元 CAD 活用状況の一端

6. 節において、日本の自動車産業での製品設計における 3 次元 CAD 活用の特徴につい

て述べた。本節においては、日本との比較の視点から、ドイツにおける 3 次元 CAD 活用状

況の一端を述べる。

日本との比較の視点でドイツを取上げる理由は、ドイツの貿易黒字が過去最大となった

こと、さらに自動車産業の輸出競争力の強さが（日本経済新聞朝刊、2013.11.17）その主要

因の１つであることによる。また、良く知られているようにドイツ社会やドイツ企業では、

「職」が前提である。そして、その「職」として設計関係では、技術製図工・部分製図工

など「製図工」の存在が明確に規定されている（田中、2010）。したがって、3 次元 CAD
活用状況の日本との比較対照国として最適と考えられるからである。

ドイツにおける自動車産業での 3 次元 CAD 活用状況は、日系主力自動車部品メーカーD
社のミュンヘン駐在技術者 H・I 氏のミュンヘン駐在 7 年間の経験にもとづく情報である。

その概要を、次に示す。

(1)「製図工」制度：現在も「製図工」は「職」として存在している。ただし、教育カリキ

ュラムは CAD オペレーター育成を目的として大きく 2 点が変更されている。

①製図工育成の教育カリキュラムは、図学教育を基本として、CAD 操作教育の比重が大

きく増加している。従来は技能教育：技術教育≒1：1 であったが、CAD 移行後は技能教育：

技術教育≒8：2 と変化している。つまり、製図工の技術知識レベルの低下を招いている。

CAD 操作の複雑性による技能教育必要時間の増大、および 3 次元 CAD を使っての技術

者による設計内容確認作業の飛躍的な精度向上（部品干渉、単品形状、製品構成、部品

構成など（従来は製図工が製図作業中に実施していた））が背景にある。これにより、設

計に際しての製図工のもつ設計技術ノウハウへの依存度が下がった。
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②製図工は 2D データの 3D データ変換などが主業務であり、基本的に製品知識を必要と

しない職種である。

(2)工学系の技術知識を基本とする職種は、技術者と設計者に大別される。

①技術者：製品の構想つくり（顧客との仕様固めも含む）

  設計者：技術者の基本構想を具現化し、3D データとして落とし込む

②CAD 操作

・技術者：CAD 操作はしない、またできない

・設計者：技術者の基本構想を具現化し 3D データとして落とし込むなど、3 次元 CAD
による業務が主体。また、各種 CAE 解析のためのモデリング、シュミレイションなども

担当。（3 次元 CAD 以前は、設計者が簡易計算などを基にして、ラフ・スケッチ図やラ

フ・計画図等を作成し、製図工へ 2D での正式図面作成を依頼していた）

・製図工： 3D データへの落とし込み、2D データの 3D データへの変更など、CAD 操作

が主体。ただし、3 次元 CAD の導入により、ほとんどの製品設計が技術者の構想設計を

基本にして、3 次元 CAD 活用による設計からスタートしている。したがって、製図工の

必要度が減少する傾向にある、といえるのではないか。

以上がドイツにおける 3 次元 CAD 活用状況の一端である。この情報は、あくまでもドイ

ツでの自動車産業の、ごく一部の領域の情報ではあるが、日本との比較視点では非常に貴

重な情報といえる。

 日本では、技術アウトソーシング企業の技術者が、その役割を製図業務から設計技術領

域へ拡大する顕著な動きが明らかとなっている。

これに対してドイツにおいては、製図工の 3 次元 CAD の操作能力向上への動きもみられ

るが、製図工の技術・製品知識の限界および職種制度による業務領域の制限などから、製

図工の需要は減少傾向にあるとみられる。そして、技術・設計知識を持つ設計者による直

接 3D 入力による設計、へと変化する傾向がみられる。 

つまり、日本とドイツにおける 3 次元 CAD 活用体制は、結果的には、よく近似してきて

いると言えるのではないだろうか。

しかし、この変化は、明確な「職」制度をもつドイツにおいては、製図工を、どう活用

していくかの大きな課題を内包していると言える。

いっぽう、グループ内企業による業務分担という仕組みにより、日本の 3 次元 CAD 活用

体制は技術アウトソーシング企業技術者の意欲向上とメーカー技術者の余力創出へと繋が

っている、と考えられる。

本論で述べたドイツの情報はごく一部であり、また、このドイツを含む諸外国との 3 次

元CAD活用体制の比較視点は、国際技術競争力検証の上で非常に重要な視点と考えられる。

以上のことから、欧米を中心とした先進国との比較は、筆者の研究課題として今後も継
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続して注視していきたい。

8. おわりに

ディジタル情報技術を駆使した 3 次元 CAD は今や、設計活動の各プロセスにおいて、委

託元の設計技術者や多くのアウトソーシング企業の技術者が取り扱う設計ツールとなって

いる。本章では、この 3 次元 CAD に焦点をあて、その機能やインパクトについて考察した。

その中から浮かび上がってきたのは、3 次元 CAD へのデータ入力および CAE などの関

連業務を主体にして、グループ内技術アウトソーシング企業が業務領域を拡大していると

いう点である。とくに、グループ内技術アウトソーシング企業に特徴的にみられる、基本

設計から詳細設計までの一連の「まとめ委託」の役割分担の仕組みは、注目される。

この仕組みは、委託元企業とアウトソーシング企業間の技術者による協調体制を構築し、

さらに委託元企業の人的資源の重点領域への転換活用を可能としている。そして、今後の

委託元企業の競争力強化につながっていく重要な、そして日本の特徴を生かしたオリジナ

ルなシステムと考えられる。

いっぽう、3 次元 CAD の導入は設計に関わる組織・役割の多層化をもたらしている。そ

うした中、日本企業における製品開発の特徴の 1 つである情報とノウハウの擦り合わせ、

すなわち CAD 作業における製品との格闘・対話から生じる設計者の「ひらめき」「気づき」

などをいかに各層へ確実に伝達し反映させていくか、が今後ますます重要になると考えら

れる。

つまり、車輌メーカーおよび自動車部品メーカーそしてグループ内技術アウトソーシン

グ企業において、暗黙知の形式知化を主体にした暗黙知の修得・継承の仕組み作りと実行

が、今後の重要施策となってくると考えられる。

 以上の議論をふまえ、次章では技術アウトソーシングの役割と課題について焦点を絞っ

て考察を加える。
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7 章 技術アウトソーシングの役割と課題  

1. はじめに

 前章までにおいて、日本の自動車産業における技術アウトソーシングの概要とその特徴

について、とくに製品の設計・開発業務に焦点を絞って、現状の調査分析を行ってきた。

これにより、技術アウトソーシングの構造・特徴、その役割などについて明らかにするこ

とができたと考える。

 また、設計に関する技術アウトソーシングの役割を考察するために、設計とは何かにつ

いて、具体的な設計プロセス、設計に必要な知識まで掘り下げ、検討をおこなった。さら

に、設計プロセスに大きな変化をもたらしている 3 次元 CAD について、その概要・効果

さらには技術アウトソーシング業務との関係などについて考察をおこなった。3 次元 CAD
は、現在の設計業務では必要不可欠なツールとなり、また技術アウトソーシング企業の多

くの技術者が主体的に取り組んでいる最先端の技術である。

 そして、3 次元 CAD の仕組みを、どう活用していくのか、いかに効率的に運用してい

くのか、などが企業競争力の重要なポイントであることについて考察をすすめてきた。

 さらに、日本の自動車産業においては、「まとめ委託」により製品設計者とグループ内技

術アウトソーシング企業との業務役割でのオーバーラップが可能となり、日本流の 3 次元

CAD の効果的な活用体制が確立され実行され始めていることを明らかにしてきた。

以上をふまえ、本章では、本研究の主目的の 1 つである、業務を委託する企業の競争力

向上に資する技術アウトソーシングの今後の役割と課題に焦点を絞って考察し、「まとめ委

託」の拡大・促進を主体にした提案を述べ、締めくくりとしたい。

2. 基本的考え方 ―アウトソーシングの役割―

委託元企業の競争力向上に資する技術アウトソーシングの今後の役割について考察する

にあたり、序章の冒頭でも述べたが、活用の基本的考え方を改めて次のように位置付ける。

[技術アウトソーシング活用の基本的考え方]

 国際競争の激化、技術の急激な変化などに対応していくためには、時間軸が非常に重要

な要素となってきている。たとえ、自社のコア分野であっても、製品企画・開発・設計か

ら生産までの全てを内製化したのでは、開発速度など時間競争で負けてしまうといったリ

スクが高まっている。つまり、企業における内外資源の組み合わせとその活用が重要な要

素となってきている。この視点から、限られた経営資源で、スピード感を持って最適解を

探索・決断・実行していく有効策として、アウトソーシングの活用を位置付ける。
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そして、前章までに述べてきた自動車産業における主力の自動車メーカーおよび部品メ

ーカーでの技術アウトソーシング活用の実態調査からも、この考え方に基づく活用状況が

確認できたといえる。

これをふまえて、委託元企業の競争力向上へ貢献する技術アウトソーシングの役割への

基本的考え方は、「設計補助」から「設計分担」への転換だと考える。

その理由を次に述べる。2020 年代を見据えての自動車産業における競争は、EV・自動

運転などを狙いとした革新的な技術開発と、発展途上国を狙いとした設計・生産の現地化

などのグローバル化が大きなターゲットになっていく。委託元であるメーカーにおいては、

技術者の人的資源を上記の重点技術分野へ集中的に活用可能な組織体制を構築することが

重要課題となる。そして、技術アウトソーシング企業の基本的役割は、委託元であるメー

カーにおいて人的資源を集中的に活用する体制が構築可能となるように、委託元の設計技

術力を質・量的に補完することであると考えるからである。

具体的には、技術アウトソーシングの役割は「まとめ委託」の促進、つまり適応製品・

担当技術領域の拡大が主体となる。さらに、自動車産業の重点課題であるグローバル化に

は、この「まとめ委託」の海外展開を含めて、委託元メーカーの海外現地化設計促進への

主体的参加が重要となる。

この視点から、①「「まとめ委託」の促進」に加えて、②「国内外の技術者有効活用の仕

組み作り・運用」，③「暗黙知から形式知への転換促進」の 3 点を今後の役割と考え、そ

の考え方と内容を以下に述べていく。

3. 「まとめ委託」の促進

まず、①「「まとめ委託」の促進」である。

この「まとめ委託」の効果は、次の 4 点である。

(1)委託元の人的資源を重点領域へ集中活用可能

(2)委託元・委託先での業務受け渡しに伴う、双方による検査・確認などの重複作業削減

（「部分委託」との比較視点）によるコスト低減

(3)専門作業の継続による委託先の技術力・組織力向上

(4)技術者の意欲向上（委託元：重点技術分野への転換、委託先：製品設計への関与増大）

企業競争力の視点からは(1)(2)(3)が取り上げられるが、特に(1)の視点が重要である。「ま

とめ委託」の促進により、委託元においては、それ以前は自社社員が担当していた業務を

外部に委託する。そして自社社員は、今後の競争力の源泉と考えられる他の重点分野に集

中配置し、内外人的資源の有効活用が可能となる。また、グループ内技術アウトソーシン
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グ企業は、委託された業務に専門的に対応していくことで、その技術力・組織力の向上を

はかる。この委託元・委託先双方の活動は総合的に業務の効率化、質の向上へとつながっ

ていくと考えられる。

したがって、委託元と委託先がともに「まとめ委託」の促進を主の役割として捉え、業

務量、対象製品、さらには業務領域の拡大などに積極的に取組むことは非常に重要であり、

委託元企業の競争力向上に大きく貢献していくと期待される。

4. 国内外における技術者有効活用の仕組みつくり・運用

②の役割は「国内外の技術者有効活用の仕組み作り・運用」である。②を今後の重要な

役割と位置付ける目的は、技術アウトソーシング企業における役割の概念を、従来の「委

託業務の高品質で効率的な処理」の狭い範囲に留めず、「国内外の技術者資源の有効活用の

仕組み作りとその実現」と、大きく捉え直す点にある。

この役割認識に基づいて、現時点においても、少数ではあるが、日産テクノ（株）、TTDC
など複数の技術アウトソーシング企業が、委託された業務の処理、効率化、質の向上だけ

にとどまらず、その活動領域を大きく広げ効果を上げている。その活動内容は、3 章論文

末の資料 3-1 に示した。これらの活動は、委託元企業の国際競争力向上に大きく結び付い

ていくと考えられる。

その理由を次に述べる。本研究で明らかになってきたように、委託元である各メーカー

からのグループ内技術アウトソーシング企業への委託業務領域は大きく拡大している。そ

の業務領域は、自動車において今後予想される技術変革や市場ニーズ変化に対応して、業

務領域・業務量がさらに拡大していくと予測される分野である。具体的には、3 次元 CAD
活用に伴う CAE などの関連業務および各種制御システムの新規採用や高精度化・高機能

化に伴う組込みソフト設計業務などが主体である。

したがって、その委託業務拡大要求に対しては、委託を受ける技術アウトソーシング企

業自身が、現在の施策の継続ではなく、国内外の技術者資源を有効に活用する新体制を構

築し将来に備えて積極的に対応していく必要性がある、と考えるからである。

5. 暗黙知から形式知への転換促進

次に、③「暗黙知から形式知への転換促進」の役割について、その考え方を述べていく。

先の 6 章にて、今や設計活動の各プロセスにおいて、委託元の設計技術者や多くのアウ

トソーシング企業の技術者が取り扱う設計ツールとなっている 3次元CADに焦点をあて、

その機能やインパクトならびに技術アウトソーシングとの関連性について考察した。
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そして、暗黙知の形式知化を主体にした暗黙知の修得・継承の仕組み作りと実行が、今

後の重要施策となってくる、との課題を示した。

その背景は、3 次元 CAD の導入は設計に関わる組織・役割の多層化をもたらしている。

そうした中、日本企業における製品開発の特徴の 1 つである情報とノウハウの擦り合わせ、

すなわち CAD 作業における製品との格闘・対話から生じる設計者の「ひらめき」「気づき」

などをいかに各層へ確実に伝達し反映させていくか、が今後ますます重要になっている、

との考察に基づいている。

また、自動車産業の海外生産移管拡大、それにともなう海外現地での車輌開発・設計の

展開が進む中、国内で現在展開されているアウトソーシングを含めた技術開発体制を、海

外でどう展開していくかについても、非常に重要な課題として浮上してきている。その背

景は、日本においては各技術者の持つ暗黙知の摺り合わせが多くの課題解決につながり、

設計・製造技術力を生み出してきているからである。また、日本の製造業が設計・製造技

術を競争力の源泉とし得た仕組みは、技術者間の年代や部門間を跨いだスキンシップ・ネ

ットワークに他ならないと考えられる（中島、1995）からである。

これらの課題解決策として、設計・開発業務においてはグループ内アウトソーシング企

業が「暗黙知から形式知への転換促進」を役割として認識し、実行する役割を担うべきで

ある、との提言である。また、この役割をになう組織としては、グループ内アウトソーシ

ング企業がグループ内での最適任組織である、と考える。

 この考え方の根拠は、つぎの 2 点である。

①[最適任組織]

グループ内技術アウトソーシング企業は、暗黙知の形式知化を組織の固有技術として経

験・保持している企業である。その理由は、設計業務の委託を受けるグループ内技術アウ

トソーシング企業の多くの技術者にとっては、その業務ではニュー・カマーである。した

がって、グループ内技術アウトソーシング企業は、新しく委託された業務に対して、その

業務遂行のためのポイントの聞き込み・資料の要求・社内ドキュメントへの落とし込みな

どを組織的に実行してきた。つまり、形式知化のための経験と固有技術を蓄積しているの

である。

②[関係部署とのネットワーク]

グループ内技術アウトソーシング企業は、委託元企業の社内関係各部署とのスキンシッ

プ・ネットワーク（中島、1995）を、一連の「まとめ委託」業務の推進を通して、委託元

と同一レベルで構築している。したがって、そのスキンシップ・ネットワークを通して関

係各部署からの漏れの無い情報収集が可能である。

なお、この「関係部署とのネットワーク」構築レベルを重要視するのは、先に述べたよ

うに日本の製造業が設計・製造技術を競争力の源泉とし得た仕組みは、技術者間の年代や
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部門間を跨いだスキンシップ・ネットワークに他ならないと考えられる（中島、1995）か

らである。

以上の考え方に基づき、グループ内技術アウトソーシング企業が、その経験と固有技術

そしてスキンシップ・ネットワークにもとづいて、「暗黙知から形式知化への転換」を委託

業務として推進していく。そして、現在「まとめ委託」を行っている製品毎に形式知化を

展開していくのである。

形式知化の手順は、先程も述べたが、その製品においてはニュー・カマーの視点で情報

収集・整理・検証を行っていく。そして、具体的には、製品・部品の基本コンセプトから、

1 つ 1 つの部品の形状そして公差を含めた寸法、部品材料までの検討・選択の理論的背景、

さらには品質保証項目と各部品・寸法との理論的つながり、などを聞き込み、整理し、文

章化していく。さらに、委託企業側と、その内容について工学的検証・再調査・修正など

をおこない、委託元企業の正式な社内規定ドキュメントとして完成させるのである。

いっぽう、筆者の実務経験からは、日本では一般企業においては暗黙知の形式知化はコ

ア技術流出のリスクを拡大させる、との考え方が根強い。一般論として、このリスク拡大

の捉え方は間違いではないと考える。しかし、暗黙知は暗黙知のままで人から人への伝承

に委ね続けることは、製造そして設計・開発の海外現地化などグローバル化の推進と逆行

するものである。

したがって、暗黙知の形式知化により、製品に関わる設計・製造などの関連技術を「見

える化」する。さらに「見える化」された関連技術を充分に検討・議論することにより、

「守るべき技術」を明確にして整理する（渡邉政嘉、2011）との考え方を採用すべきでは

ないだろうか。

そして、技術の「見える化」をノウハウ保護の基本的方針として、「暗黙知の形式知化へ

の転換促進」を技術アウトソーシング企業が主体で業務として進めることが重要である。

さらに、明確にした「守るべき技術」の機密保護体制の構築が必要である。機密保護基

準の制定、基準遵守の必要性教育、遵守状況の定期的点検などを盛り込んだ遵守体制の整

備と運用が必要であることを付け加える。ただし、上記の遵守体制整備・運用・推進など

を担当する部署におけるメンバーの就業意欲維持・向上などは、一般的には日本企業の弱

点である。トップの積極的な関与など、企業の重点施策として取組む工夫が必要と考える。

以上述べてきた、「「まとめ委託」の促進」「国内外における技術者有効活用の仕組みつく

り・運用」、「暗黙知から形式知への転換促進」の 3 つが、業務を委託する企業の競争力向

上に資する技術アウトソーシング企業の今後の役割への提案である。

また、各提案に対しては、それぞれ難易度の高い課題が存在するが、それぞれの課題に

ついては割愛する。本研究においては、技術アウトソーシングの本質的課題に焦点を絞っ

て、つぎに議論を進めていく。
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6. 今後の役割への課題

本節においては、本章 3,4,5 にて提案した今後の技術アウトソーシングの 3 つの役割に

共通した本質的課題、について考察をおこなう。

この 3 つに共通した課題を認識する方法としては、3 章の 5.「 実務管理者へのインタビ

ュー」にて実施した設問のうち、Ⅳ.「D 社技術部と比較したとき、DT 社の競争力をどう

考えますか？」に対して寄せられた情報に基づいて考察をおこなう。

なお、今後の技術アウトソーシングの役割に対する課題について、実務管理者へのイン

タビューに基づいて考察するのは下記の理由による。

インタビューを実施した実務管理者は、先にも述べたように主力自動車部品メーカーで

の長い設計経験を持つ技術管理者である。そして、現在はグループ内技術アウトソーシ企

業の実務管理者もしくは委託元である自動車部品メーカーでの「まとめ委託」の管理者で

ある。つまり全員が、委託元、委託先両者の複眼視点を持つ技術者であり、また管理者で

ある。したがって、今後の技術アウトソーシングの本質的課題を考察する最適者と考えら

れるからである。

 このような考え方で考察した技術アウトソーシングの今後の役割に対しての本質的課題

を次に示す。

[技術アウトソーシングの課題]：「待ち・受け身」の業務姿勢からの脱却

「「待ち・受け身」の業務姿勢からの脱却」とは具体的には、「技術アウトソーシング企

業は委託業務の遂行にあたり、課題・問題解決、業務効率化、品質改善など多くの視点か

らの自主的で積極的な提言・提案姿勢を持つべきである」との指摘である。

 この背景を説明すると、一般的に委託業務は、業務のアウトプットとそのプロセスがあ

らかじめ委託元から指定される場合が多い。その理由は、委託元は多くの経験から委託元

自身の業務プロセスを最適と判断・決定しており、そのプロセスそしてアウトプットを指

定する場合が多いからである。つまり、アウトソーシング企業の最重要課題は、あらかじ

め指定されたプロセスを正しくかつ効率的に遂行し結果に結び付けていくこと、となる。

そして、その業務遂行過程で問題が発生した場合には、技術アウトソーシング企業の行

動は、その問題発生の委託元への報告と同時に、委託元からの解決方法の指示を待つ、と

いう業務姿勢が一般的となっている。また委託元自身も、問題の速やかな報告と、委託元

からの指示に基づく解決策の遂行を委託先に指示・要求する場合が多い。

 その結果として、技術アウトソーシング企業は「待ち・受け身」が業務遂行の基本的姿

勢になっていると考えられる。

とくに、グループ内アウトソーシング企業への業務の委託・受託の場合には、この状況

が多いと考えられる。
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しかし、本章で述べてきた今後に期待される役割は、技術アウトソーシング企業にとっ

て未知の領域である。とくに「国内外の技術者有効活用の仕組み作り・運用」と「暗黙知

から形式知への転換促進」の 2 つは、委託元企業にとっても未知の領域である。つまり、

委託元にも経験者・相談者が存在しない業務への挑戦となる。したがって、「「待ち・受け

身」の業務姿勢からの脱却」が最重要課題として大きく浮上してくるのである。

7. コア・コンピタンスと技術アウトソーシング

7.1. コア・コンピタンスとは

 先行研究においては、本研究のテーマである「モノづくり」企業における「モノ」に関

わる設計技術領域はアウトソーシングの対象外として、ほとんど研究されてこなかったこ

とを本研究の序論において述べた。またその背景は、先行研究でのアウトソーシングの形

成に関わる議論においては、その企業のコア・コンピタンスはアウトソーシングの対象外

と考えられているからである、ことを述べた。

 しかし、本研究により、多くの企業において製品設計の技術領域業務がアウトソーシン

グの対象とされていること、とくに自動車産業においては、グループ内技術アウトソーシ

ング企業を主体にしてアウトソーシングされていることが明らかになった。

 そこで、改めて現在おこなわれている技術アウトソーシングを、コア・コンピタンスと

の関係性の視点から考察を加える。

 まず、コア・コンピタンスとは「顧客に対して、他社にはまねのできない自社ならでは

の価値を提供する、企業の中核的な力（企業内部に秘められた独自のスキルや技術の集合

体）」（ゲリー・ハメル他、1995）と捉えられている。

 そこで、本研究においては、この考え方を本研究の領域である技術に的を絞って適用し、

「「モノづくり」企業におけるコア・コンピタンスとは、技術において真似のできない強み

を持続するための組織能力を構築し活用する力」、と捉える。

さらに、この組織能力は具体的には、次の 2 つの要素からなると考えられる。第 1 に「真

似をされないコア技術」である。第 2 は、「コア技術を日々の技術・商品開発を通して鍛

える組織能力」である（延岡、2006）。
 ただし、この捉え方は、技術開発・設計・製造を一貫して実施している「モノづくり」

企業の場合である。現時点においては、本研究のテーマである技術アウトソーシング企業

に委託される業務領域では技術開発は含まれていない、と考えられる。つまり、本研究で

述べてきたように、具体的には、開発されたコア技術の製品展開における限定された技術

領域の業務が委託されているのである。

したがって、技術アウトソーシングにおいては、第１のコア技術開発の要素は該当しな

いと考えられる。第 2 の「コア技術を日々の技術・商品開発を通して鍛える組織能力」が
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該当する。

7.2. コア技術の展開

 そこで、コア・コンピタンスの要素である「コア技術を鍛える組織能力」の視点からは、

2、3、4 章で明らかにしてきた技術アウトソーシング企業が実施している業務は、どのよ

うに位置付けられるのかについて考察をおこなった。

この考察のために、委託元が主体で実施している商品開発全体の中での「まとめ委託」

の位置付けを行い、図 7-1「コア技術の展開モデルとアウトソーシング委託との関係モデ

ル図」に示した。

つまり図 7-1 は、グループ内アウトソーシング企業が実施している「まとめ委託」業務

は、委託元企業の「コア技術展開」である商品開発全体の中で、どこに位置づけられるか

を示した図である。

この図 7-1 は横軸に時間経過を示し、縦方向の矢印で示された製品 1 から製品 7 の各商

品は、横方向の矢印で示された各要素技術 1 から 7 がどのように組み合わされて構成され

ているのか、またどのような時間的順序で開発・市場投入されているかを表している。

 さらに、製品、要素技術の末尾の括弧内に記された大、中、小の文字は、各要素技術お

よび各製品の技術新規度・変更度（3 章 5 参照）の程度を大、中、小の 3 段階に層別して

示している。

 また、縦・横方向の矢印が交わったポイントに示されている丸印は、横軸方向の要素技

術がどの製品に、どのように組み合わされ適用されているか、を示している。つまり、製

品 1 から 7 の各製品は、要素技術 1 から 7 の、どのような組合せにより構成されているか

を示している。

具体的に説明すると、製品 1（大）は技術新規度・変更度大のコア技術と位置付けられ

る要素技術 1 と、技術新規度・変更度小の要素技術 2 を組合せた製品であり、製品として

の技術新規度・変更度も大である。さらに、コア技術と位置付けられる要素技術 1 の製品

として、最初に市場投入された製品であることを示している。

 そして、次に投入された製品 2（中）は、製品 1 に要素技術 3（小）を組み合わせた商

品であることを示している。つまり、製品 1 をベースとしながらも、さらに試行錯誤が繰

り返され、この製品 2 の開発過程で改善が実施されている。

また、この図 7-1 のモデル図は要素技術 1 が製品１から 7 の 7 製品に展開され、市場投

入されていることを表している。

このように、特定技術は何度も製品開発に使われることにより、多くの暗黙的な知識が

蓄積される（延岡、2006）のであり、多くの製品に当てはまる現象である。

その一連の製品開発において「まとめ委託」としてアウトソーシングされている製品は、

図 7-1 において製品 4,7（小）として位置付けられる。つまり具体的には、あるコア技術

が多くの製品開発で使われ、各製品開発の過程での商品化のプロセスやノウハウが、ほぼ
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構築されたと考えられる段階での、技術新規度・変更度が小の製品設計を委託されている

ことを示している。

この委託業務をコア・コンピタンスと考えるか否かについては議論が分かれると考えら

れる。また、本研究の目的は利用企業の競争力に資するアウトソーシングとはどのような

ものかであり、アウトソーシングの形成に関する議論ではない。

しかし、市場のグローバル化と技術変革の激しい現代においては、社会の注目を集める

ような独創的な革新技術でさえも、その代替技術が、ほどなく登場してくるのは歴史が証

明している。したがって、他社に先駆けての技術開発・製品化が、勝ち残りのための最重

要ポイントであり、時間的先行が重要視される背景である。つまり、製品化の時間的速さ

はコア・コンピタンスである。しかし、現在の「まとめ委託」は、図 7-1 に示したように、

委託元において何度か試行錯誤が繰り返された製品化後期の製品設計業務である。

このような状況をふまえると、現在技術アウトソーシング企業がおこなっている「まと

め委託」は狭義にはコア・コンピタンス領域には該当しないと筆者は考える。

図 7-1：コア技術の展開モデルとアウトソーシング委託との関係モデル図

要素技術７（小）

要素技術1（大）

要素技術2（小）

要素技術3（小）

要素技術4（中）

要素技術5（小）

要素技術6（小）

製品1（大）製品2（中） 製品3（大） 製品4
（小）

製品5
（中）

製品6（小） 製品7（小）

アウトソーシング対象製品

時間

出典：延岡(2006)「MOT入門」を参考にして筆者作成

技術新規度・変更度
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8. おわりに

 本章においては、委託元企業の競争力向上に資する技術アウトソーシング企業の今後の

役割と課題に光をあてた。

そして、「設計補助」から実質的「設計分担」への役割転換に向けて、「まとめ委託」」の

促進を中心とする 3 つの役割を提案した。さらに、「待ち・受け身」からの脱却が、技術

アウトソーシング企業の最重要課題である、と指摘した。

この役割・課題の認識は、委託元企業の競争力強化につながり、ひいては日本の「モノ

づくり」産業の競争力強化に結びつくにちがいない。最後に述べたのは、「まとめ委託」と

委託元企業のコア・コンピタンスとの関連性についてである。

コア技術とは何かについて、各企業、各技術者が真剣に考え・議論する。本章での問題

提起がそのような機会となり触媒になればと願っている。

そして、コア技術を明確化させることのインパクトにも注目したい。コア技術の確固た

る自社内確保につながり、世界的視野でのコア技術の応用技術開発さらには他社への展開

による社会貢献へと繋がっていくであろう。
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終章 総括と課題

1. 研究目的および課題との整合性

 前 7 章において本研究の議論を基本的に終えるが、最後に、本研究において取組んでき

た研究方法、考察、そして研究の到達点に対して、本来の研究目的および課題との整合性

について整理する。

1.1. 研究目的および課題の再確認

 本研究の目的は、「モノづくり」の競争力に直接かかわる技術業務において、委託元企業

の競争力向上に資するアウトソーシングとはどのようなものか、その課題は何かを明確に

し、提言をおこなうことであった。

 その背景にあるのは、「モノづくり」に強みを持つといわれてきた日本の競争力が、近年

とくに電子・電気関連製品の輸出競争力において、顕著な翳りが見え始めている状況への

危機意識である。

現在、世界の産業・企業構造は大きく変化してきている。そして、この変化の特徴は、

市場のグローバル化や地球環境保護など複数の変化要因が複雑に絡み、また、ほぼ同時期

に出現していることにあるといえる。

この変化に対応して企業競争力を確保していくことは、従来の企業経営の延長線上の組

織構成・製品開発思想・設計開発体制などの維持では達成できないといえる。つまりこの

変化は、企業に対して内外資源の組み合わせや役割などの根本的な見直しを迫り、また外

部資源の１つとしてのアウトソーシングの役割・価値が問われていると考えられるのであ

る。

 アウトソーシングに関わる先行研究については、形成論とプロセス論に 2 大別すること

ができるが、両視点から到達点を検証した結果、次の 2 つの課題が明らかとなった。

まず形成論からみると、「モノづくり」産業においてコア・コンピタンスをなす技術は、

アウトソーシングの対象外とみなされ、技術アウトソーシング研究はほぼ空白地帯である

ことが明らかとなった。それゆえ第 1 の課題は、この分野へのアプローチは技術アウトソ

ーシング活用実態の把握から着手する必要性があるということである。

次にプロセス論からみると、技術以外の IS 領域を主体とする先行研究は、活発である

が、業務の委託元か委託先どちらか一方の視点からのアプローチに偏っていることが明ら

かとなった。これでは、本研究の目的であるアウトソーシング委託企業の競争力向上に資

する課題を明らかにすることができない。ここに、委託元および委託先の両サイドをふま

えての複眼視点から活用実態把握を行い、その評価と課題を明らかにするという、第 2 の

課題が浮かび上がってくるのである。



134 

1.2. 研究における考察と目的および課題との整合性

前述の研究目的および課題にそって、本研究はプロセス論的アプローチを基にした技術

アウトソーシング論として、次の 2 つの視点から考察を行った。第 1は委託元・委託先の

複眼視点に基づく IS との比較検証による活用実態の把握であり、第 2は設計工学・情報知

識学などの視点に基づく設計プロセス・設計知識からの考察である。

 第 1 の技術アウトソーシング活用実態の把握については、先行研究が無いことから、概

要把握と詳細把握という 2 段階に分けて調査を行った。まず、第 1 段階の概要把握調査で

は、アウトソーシングとして歴史的に先行している「IS」と「モノづくり」における「技

術」を比較調査することにより、「IS」および「技術」アウトソーシングそれぞれの長短

を明らかにした。

 さらに、第 2 段階の詳細調査においては自動車産業に焦点をあて、委託元・委託先ヘの

インタビュー調査、ホームページ調査によりアウトソーシング活用の実態把握をおこなっ

た。実務に踏み込んだ調査によって、業務全体に対しての技術アウトソーシングの位置付

け・役割が明らかとなった。

 第 2 の設計工学・情報知識学などにもとづく設計プロセス・設計知識などの視点からの

考察では、同一の視点・評価尺度による委託元と委託先の比較が可能となった。そして、

委託元との比較による長所・短所の把握さらに技術アウトソーシングの位置付けを明らか

にすることができた。また、現在の役割さらに今後の役割を考察するうえでの理論的な裏

付けを得ることができた。

 さらに現在、各メーカーの設計技術者そして多くの技術アウトソーシング企業の技術者

が取り扱う 3 次元 CAD について、技術アウトソーシングの視点から考察を加えた。また、

3 次元 CAD の機能と効果の概要、さらには技術アウトソーシング業務と 3 次元 CAD との

関係について考察をおこなった。

上記の考察を通して、メーカーの製品設計者とグループ内技術アウトソーシング企業の

技術者が 3 次元 CAD を媒体として、業務役割でのオーバーラップを実現していること、

そのことにより日本流の 3 次元 CAD の効果的な活用体制が確立され実行されていること

を明らかにした。

以上に述べてきたことより、本研究における考察は、本来の研究目的および課題とほぼ

整合性がとれていると考える。  

2. 本研究の到達点

2.1. 技術アウトソーシングの活用実態

 本研究においての多くの調査・考察から、技術アウトソーシング活用実態の特徴は次の
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とおりであることを明らかにした。

(1)IS との比較においての活用状況

①業務委託実施率：IS での委託実施率が高く、技術においては IS の約 2/3 である。

②機密保持体制：業務委託にあたっての機密保持体制は、ほぼ整備されている。ただし、

業務の委託先は IS と技術では大きな違いがみられる。技術においての委託先は、約 80%
が資本関係のある企業である。しかし、IS においての委託先のうち資本関係のある企業は

約 17%と少数である。

③上流工程までの委託を視野に入れた活用計画有無：IS においては明確な計画は認めら

れないが、技術においては上流工程への委託計画が認められる。

さらに特筆すべきは、IS においては業務委託による「ノウハウの流出」の不安を多くの

委託元が抱いているという内実が明らかになったことである。

(2)自動車産業での活用状況

①アウトソーシング先：自動車メーカー、主要自動車部品メーカーともに自社グループ

内に、技術アウトソーシング企業を設立し、設計関連業務を委託する企業が非常に多い。

②委託業務内容：3 次元 CAD 入力を中心として、CAE 解析などの関連業務/内外装部品

/ボディ部品/関連する機器・電子機器など。さらに組込みソフトウェアの開発・設計およ

び関連技術領域

③業務領域：技術アウトソーシング企業単独で各車両単位や製品単位で一連のプロセス

を取りまとめるという、「まとめ委託」の設計・開発のできる企業が複数社認められる。

④)グループ内技術アウトソーシング企業の関連会社：海外子会社、国内地方拠点などを

単独で設立・運営する企業が認められる。

2.2. 自動車産業における技術アウトソーシングの構造分析とその役割

自動車産業における技術アウトソーシングの構造的特徴は、次の 3 点にあることを明ら

かにした。まず第 1 に、ヒエラルキー構造の形成である。自動車メーカーおよび一次自動

車部品メーカーを頂点としている。そして、それぞれのグループ内技術アウトソーシング

企業、さらに独立資本技術アウトソーシング企業の順に、業務の流れに沿って上下に階層

的につながるヒエラルキー構造を形成している。また独立資本の技術アウトソーシング企

業は一次自動車部品メーカーのグループ内アウトソーシング企業を主取引先としているが、

さらに自動車メーカーとも取引をおこなっている。

そして、このヒエラルキー構造が形成される背景としては、景気変動にともなう技術業

務量変動への対応の仕組みが存在している。そして、このヒエラルキー構造と業務量変動

対応への役割の関係は、IS サービス産業の構造とほぼ同一と考えられることを明らかにし

た。

 第 2 は、3 段階に分かれた企業設立年代である。第 1 段階が 1960 年代における民間設
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備投資の増大に対応しての独立資本技術アウトソーシング企業の設立である。第 2 段階は、

1980 年前後における輸出車輌台数増加による技術業務量の増大への対応をにらんだ、自動

車産業内での各メーカーによる最初のグループ企業設立である。そして、第 3 段階は、

1995 年前後の車輌の電子化・ソフト化への対応としての、自動車産業内での各メーカーに

よるソフトウェア設計関連企業設立である。いわゆるグループ企業設立の第 2 段階、でも

ある。

 第 3 は、グループ内技術アウトソーシング企業の役割が企業設立当初の「設計補助」か

ら「設計分担」へと、その役割を実質的に変化させていることを明らかにした点である。

これは、グループ内技術アウトソーシング企業が車輌単位や製品単位での一連のプロセス

を委託する「まとめ委託」を実施しているということからも明らかである。

2.3. 設計プロセス・設計知識視点からの考察

 委託されている設計業務を、委託先設計プロセス全体から捉えて位置付ける、という分

析視点をもつことにより、「まとめ委託」と「部分委託」の明確な層別を明らかにした。

さらに、設計プロセスと設計知識の 2 つの分析視点を融合させることにより、各設計プ

ロセスにおける各設計知識の活用度合は異なる、という新しい視点を導き出した。そして、

「暗黙知の活用度合いは、各設計プロセスにより異なり、またプロセスの上流ほど高い」

という仮説を設定するとともに、この仮説の妥当性を製品設計の実務においても検証する

ことができた。それは、設計現場で実業務に従事している設計管理者へのインタビューに

より実証したものである。

また、この仮説・検証の視点にもとづき、技術アウトソーシングにおける「まとめ委託」

と「部分委託」の違いを生みだす要因に関しても理論的検証を加えた。さらに、メーカー

のグループ内技術アウトソーシング企業と独立資本アウトソーシング企業の保有する設計

知識のレベルの違いは、それぞれの設計知識継承の仕組みの違いとも密接に関連している

ことを明らかにした。

2.4. 技術アウトソーシングの役割と課題の提言

以上述べてきた研究成果に基づいて、委託元企業の競争力向上に資するアウトソーシン

グの役割として、次の 3 つを提言した。「「まとめ委託」の促進」、「国内外の技術者有効活

用の仕組み作り・運用」「暗黙知から形式知への転換促進」である。

さらに、課題として「「待ち・受け身」の業務姿勢からの脱却」を提言した。

とくに、「暗黙知から形式知への転換促進」に関しては、以前からその必要性の発言は少

数ではあるが聞かれ、また企業内でも少なからず進められてきている施策である。しかし、

グループ内技術アウトソーシング企業の役割として位置付けた提言は、おこなわれていな

いと認識している。この考え方の根拠については本論で詳しく述べたが、各方面からのさ

まざまな議論を期待するものである。
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3. 残された研究課題

本研究においては、アンケートに回答頂いた関係企業の方々のみならず、自動車産業内

の主要自動車部品メーカー、グループ内技術アウトソーシング企業そして独立資本アウト

ソーシング企業にまたがる、多くの人々のご協力により活用実態調査をおこなうことがで

きた。さらに、実際の設計現場で業務の委託・受託を管理している設計管理者へのインタ

ビュー調査からは、設計実務における設計知識と設計プロセスの関連性を明らかにするこ

とができた。

また、委託元メーカーと委託先であるグループ内アウトソーシング企業技術者それぞれ

の保有設計知識の比較評価を通して、暗黙知の重要性と脆弱性さらに暗黙知から継承知へ

の転換促進の重要性を理論的に明らかにすることができたと考える。

 しかし、本研究領域はフロンティアとみられ、果敢にアプローチを行ったものの、今後

に残した課題も少なくない。

日本の各「モノづくり」産業は、今後も世界で熾烈な市場競争を勝ち抜いていかなけれ

ばならない。競争の相手は、世界の各メーカーであり、技術アウトソーシング企業である。

しかも、各メーカーの動向に関する技術開発・設計力そして技術思想・生産能力などの多

くの情報は、市場に販売される製品などから調査・推測が可能である。

しかし、技術アウトソーシングに関しての各種情報、すなわち、委託の有無・委託領域・

委託先等の情報は、ほとんど皆無の状況にある。

本研究においても、世界の情報を常に注視していたが、入手できたのは（6 章の最後に

述べた）ドイツでの 3 次元 CAD 活用状況の一部分だけであった。研究者の本来の役割は、

常に世界的視点・全国的視点に立ちながら、現状を把握・分析して問題点を抽出し、今後

の課題を提言することである、と考える。しかし、それは実現できなかった。

それは、本研究の残された課題といえよう。主要国での技術アウトソーシング活用状況

の入手とその分析にもとづいての課題提起と提言に向けて、今後取組んでいきたい。
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付属資料一覧

付属資料-1 
「IS（情報システム）業務における業務アウトソーシングに関する調査票」

アンケートにお答えいただく前にお読みください。

“本調査における「業務のアウトソーシング」とは、派遣社員に業務を委託したり、単発的に

業務を外注したりするようなものではなく、年間単位など継続的に業務を委託し、また業務運営

管理は委託先が実施し、さらに業務実施場所は委託先企業内または貴社内の明確に区切られた

場所で行われている業務を指します。またグループ内企業へのアウトソーシングは含みますが、

社内の一組織で業務をおこなうようなものは含みません”

なおご回答は、貴社の IS（情報システム）業務の担当部署または管轄部署の責任者（部長殿など）

がご記入くださいますようお願い致します。

 ●ご回答に当たっては、それぞれの番号に回答内容が表示されていますので、質問文にした

がって、当てはまる内容の番号を○でかこんでください。

 ●なお、まことに恐れ入りますが、ご記入いただきましたアンケート用紙は７月２９日（土）

までに、同封の返信用封筒にて本調査票のみをご投函くださいますようお願い申し上げます。

―アンケート調査票―

Ⅰ．貴社における業務アウトソーシング実施の有無について

Q1. 貴社では現在、IS(情報システム)業務の一部または全部をアウトソーシングしていますか。

    １．している      ２．していない

  ＊１．の場合には Q2 へ進んでください。２の場合には７頁の Q19 へ進んでください。

Ⅱ．貴社における、業務アウトソーシング実施状況について

Q2. 貴部門は、貴社における業務のアウトソーシングに対して、どの程度関与していますか。

  １．主導的立場で、関与している（してきた）

  ２．主導的とまでは言えないが、状況は把握している（してきた）

  ３．殆ど把握していない

Q3. 貴社の IS部門では、どの程度業務をアウトソーシングしていますか。以下の各業務分野

  ごとに、各業務分野全体の業務量に対する発注割合について、あてはまる数字を選んでくだ

 さい。各数字はアウトソーシングしている業務の割合を表しています。
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１：～２５％、 ２：２６～５０％、 ３：５１～７５％、  ４：７６～１００％です。

    注：なお業務量は人工、時間、金額などいずれの算出方法でもかまいません。

アウトソーシングしている
業務の割合

～２５％ ２６～５０％ ５１～
７５％

７６～
１００％

業 システム企画 1 2 3 4
務 　　〃　　開発・設計 1 2 3 4
分 　　〃　　運用・保守 1 2 3 4
野 　　〃　　変更・更新 1 2 3 4

Q4. 貴社の IS部門におけるアウトソーシング先の企業数は次の内のどれですか。

     １．１社   ２．２社   ３．３～５社   ４．６社以上

Q5. アウトソーシング先は以下のどれに相当しますか。（Q4.で複数社に委託している場合は

貴社にとって業務委託量の最も多い委託先）

１．自社の１００％子会社  ２．自社が部分的に出資している会社  

３．自社とは資本関係のない会社

Q6.  当該アウトソーシング先とは、過去にどの程度の期間の契約実績がありますか。

  １．1 年以下  ２．2 年～5 年  ３．6～10 年  ４．11～19 年  ５．20 年以上

Ⅲ.  貴社における、業務アウトソーシングの各種の状況について

Q7. アウトソーシングにあたって、委託業務内容は、その業務毎に一定のフォーマットに基づ

く定型的な文書（仕様書など）で、委託先に提示していますか。

   １．はい    ２．いいえ       ＊1.の場合にはQ7－１に進んでください

2.の場合にはQ8 に進んでください

Q7-1.  一定のフォーマットに基づく定型文書による委託は、委託業務全体の中でどのような

割合になりますか。

      １．～２５％  ２．２６～５０％  ３．５１～７５％  ４．７６～１００％

Q7-2  一定のフォーマットの定型文書は、誰が作成していますか。

      １．自社    ２．委託先   ３．自社と委託先とで協力ａａ

Q8. アウトソーシング先には、どの程度 委託業務の前後の工程の業務に関する情報を提供

していますか。委託先への情報の提供に関して、次の３つに層別して、委託業務全体に対

するその割合を具体的に数字で記入してください。

注：この質問はたとえば、設計業務を委託する場合でも、前工程である企画の工程への

参加や、後工程である評価の工程へ参加してもらうなど、委託する業務の前後

（または前か後のみ）の工程の情報を提供するような場合を想定しています。
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    情報提供の状況 業務の割合

委託していないが、前後工程（または前か後のみ）の一部

（または全部）に、委託先メンバーに参加してもらっている

％

委託していないが、前後工程（または前か後のみ）の

一部（または全部）に関する情報を、委託先に提供している

％

委託している業務のみの情報を、委託先に提供している ％

Q9. アウトソーシングをおこなうにあたって、貴社では業務の流れの見直しや、業務の標準化・

規準化 などをおこないましたか。以下の項目について、１（全く当てはまらない）から、

５（非常によく当てはまる）までのスケールの中から選んでください。

注：委託している業務の種類などによって回答が異なる場合には、発注業務量の最も

大きな最近の業務についてご回答ください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

見 業務の流れの見直しをおこなった 1 2 3 4 5

直
し

標準的な設計手法・開発技法の採用など、業務
自体の標準化をおこなった 1 2 3 4 5

内
容

自社と委託先との業務のつながりについて、発注
内容と納入成果物との関係を明確化した 1 2 3 4 5

見直し結果を、文書で規準化した 1 2 3 4 5

Q10. アウトソーシングにあたって、委託先の選定時には、貴社は委託先の機密管理状況を検討

していますか。アウトソーシング先の機密管理内容ごとに、１（ほとんど検討していない）、

２（検討している）、３（充分に検討している）から、選んでください。

　　貴社による検討状況
ほ
と
ん
ど
検
討

し
て
い
な
い

検
討
し
て
い
る

充
分
に
検
討
し

て
い
る

機密管理システムの有無 1 2 3
　　　〃　　　　　　　の充実度 1 2 3
　　　〃　　　　　　　の遵守度 1 2 3

委託先による
機密管理内容
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Q11. 外部の平均的なアウトソーサーと比較した場合、貴社の発注部門の能力は、どの程度ある

と考えていますか。企画などの部門別に０（自社に部門がない）および １（かなり低い）

から ５（かなり高い）までのスケールの間で数字を選んでください。

注：部門の能力とは構成要員の技術力やノーハウだけではなく、設備面の能力も含みます。

　　　　　　　　　　自　社　に　部　門　あ　り
自
社
に
部
門

な
し

か
な
り
能
力

低
い 能

力

か
な
り
能
力

高
い

業 システム企画 0 1 2 3 4 5
務 　　〃　　開発・設計 0 1 2 3 4 5
分 　　〃　　運用・保守 0 1 2 3 4 5
野 　　〃　　変更・更新 0 1 2 3 4 5

Q12. アウトソーシングにより、提供・納入されたサービスの質には、どの程度満足していま

すか。

   １．非常に不満である   ２．やや不満である  

３．普通である      ４．やや満足している    ５．非常に満足している

      ＊１，２ を選んだ場合には、Q12-1 へ進んでください。

       ３、４，５の場合にはQ13.へ進んでください。

Q12-1 不満の主な原因は、次のどれに該当しますか、あてはまるものを一つだけ選んで

ください。

    １．やりなおしが多い  ２．間違いが多い  ３．自社でのチェックが欠かせない

    ４．打ち合わせの回数が多い  

５．その他           ＊５の場合には下の欄内に、その理由を自由に

ご記入ください。

Q13. アウトソーシング先とは、提供されるサービスの質などを定めた品質保証契約などを結ん

でいますか。

     １．結んでいる     ２．結んでいない
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Ⅳ. アウトソーシングにおける成果や課題と今後の利用計画ついて
Q14. アウトソーシングした理由として、次の各項目はどの程度当てはまりますか。１（全く当
てはまらない）から５（非常によく当てはまる）までのスケールのあいだで選んでください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

コスト低減 1 2 3 4 5
理 開発スピードを上げる 1 2 3 4 5

最新技術の活用 1 2 3 4 5
専門的知識・スキルの活用 1 2 3 4 5
社内人材不足への対応 1 2 3 4 5

由 業務量変動への対応 1 2 3 4 5
自社の経営資源のコア業務への集中 1 2 3 4 5
セキュリティ・リスクの軽減 1 2 3 4 5

Q15. アウトソーシングについて、実際にどの程度効果があがっていますか。次の各項目につい
て、５つのスケールの中から選んでください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

コスト低減 1 2 3 4 5
効 開発スピードを上げる 1 2 3 4 5

最新技術の活用 1 2 3 4 5
専門的知識・スキルの活用 1 2 3 4 5
社内人材不足への対応 1 2 3 4 5

果 業務量変動への対応 1 2 3 4 5
自社の経営資源のコア業務への集中 1 2 3 4 5
セキュリティ・リスクの軽減 1 2 3 4 5
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Q16.  アウトソーシングについて、事前にどのような不安をもっていましたか。次の各項目に
ついて、５つのスケールの中から選んでください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

信頼できる委託先を見つけるのが難しい 1 2 3 4 5
不 必ずしもコスト低減ができるわけではない 1 2 3 4 5

IS機能のノーハウが自社に蓄積されない 1 2 3 4 5
特定の委託先に過度に依存してしまう 1 2 3 4 5

安 環境変化に臨機応変に対応できない 1 2 3 4 5
セキュリティの確保が難しい 1 2 3 4 5

Q17. アウトソーシングについて、現在どのような問題が生じていますか。次の各項目につい
て、５つのスケールの中から選んでください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

信頼できる委託先を見つけるのが難しい 1 2 3 4 5
問 必ずしもコスト低減ができるわけではない 1 2 3 4 5

IS機能のノーハウが自社に蓄積されない 1 2 3 4 5
題 特定の委託先に過度に依存してしまう 1 2 3 4 5

環境変化に臨機応変に対応できない 1 2 3 4 5
点 セキュリティの確保が難しい 1 2 3 4 5

Q18. アウトソーシングについて、委託の継続、委託先、業務分野、業務量のそれぞれに関して、
今後の計画として当てはまるものを選んでください。

委託 　１．継続する 　２．中止する
委託先 　１．変えない 　２．変える
委託業務分野 　１．変えない 　２．変える
業務量 　１．変えない 　２．増やす 　３．減らす

上記の考えの判断根拠、背景などについて、以下に自由にご記入ください。
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Q19.  アウトソーシングに対する今後の計画として、あてはまるものを選んでください。
     １．実施する  ２．実施しない  ３．わからない

上記の考えの判断根拠、背景などについて以下に自由にご記入ください。

Q20. アウトソーシングの今後の展開に関する前記 Q18,19の質問に関する回答は、本年３月
に発生した東日本大震災の影響を受けていますか。あてはまるものを次から選んでください。

   １．（影響を）受けている  ２．（影響を）受けていない  ３．どちらともいえない

 ●以上でアンケート調査を終わります

お忙しい中、アンケートにご協力いただきありがとうございました。

おそれいりますが、貴社名、ご回答者の所属部署、職位、連絡先並びにお名前をご記入いただけ

れば幸いです。

      ご   記   入   欄

社 名

所 属

役 職

お名前

電子メールアドレス
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付属資料-2 
「 技術系（情報システムを除く）業務における業務アウトソーシングに関する調査票」

アンケートにお答えいただく前にお読みください。

“本調査における「業務のアウトソーシング」とは、派遣社員に業務を委託したり、単発的に

業務を外注したりするようなものではなく、年間単位など継続的に業務を委託し、また業務運営

管理は委託先が実施し、さらに業務実施場所は委託先企業内または貴社内の明確に区切られた

場所で行われている業務を指します。またグループ内企業へのアウトソーシングは含みますが、

社内の一組織で業務をおこなうようなものは含みません”

なおご回答は、貴社の技術系（情報システムを除く）業務の担当部署または管轄部署の責任者

（部長殿など）がご記入くださいますようお願い致します。

 ●ご回答に当たっては、それぞれの番号に回答内容が表示されていますので、質問文にした

がって、当てはまる内容の番号を○でかこんでください。

 ●なお、まことに恐れ入りますが、ご記入いただきましたアンケート用紙は７月２９日（土）

までに、同封の返信用封筒にて本調査票のみをご投函くださいますようお願い申し上げます。

―アンケート調査票―

Ⅰ．貴社における業務アウトソーシング実施の有無およびその実施状況について

Q1. 貴社では現在、技術系業務の一部または全部をアウトソーシングしていますか。
    １．している      ２．していない

  ＊１の場合にはQ2へ進んでください。２の場合には７頁の Q19 へ進んでください。

Q2. 貴部門は、貴社における業務のアウトソーシングに対して、どの程度関与していますか。
  １．主導的立場で、関与している（してきた）

  ２．主導的とまでは言えないが、状況は把握している（してきた）

  ３．殆ど把握していない

Q3. 貴社の技術系部門では、どの程度業務をアウトソーシングしていますか。以下の各業務
分野ごとに、各業務分野全体の業務量に対する発注割合についてあてはまる数字を選ん

でください。各数字はアウトソーシングしている業務の割合を表しています。

１：～２５％、 ２：２６～５０％、 ３：５１～７５％、 ４：７６～１００％です。

      注：なお業務量は人工、時間、金額などいずれの算出方法でもかまいません。
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アウトソーシングしてい
る業務の割合

～２５％ ２６～５０％ ５１～７５％ ７６～
１００％

業 設計・開発 1 2 3 4
務 製造（生産技術を含む） 1 2 3 4
分 実験・評価・品質保証 1 2 3 4
野 その他 1 2 3 4

     ＊その他の場合には、その具体的業務内容を下の欄にご記入をお願いいたします。

Q4. 貴社の技術系部門におけるアウトソーシング先の企業数は次の内のどれですか。
     １．１社   ２．２社   ３．３～５社   ４．６社以上

Q5. アウトソーシング先は以下のどれに相当しますか。（Q4.で複数社に委託している場合は、
貴社にとって業務委託量の最も多い委託先）

１．自社の１００％子会社  ２．自社が部分的に出資している会社  

３．自社とは資本関係のない会社

Q6. 当該アウトソーシング先とは、過去にどの程度の期間の契約実績がありますか。
  １．1年以下  ２．2年～5年  ３．6～10年  ４．11～19年  ５．20年以上

Ⅱ.  貴社における、業務アウトソーシングの各種の状況について
Q7. アウトソーシングにあたって、委託業務内容は、その業務毎に一定のフォーマットに基づ
く定型的な文書（仕様書など）で、委託先に提示していますか。

    １．はい    ２．いいえ       ＊１の場合にはQ7－１に進んでください
                         ２の場合にはQ8に進んでください

Q7-1.  一定のフォーマットに基づく定型文書による委託は、委託業務全体の中でどのような
割合になりますか。

  １．～２５％  ２．２６～５０％  ３．５１～７５％  ４．７６～１００％

Q7-2  一定のフォーマットの定型文書は,誰が作成していますか。
１．自社 ２．委託先  ３．自社と委託先

Q8.  アウトソーシング先には、どの程度 委託業務の前後の工程の業務に関する情報を提供
していますか。委託先への情報の提供に関して、次の３つに層別して、委託業務全体に対

するその割合を具体的に数字で記入してください。

注：この質問はたとえば、設計業務を委託する場合でも、前工程である企画の工程へ

の参加や、後工程である評価の工程へ参加してもらうなど、委託する業務の前後

（または前か後のみ）工程の情報を提供するような場合を想定しています。
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    情報提供の状況 業務の割合

委託していないが、前後工程（または前か後のみ）の一部

（または全部）に,委託先メンバーに参加してもらっている
％

委託していないが、前後工程（または前か後のみ）の

一部（または全部）に関する情報を,委託先に提供している
％

委託している業務のみの情報を,委託先に提供している ％

Q9.  アウトアーシングをおこなうにあたって、貴社では業務の流れの見直しや、業務の標化・
規準化 などをおこないましたか。以下の項目について、１（全く当てはまらない）から、

５（非常によく当てはまる）までのスケールの中から選んでください。

注：委託している業務の種類などによって回答が異なる場合には、発注業務量の最も

大きな最近の業務についてご回答ください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

見 業務の流れの見直しをおこなった 1 2 3 4 5

直
し

標準的な設計手法・開発技法の採用など、業務
自体の標準化をおこなった 1 2 3 4 5

内
容

自社と委託先との業務のつながりについて、発注
内容と納入成果物との関係を明確化した 1 2 3 4 5

見直し結果を、文書で規準化した 1 2 3 4 5

Q10. アウトソーシングにあたって、委託先の選定時には、貴社は委託先の機密管理状況を検討
 していますか。アウトソーシング先の機密管理内容ごとに、１（ほとんど検討していない）、

２（検討している）、３（充分に検討している）から、選んでください。

　　貴社による検討状況
ほ
と
ん
ど
検
討

し
て
い
な
い

検
討
し
て
い
る

充
分
に
検
討
し

て
い
る

機密管理システムの有無 1 2 3
　　　〃　　　　　　　の充実度 1 2 3
　　　〃　　　　　　　の遵守度 1 2 3

委託先による
機密管理内容



153 

Q11. 外部の平均的なアウトソーサーと比較した場合、貴社の発注部門の能力は、どの程度ある
と考えていますか。設計・開発などの部門別に０（自社に部門がない）および１（かなり低

い）から５（かなり高い）までのスケールの間で数字を選んでください。

注：部門の能力とは構成要員の技術力やノーハウだけではなく、設備面の能力も含みます。  

　　　　　　　　　　自　社　に　部　門　あ　り
自
社
に
部
門

な
し

か
な
り
能
力

低
い 能

力

か
な
り
能
力

高
い

業 設計・開発 0 1 2 3 4 5
務 製造（生産技術含む） 0 1 2 3 4 5
分 実験・評価・品質保証 0 1 2 3 4 5
野 その他 0 1 2 3 4 5

Q12. アウトソーシングにより、提供・納入されたサービスの質には、どの程度満足していま
すか。

    １．非常に不満である   ２．やや不満である 

 ３．普通である      ４．やや満足している    ５．非常に満足している

       ＊１，２ を選んだ場合には、Q12-1へ進んでください。
        ３、４，５の場合にはQ13.へ進んでください。

Q12-1 不満の主な原因は、次のどれに該当しますか、あてはまるものを一つだけ選んで
ください。

    １．やりなおしが多い  ２．間違いが多い  ３．自社でのチェックが欠かせない

    ４．打ち合わせの回数が多い  

５．その他           ＊５の場合には下の欄内に、その理由を自由に

ご記入ください。

Q13. アウトソーシング先とは、提供されるサービスの質などを定めた品質保証契約などを結ん
でいますか。

   １．結んでいる   ２．結んでいない
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Ⅲ. アウトソーシングにおける成果や課題と今後の利用計画ついて
Q14. アウトソーシングした理由として、次の各項目はどの程度当てはまりますか。１（全く当
てはまらない）から５（非常によく当てはまる）までのスケールのあいだで選んでください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

コスト低減 1 2 3 4 5
理 開発スピードを上げる 1 2 3 4 5

最新技術の活用 1 2 3 4 5
専門的知識・スキルの活用 1 2 3 4 5
社内人材不足への対応 1 2 3 4 5

由 業務量変動への対応 1 2 3 4 5
自社の経営資源のコア業務への集中 1 2 3 4 5
セキュリティ・リスクの軽減 1 2 3 4 5

Q15. アウトソーシングについて、実際にどの程度効果があがっていますか。次の各項目につい
て、５つのスケールの中から選んでください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

コスト低減 1 2 3 4 5
効 開発スピードを上げる 1 2 3 4 5

最新技術の活用 1 2 3 4 5
専門的知識・スキルの活用 1 2 3 4 5
社内人材不足への対応 1 2 3 4 5

果 業務量変動への対応 1 2 3 4 5
自社の経営資源のコア業務への集中 1 2 3 4 5
セキュリティ・リスクの軽減 1 2 3 4 5
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Q16.  アウトソーシングについて、事前にどのような不安をもっていましたか。次の各項目に
ついて、５つのスケールの中から選んでください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

不 信頼できる委託先を見つけるのが難しい 1 2 3 4 5
必ずしもコスト低減ができるわけではない 1 2 3 4 5
技術ノーハウの流出が懸念される 1 2 3 4 5
特定の委託先に過度に依存してしまう 1 2 3 4 5

安 環境変化に臨機応変に対応できない 1 2 3 4 5
セキュリティの確保が難しい 1 2 3 4 5

Q17. アウトソーシングについて、現在どのような問題が生じていますか。次の各項目について
５つのスケールの中から選んでください。

全
く
当
て
は
ま
ら

な
い

少
し
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

よ
く
当
て
は
ま
る

非
常
に
よ
く
当
て

は
ま
る

問 信頼できる委託先を見つけるのが難しい 1 2 3 4 5
必ずしもコスト低減ができるわけではない 1 2 3 4 5

題 技術ノーハウの流出が懸念される 1 2 3 4 5
特定の委託先に過度に依存してしまう 1 2 3 4 5

点 環境変化に臨機応変に対応できない 1 2 3 4 5
セキュリティの確保が難しい 1 2 3 4 5

Q18. アウトソーシングについて、委託の継続、委託先、業務分野、業務量のそれぞれに関して、
今後の計画として当てはまるものを、選んでください。

委託 　１．継続する 　２．中止する
委託先 　１．変えない 　２．変える
委託業務分野 　１．変えない 　２．変える
業務量 　１．変えない 　２．増やす 　３．減らす

 上記の考えの判断根拠、背景などについて、以下に自由にご記入ください。

＊Q20にお進みください。
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Q19.  アウトソーシングに対する今後の計画として、あてはまるものを選んでください。
１．実施する  ２．実施しない  ３．わからない

上記の考えの判断根拠、背景などについて以下に自由にご記入ください。

Q20. アウトソーシングの今後の展開に関する前記 Q18,19の質問に関する回答は、本年３月
に発生した東日本大震災の影響を受けていますか。あてはまるものを次から選んでください。

   １．（影響を）受けている  ２．（影響を）受けていない  ３．どちらともいえない

  ●以上でアンケート調査を終わります

お忙しい中、アンケートにご協力いただきありがとうございました。

おそれいりますが、貴社名、ご回答者の所属部署、職位、連絡先並びにお名前をご記入いただけ

れば幸いです。

      ご   記   入   欄

社 名

所 属

役 職

お名前

電子メールアドレス
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付属資料 3 
実務管理技術者への「製品設計業務のアウトソーシングに関する質問」

製品設計・開発における業務アウトソーシングの実態調査の一環としの各種の質問です、ご自

身の体験・経験に基づきお答えください。なお回答内容については、複数回答者の内容を集計の

うえ分析しますので、各人の回答内容・氏名などは一切外部に出しません。

Ⅰ. 回答者の設計履歴 (設計管理業務に従事した年数も含めて記入してください) 

1. 設計経験年数                             ′′年

2. 担当した製品名                                  

3. 担当した設計業務の層別  

・新製品開発設計（技術新規度・変更度 大、中、小）        ′′年

 ・類似新製品設計                      ′′年

 ・流動品設計（指定無し）                     ′′年

   ・その他                             ′′年

Ⅱ. 「まとめ委託」について

1. 「まとめ委託」の業務範囲は次のどこに該当しますか？

①受注のための構想設計から、基本設計、詳細設計、製図、評価、量産移行の全工程

②製品仕様確定後の、基本設計以降から詳細設計、製図、評価、量産移行の工程

③構成設計・基本設計確定後の詳細設計以降の工程

2. 「まとめ委託」製品の技術的新規度・変更度は次のどこに該当しますか？

①大（≒60%）

②中（≒40%）

③小（≒20%）

3. 「まとめ委託」業務の領域拡大をどう考えますか？        YES、NO、 ? 

5.  YES の理由は？（下記から１つ選択してください）

①D 社技術部の負荷が軽減し、技術開発などを強化できる

②DT 社の技術力・組織力強化が図れる

③DT 社技術者の意欲向上が図れる

④その他
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6. NO の理由は？（下記から１つ選択してください）

 ①D 社の技術ノウハウ流出のリスク大

 ②DT 社の技術力・組織力の限界

 ③業務遂行責任の大きな業務受託はDT 社技術者の意欲低下を招く恐れ大

 ④その他

Ⅲ. ｢まとめ委託｣を含めて、 DT 社は D 社の競争力にどのような形で貢献していると考え

ますか。（次の 10 項目の中から 3 つを選んでください）

1. D 社技術者と同等の技術力を保有し、業務対応できる。

2. D 社技術者のサブとして補完的に業務対応できる。

3. D 社技術者の中堅クラスと同等の技術力を保有し、中位レベルの業務対応ができる。

4. 技術人員の過不足に柔軟に対応できる。

5. 概略の設計仕様書で、客先・関連部署交渉から設計、評価そして出図までの一連の業務対応が

できる。

6. 3DCAD、CAE（強度解析、熱解析など）などディジタル機器に関する知識および操作

習熟度が高く、任せられる。

7. D 社と比較して各種作業の効率化が図られている。

8. 技術者の意欲が高く、難易度の高い業務にも挑戦し、実績を上げている。

9. ローテなどによりD 社担当者無しの業務について、DT 社技術者が熟知し対応している。

10. 組織として設計の勘所を掴む力が高く、D 社への要報告・相談事項と処置事項の判断

が正しく遂行できる。

Ⅳ. D 社技術部と比較したとき、DT 社の競争力をどう考えますか？

ⅴ.  技術者の設計知識のレベルの違いを相対比較評価してください？

形式知 D 社    DT 社

暗黙知       D 社    DT 社

＊ >、<、＝  、  などで表してください。

＊ 形式知、暗黙知は知識の層別方法の1つであり、それぞれの持つ意味は次に示します。

  ・形式知：言葉や数字で表すことができ、厳密なデータ、科学方程式、明示化された

手続き、普遍的原則などの形でたやすく伝達・共有することができる知識。

（工学理論、テキスト、技術仕様書、技術規格類、種々の技術マニュアルなど）

  ・暗黙知：非常に個人的なもので、形式化しにくいので他人に伝達して共有すること

が難しい知識。（具体的な構想設計解の案出し、設計スケッチをサッと書き
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出す能力、ヒラメキ、直感、体験からの五感、など）

Ⅵ. 3DCAD 作業に関してどう考えますか？（YES or NO で回答してください）

1. 複雑な操作が多く、D 社設計者には不向き      YES、NO、 ? 
2.    ↑    、操作は DT 社の熟練技術者にまかせる方がベター  YES、NO、 ? 
3. 業務委託は手間がかかるので、D 社設計者自身で操作するのがベター  YES、NO、 ? 
4. 業務委託は手間がかかるが、DT 社の熟練技術者にまかせる方がベター YES、NO、 ? 

Ⅶ 設計業務の遂行において活用する設計知識に関する質問です。

1. 各設計工程により、必要となる設計知識はどう違うと思いますか？

各設計工程毎に、その工程で必要かつ活用する設計知識を形式知と暗黙知に二分し、

その二つを比較して、どちらが多いか少ないかを、記号で表してください。

（ 、 、=、<、>など） 

（過去の設計体験をベースに感ずるままを記入してください）

企画・構想設計 ⇒ 基本設計  ⇒ 詳細設計

形式知

暗黙知

＊製品の技術新規度・変更度は≒40%の中規模を想定してください。

・構想設計：市場調査によって得られた情報を基に製品の機能を明確化し、その機能を実

現させる技術の方策を検討・立案し、製品の物理的構成を実体化した「計画図」を作成。

・基本設計：「計画図」を元に、基本的な性能を検討し具体的な物理的構造を検討・決定。

・詳細設計：基本設計を元に、製造に必要な細部にわたる設計。

2. １．の設問において、技術新規度が変化すると形式知と暗黙知の活用の割合は、どう変わりま

すか？

同じ基本設計の工程でお答えください。

新規度・変更度 基本設計（大≒60%） 基本設計（中≒40%） 基本設計(小≒20%）

 形式知

 暗黙知


